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はじめに

昨年のグローバルリスク報告書は、長引くショックから容易
に立ち直れない世界について警告しました。2024年が始ま
り、第19回を迎えるグローバルリスク報告書は、世界が気
候変動と紛争という二重の深刻な危機に悩まされる中、急
激に加速する技術の変化と経済の不確実性を背景に作成
されました。

根底にある地政学的緊張と、複数の地域における激しい戦
闘の勃発が相まって、二極化を煽るような言説、信頼の喪
失、不安感に塗れた不安定な世界秩序を助長しています。
同時に各国は、気候変動への適応の努力や資源が、すでに
発生している気候関連事象の種類、規模、深刻度に対処す
るのに十分ではない状況下、記録的な異常気象の影響へ
の対応に追われています。世界の多くの地域でインフレー
ションと金利が高止まりし、経済の不確実性が続く中、生活
費の圧迫が引き続き社会や経済に影響を及ぼしています。
暗いニュースが日常的に、国境をまたいで広く見出しを飾
り、現状に対するいら立ちがますます目につくようになって
います。このような状況が重なることにより、近年すでに政
治的・経済的に弱体化している社会では、誤報と偽情報の
ようなリスクが加速度的に拡散する余地を十分に残してい
ます。

自然界の生態系が限界に達すると、根本的に新しいものに
なりかねないように、このようなシステミックな変化は他の
領域 ― 戦略地政学、人口統計学そしてテクノロジー ― で
も起きています。今年のグローバルリスク報告書では、こう
した「構造的な力」を背景にしたグローバルリスクの高まり
と、それらのリスク間の深く激しいぶつかり合いについて探
ります。世界情勢の次の局面は、その前の局面から改善も
悪化もしないかもしれませんが、移行はたやすくはないで
しょう。

本報告書では、この移行局面におけるグローバルリスクの
展望と、限界を超えて広がるガバナンスのシステムについ
て取り上げ、強い影響をもたらすこれらの力に照らして、今
後２年間と10年間に経済と社会にとって最も深刻になる
と認識されるリスクを分析します。気候変動の影響が地球
を本質的に書き換えていく中、私たちは３℃の世界へと突
き進んでいくのでしょうか。債務が膨れ上がり、地経学的状
況が悪化していることを考えると、世界人口の大部分にとっ
て、人間開発はピークに達したのでしょうか。私たちは、脆弱
な国家や弱い立場にある人々を餌食にする犯罪や腐敗の

爆発に直面することになるのでしょうか。実験的技術の「軍
拡競争」は、人類に存続の危機をもたらすのでしょうか。

国際協調が弱体化するにつれ、こうした国境を越えたリス
クへの対処はより難しくなるでしょう。今年のグローバルリ
スク意識調査では、回答者の３分の２が、今後の10年につ
いて中堅国や大国が現在のようにルールや規範を設定し
適用するだけでなく、争うような多極化した秩序が支配的
になると予想しています。本報告書では、この分断された世
界の持つ意味合いについて考察します。このような世界で
は、グローバルリスクに対する備えが一層不可欠ですが、
合意と協調の欠如が妨げになります。また、グローバルリス
クに対処するための概念的枠組みを提示し、リスクの性質
に応じた、「必要最小限の取り組み」に関する行動範囲を明
らかにします。

本報告書における洞察を支えるのは、グローバルリスクの
意識に関するほぼ20年にわたる独自のデータです。本報
告書では、学術界、企業、政府、国際社会、市民社会の1,500
名近い世界的なリーダーの集合知を結集し、毎年行う「グ
ローバルリスク意識調査」から得られた結果に焦点を当て
ます。また、グローバルリスク報告書諮問委員会、グローバ
ル・フューチャー・カウンシル・オン・コンプレックス・リスク、
CRO（最高リスク責任者）コミュニティを構成するリスク専
門家を含め、200名以上のテーマ別専門家の洞察も活用し
ています。本フォーラムの長年のパートナーであるMarsh 
McLennanとZurich Insurance Groupは、本報告書のテー
マと論調の形成に大きく貢献いただきました。ここに深く
感謝申し上げます。最後に、本報告書の作成を担当した中
心チームのEllissa Cavaciuti-Wishart、Sophie Headingと
Kevin Kohler、そしてそのサポートを務めたRicky LiとAttilio 
Di Battistaに謝意を表します。

未来は、定まっていません。今後10年については、異なるさ
まざまな将来像が考えられます。これは、短期的には不確
実性を高めても、同時に希望の余地もあります。グローバル
リスクと、時代を決定付けるような現在の変化と並行し、既
存の体制や社会には信頼、楽観、レジリエンスを再構築す
るまたとない機会が存在します。本報告書が、グローバルリ
スクの最小化と、長期的な機会や解決策の構築に向けた行
動を起こすため、政府、企業、市民社会のリーダー間の率直
かつ建設的な対話への重要なきっかけとなることを願って
やみません。

サーディア・ザヒディ 
取締役
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調査方法

グローバルリスク意識調査（GRPS）は、20年近くにわたり
グローバルリスク報告書の基礎であるとともに、世界経済
フォーラム独自のグローバルリスクデータの主要な情報
源となっている。本年のGRPSは、進化するグローバルリス
クの展望（ランドスケープ）について、学術界、企業、政府、
国際社会、市民社会の1,490名の専門家の主要な考察をま
とめたものである。2023-2024年版GRPSに対する回答は、
2023年９月４日から10月９日までに寄せられた。

「グローバルリスク」とは、それが発生した場合に、世界の
GDP、人口もしくは天然資源のかなりの割合に悪影響を及
ぼす事象、または状況が発生する可能性と定義される。34
のグローバルリスクそれぞれの定義は、付録A―グローバ
ルリスクのリストおよび定義に記載されている。

2023-2024年版GRPSには、以下の項目が含まれている。

－　 リスクランドスケープでは、回答者に、今後１年、２年、
10年の期間においてグローバルリスクにより予想され
る影響（深刻度）を評価するよう求め、個々のグローバ
ルリスクが時間の経過に伴い展開する可能性を示すと
ともに、重要な懸念領域を特定した。

－　 リスクの影響では、回答者に、発生し得るリスクの影響
範囲について考察するよう求め、グローバルリスクと
複合的な危機の可能性との関連性を例示した。

－　 リスクガバナンスでは、回答者に、どのアプローチがグ
ローバルリスクの削減と備えについて行動を促す可能
性が最も高いかを考察するよう求めた。

－　 リスクの見通しでは、回答者に、グローバルリスクの状
況について主要な側面の進展を予測するよう求めた。

調査方法の詳細については、付録B―2023-2024年版グ
ローバルリスク意識調査を参照されたい。

本報告書ではまた、グローバルリスクに関するGRPSデータ
を補完するため、世界経済フォーラムのエグゼクティブ・オ
ピニオン調査（EOS）を活用し、113カ国の11,000名以上の
ビジネスリーダーの回答に基づいて、今後２年間にわたり
各国にとって最も深刻な脅威となるリスクを特定している。
このデータは、GRPSとの関連で考察すると、各国の懸念と
優先事項についての考察となり、グローバルリスクの潜在
的な「ホットスポット」や地域的な顕在化を示している。詳
細については、付録C―エグゼクティブ・オピニオン調査：国
別リスク意識を参照されたい。

最後に、本報告書は、先見性を生み出し、調査データの分析
をサポートするため、第一線の専門家の見解を統合したも
のである。世界経済フォーラムのプラットフォームで55名の
同士の寄稿を活用している。本報告書はまた、2023年５月
から10月にかけて行われたコミュニティ・ミーティング、個
人インタビュー、テーマ別ワークショップを通じ、学術界、企
業、政府、国際社会、市民社会の160名以上の専門家から寄
せられた定性的洞察を活用している。これらには、グローバ
ルリスク諮問委員会、グローバル・フューチャー・カウンシ
ル・オン・コンプレックス・リスク、CRO（最高リスク責任者）
コミュニティも含まれる。詳細については、謝辞を参照され
たい。
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エグゼクティブサマリー

『グローバルリスク報告書2024』は、グローバルリスク意識
調査（GRPS）の結果をまとめたものである。本報告書は、意
思決定者が現在の危機と長期的な優先事項のバランスを
取るために、３つの時間軸でグローバルリスクを分析して
いる。第１章では、現在の最も深刻なリスク、および調査回
答者が最も憂慮するリスクを２年間にわたって調査。その
間、急速にトップ10入りした３つのリスクを詳細に分析して
いる。第２章では、地政学、気候、テクノロジーそして人口統
計学的な変化を背景に、今後10年間に顕在化するだろうリ
スクの上位に焦点を当て、４つの具体的なリスク展望につ
いて深く掘り下げている。本報告書は、世界的な分断が進
む現状において、グローバルリスクの複雑かつ弾力性のあ
る側面に対処するためのアプローチを検討することで締め
くくられている。以下は、本報告書の主な所見である。

悪化する世界の見通し

2023年の出来事を振り返ってみると、多くの事象が世界中
の人々の注目を集めた。スーダンからガザやイスラエルに
至るまで、弱者が致命的な紛争と組み合い、記録的な暑さ、
干ばつ、山火事、洪水が発生した。社会への不満は多くの国
で顕著であり、二極化、激しい抗議行動、暴動、ストライキが
報道された。ロシア・ウクライナ戦争や新型コロナ感染拡大
によるパンデミックの発生当初に見られたような、世界全
体を揺るがすような事態はほぼ回避されたものの、長期的

な見通しでは、こうした事態はさらなる衝撃を世界にもた
らす可能性がある。

2024年に入り、2023-2024年GRPSの結果は、今後２年間の
世界の見通しについて大半が否定的であることを浮き彫り
にしており、それは今後10年間でさらに悪化すると予想さ
れている（図A）。2023年９月の調査では、回答者の過半数

（54%）が何らかの不安定さと世界的な巨大災害の中程度
のリスクを予想しており、さらに30%は一層不穏な状況を
予想している。今後10年間では、回答者の３分の２近くが
激変または不穏な状況と予想しており、見通しは著しく悪化
している。

今年の報告書では、今後10年間のグローバルリスクの具現
化と管理を形成する４つの構造的な力を通して、分析の文
脈を整理した。これらは、世界の展望を構成する４つのシ
ステミックな要素の組み合わせとその連関によって、長期
間にわたって変容していく：

－　 地球温暖化とそれに関連する地球システムへの影響
に関する軌道（気候変動）

－　 世界人口の規模、成長、構造の変化（人口動態の分岐）

－　 最先端技術の発展経路（テクノロジーの加速）

短期的、長期的なグローバルな展望図 A

出典：
World Economic Forum Global Risks Perception Survey 
2023-2024

２年

3%

27% 54% 15%

1%

10年

激変：迫りくる巨大災害リスク
不穏：動乱と巨大災害リスクの増大
不安定：若干の不確実性、中程度の巨大災害リスク
安定：限定的な混乱、少ない巨大災害リスク
平静：被害程度が僅少の巨大災害リスク

17% 46% 29% 8%

1%

「あなたの短期的（２年）・長期的（10年）な展望に以下のどれが最も近いですか」

注記：
数値は切り上げ／切り捨てされているため、グラフの数値は100％にならない場合がある
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－　 地政学的パワーの集中と源泉における物質の進化（戦
略地政学的シフト）

これらの各領域で新たな世界情勢が形成されつつあり、不
確実性と変動性を特徴としている。社会がこれらの変化す
る力に適応しようとするにつれ、グローバルリスクに対する
備えと対応能力が影響を受けることになる。

取り返しのつかない事態になりかね
ない環境リスク
環境リスクは、３つの時間軸（現在・２年・10年）のいずれ
においても、引き続きリスク展望を席巻している。GRPSの
回答者の３分の２が、2024年に世界規模で重大な危機を
もたらす可能性が最も高いリスクとして異常気象を挙げて
おり（図B）、エルニーニョ・南方振動（ENSO）サイクルの温
暖化局面が激化し、今年５月まで持続すると予測されてい
る。また、エルニーニョは、２年間を通じて２番目に深刻な
リスクであり、昨年のランキングと同様、長期的にはほぼす
べての環境リスクがトップ10に入っている（図C）。

しかしながら、GRPSの回答者は、環境リスク、特に生物多様
性の喪失と生態系の崩壊、および地球システムの危機的変
化の緊急性については意見が分かれている。若年層の回
答者は、年長層の回答者に比べ、２年間で、これらのリスク
をはるかに重く憂慮する傾向があり、いずれのリスクも短
期では上位10位に挙げられている。民間セクターは、これら
のリスクを長期にわたる最大の懸念事項として強調してい
るが、これとは対照的に、市民社会や政府の回答者は、これ
らのリスクをより短期間で見たときに優先している。主要な
意思決定者たちの緊急性に対するこのような認識の不一
致は、最適な連携と意思決定がなされていないことを意味
し、惑星システムに長期に渡る変化をもたらすような重要
な介入のタイミングを逃すリスクを高めている。

第２章３：A　「３℃の世界」では、今後10年以内に少なく

とも１つの「気候変動の転換点」を通過した場合の影響に
ついて考察する。最近の研究によると、一部の惑星系に長
期かつ不可逆的で永続性のある変化を引き起こす閾値は、
地球温暖化が1.5℃に達するか、それ以前に通過する可能
性が高いと考えられ、最近では2030年代初めに到達すると
予測されている。多くの経済は、「非線形」の影響に対する
備えをほとんどしていないままであろう。関連するいくつか
の社会環境リスクの結びつきが引き金となり、炭素排出量
の削減が計画通りに進まず、放出を通じて温暖化が加速し
て影響を増幅させ、気候変動の影響を受けやすい人々を脅
かす可能性がある。潜在的な影響と必要なインフラ投資の
規模が非常に大きいことを考慮すると、社会の集団適応能
力が追いつかなくなる可能性があり、一部の地域社会や国
は、急激な気候変動の急性・慢性両方の影響を吸収できな
いままとなる。

二極化の進行、制御できないテクノ
ロジーリスクによる「真実」への圧力
社会の二極化は、現在と２年後の両時点でトップ３に入り、
長期的には９位となっている。加えて、社会の二極化と景気
後退は、グローバルリスク・ネットワーク（図D）において、多
くのリスクの促進要因となり、その影響を受ける可能性が
あるとして、最も相互に連関し、つまり影響力のあるリスク
と見なされている。

向こう２年間に予想される最も深刻なグローバルリスクと
して浮上しているのは、国内外を問わず、社会と政治の分
断をさらに拡大しようとする誤報と偽情報である（第１章
３　「偽情報」）。今後２年間で、バングラデシュ、インド、イ
ンドネシア、メキシコ、パキスタン、英国、米国を含め複数
の経済圏で、30億人近くが選挙投票に向かうと予想される
中、誤報や偽情報の広範な利用やそれを広めるツールが、
新たに選出された政府の正統性を損なう危険性をはらん
でいる。その結果、暴力的な抗議行動やヘイトクライムか
ら、市民の対立やテロリズムに至るまで、さまざまな不安が

現在のリスク図 B

出典
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「2024年に世界規模で重大な危機をもたらす可能性が最も高いと思われるリスクを５つまで選んでください」

異常気象

66%

AI技術がもたらす
悪影響

53%

社会の二極化

46%

生活費危機

42%

サイバー攻撃

39%

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

リスク分類

経済
環境
地政学
社会
テクノロジー
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生じる懸念がある。

選挙にとどまらず、現実に対する認識も二極化し、公衆衛
生から社会正義にいたるまで、さまざまな問題についての
言論が浸透していくだろう。しかし、真実が損なわれるにつ
れ、国内でのプロパガンダや検閲のリスクも高まるだろう。
誤報や偽情報に対応するため、政府は「真実」と判断する内
容に基づいて情報を統制する権限をますます強める可能
性がある。インターネット、報道、より広範な情報源へのアク
セスに関する自由は、すでに低下しつつあるが、より多くの
国々で、情報の流れに対するより広範な抑制に陥る危険性
がある。

低・中所得層、そして各国の経済的
負担は増大傾向へ
生活費危機は、2024年の見通しにおいても引き続き重大
な懸念事項である（図B）。インフレーション（７位）と景気後
退（９位）という経済リスクも、この２年間で新たにトップ
10に加わった注目すべきリスクである（図C）。現時点では
“ソフトランディング”が優勢に見えるものの、短期間の見通
しは依然として極めて不透明である。向こう２年間は、エル
ニーニョ現象から紛争激化の可能性まで、供給側の価格圧
力が続く要因が複数存在する。また、金利が相対的に高い
状態が長く続けば、中小企業や重債務国は特に債務不履
行にさらされることになる（第１章５「経済の不確実性」）。

経済の不確実性は、大半の市場で重くのしかかるが、多く
の脆弱国家にとっては、資本調達が最も大きな負担となる。
気候変動や紛争の影響を受けやすい国々は、必要とされる
デジタル・インフラや物理的インフラ、貿易、グリーン投資、
関連する経済的機会からますます締め出されることにな
る。こうした脆弱な国家の適応能力がさらに侵食されれば、

それに関連する社会や環境への影響が増幅することにな
る。

同様に、テクノロジーの発展と地政学的ダイナミクスの融
合は、先進国、開発途上国を問わず、新たな勝者と敗者を生
み出す可能性が高い（第２章４：「AIが担うもの」）。人工知能

（AI）やその他のフロンティア・テクノロジー開発の主要な
原動力が、公共の利益ではなく、商業的インセンティブや地
政学的な要請に留まるなら、高所得国と低所得国の間のデ
ジタル格差は、関連する利益（そしてリスク）の分配に著し
い格差をもたらすだろう。脆弱な国やコミュニティはさらに
取り残され、経済生産性、金融、気候、教育、医療、そして関
連する雇用創出に影響を及ぼすAIの飛躍的進歩からデジ
タル面で隔離されることになるだろう。

長期的に見れば、開発の進展と生活水準は危機に瀕してい
る。経済、環境、テクノロジーのトレンドは、労働と社会的流
動性をめぐる既存の課題をさらに深刻化させ、個人が収入
や技能向上の機会から妨げられ、その結果、経済的地位を
向上させる能力が失われる可能性が高い（第２章５：「開
発の終焉？」）経済的機会の欠如は、過去２年間ではトップ
10に挙げられるリスクであったが、長期的には11位に下が
り、グローバルな意思決定者の主要な懸念事項とならなく
なっているようである（図E）。高い雇用変動率（雇用の創出
と破壊の両面）は、先進国と開発途上国の間で、あるいは先
進国と開発途上国の国内において、労働市場を深く二分す
る可能性がある。このような経済移行がもたらす生産性の
便益を過小評価すべきではないが、製造業やサービス業
主導の輸出成長は、もはや開発途上国がより豊かになるた
めの従来型の方法では実現できないかもしれない。

安定した生活を得るための個々人の道筋が狭まることは、
貧困から教育や医療へのアクセスに至るまで、人間開発の

グローバルリスクの短期・長期的な重要度ランキング図 C

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

"以下のリスクについて、２年後と10年後に起こりうる影響（深刻さ）を推定してください"

今後２年間 今後10年間

異常気象

地球システムの危機的変化（気候の転換点）

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

天然資源不足

誤報と偽情報

AI技術がもたらす悪影響

非自発的移住

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の低下

社会の二極化

汚染（大気、土壌、水）

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

誤報と偽情報

異常気象

社会の二極化

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の低下

国家間武力紛争

不平等または経済的機会の欠如

インフレーション

非自発的移住

景気後退（不況、停滞）

汚染（大気、土壌、水）

リスク分類

経済
環境
地政学
社会
テクノロジー
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指標にも影響を与えるだろう。世代間の流動性が低下し、
社会契約に著しい変化が生じれば、先進国と開発途上国の
双方において、社会と政治の力学が抜本的に組み替えられ
ることになる。

地政学上の緊張の高まりとテクノロ
ジーの融合がもたらす新たな安全保
障リスク
国家間の武力紛争は、国家の脆弱性の原因となるととも
に、それを助長するものとして、向こう２年間におけるトッ
プリスクとして新たに位置づけられている（図C）。大国の焦
点が複数の戦線に広がるにつれ、紛争の拡大は重要な懸
念となる（第１章４：「紛争の増加」）。波及する脅威や国家
の脆弱性の増大により、近い将来激化するリスクのあるい
くつかの紛争の火種がある。

近年のテクノロジーの進歩に照らせば、これはさらに憂慮
すべきリスクとなる。協調がない場合、世界的に分断され
たアプローチでフロンティア技術を規制しても、極めて危
険な技術の拡散を防ぐことは難しく、むしろ拡散を招く可能
性がある（第２章４：「AIが担うもの」）。長期的な視点では、

生成AIを含むテクノロジーの進歩によって、さまざまな非
国家主体や国家主体が、マルウェアから生物兵器に至るま
で、混乱や紛争を引き起こす新たな手段を構想・開発する
ための幅広い知識を活用できるようになるだろう。

こうした環境下では、国家、組織犯罪、民間武装勢力、テロリ
スト集団の線引きはさらに曖昧になるだろう。さまざまな
非国家勢力が弱体化したシステムを利用し、紛争、脆弱性、
腐敗、犯罪のサイクルを形成していくだろう。不正な経済活
動（31位）は、過去10年間のリスクの中では最も低い順位
ではあるが、過去２年間および過去10年間のリスクの中で
上位に位置する多くのリスクがその引き金となっている（図
D）。経済状況の悪化は、テクノロジーの進歩、資源の逼迫、
紛争と相まって、より多くの人々を犯罪に向かわせ、軍事化
し、過激にさせ、組織犯罪の標的や活動をより国際化させ
る可能性が高い（第２章６：「犯罪の波」）。

より広範な勢力による紛争の国際化の動きは、より深刻で
長期化する戦争と、甚大な人道危機につながる恐れがあ
る。複数の国家が代理戦争、そしておそらくは直接戦争に
関与することによって、AIの統合を通じて意思決定までの
時間を短縮する動機付けが強まるだろう。紛争における意

戦略的資源の集中

フロンティア技術が
もたらす悪影響

サイバーセキュリティ
対策の低下

AI技術がもたらす悪影響

技術力の集中

誤報と偽情報

国家間武力紛争

テロ攻撃

人権の侵害

社会の二極化

国家間武力紛争

不十分な公共インフラとサービス

経済的機会の欠如
労働力の不足

地政学的対立

失業
債務

インフレーション

不正な経済活動

非自発的移住

感染症の広がり

汚染

生物多様性の喪失
と生態系の崩壊

地球システムの危機的変化

異常気象

慢性的な健康状態

生物、化学、核の危険

重要なインフラの混乱

非天候性自然災害

天然資源不足

戦略的資源の集中

システム上重要なサプライチェーンの混乱

景気後退

資産バブルの崩壊

グローバルリスクランドスケープ：相互連関マップ図 D

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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思決定（標的を自ら選択し、目的を決定すること）にこうした
機械知能が入り込めば、向こう10年間で、不測の事態や意
図的な事態の拡大が起きるリスクが大幅に高まるだろう。

イデオロギーと地経学上の隔たりに
よる今後のガバナンス崩壊
国際舞台における権力の多極間およびグローバル・ノース
とサウスの間の溝が深まれば、国際的なガバナンスのメカ
ニズムが麻痺し、大国の関心と資源が差し迫ったグローバ
ルリスクから遠ざかることになる。

GRPSの回答者の３分の２は、向こう10年間のリスクに向け
た国際協調の政治的展望について、中堅国や大国が地域
ごとの規則や規範を設定し、適用し、争うような多極化また
は分断化した秩序に直面すると感じている。向こう10年間、
北半球の支配が続くことへの不満が高まるにつれ、進化す
る国家群が複数の領域にわたって国際舞台でより枢要な
影響力を求め、その軍事力、テクノロジー、経済力を誇示す
るようになるだろう。

グローバル・サウスの国々が気候変動の影響を受け、パン
デミック時代の危機の後遺症や大国間の地経学的な亀裂
を背負う中、歴史的に見ても異なる国同士の連携や政治
的同盟が強まり、ロシア・ウクライナ戦争、中東紛争、台湾
をめぐる緊張など、利害が大きく絡む紛争地域への影響も
含め、安全保障の力学がますます形成される可能性がある

（第１章４：「紛争の勃発」）。暗躍する国家を孤立させるた
めの結束した取り組みは、ますます空回りになる可能性が
高い。一方、紛争を「取り締まる」のに効果がないことが明ら
かになった国際的なガバナンスや平和維持の取り組みは、
傍流に追いやられる可能性がある。

世界情勢における勢力均衡の変化は、特に紛争の国際化
（枢軸国が政治的同盟国を集めるために、支援や資源を
提供する傾向が強まる）において顕著であるが、それだけ

でなく、より広範なグローバルリスクの長期的な軌跡と管
理も形成していくだろう。例えば、大国がその影響力を確固
たるものにするためには、高いレベルで集約されたテック
スタックへのアクセスがさらに重要なソフトパワーの要素
となる。しかし、重要な鉱物から高価値の知的財産や資本
に至るまで、上流のバリュー・チェーンで競争上の優位性を
持つ他の国々は、こうした経済資産を活用して先端技術へ
のアクセスを獲得し、新たな権力の力学をもたらすことに
なるだろう。

分断された世界でグローバルリスク
に備えるための取り組みの機会
分断され、流動する世界の中で、協調はますます大きな圧
力にさらされることになるだろう。しかし、グローバルリスク
の影響を大幅に軽減できるような、地域内または国境を越
えて、個人または協働して実行できる重要な機会が残され
ている。

投資と規制を有効活用した地域密着型の戦略は、避けられ
ないリスクの影響を軽減することができる。将来を優先し、
研究開発に注力する取り組みを通じて芽生えた画期的な
試みは、世界をより安全な場所にする一助となる。個々の市
民、企業、国の集団行動も、単独では微々たるものに見える
かもしれないが、それが極限まで高まれば、グローバルリス
ク低減への針を動かすことができる。最後に、分断化が進
む世界であっても、人間の安全保障と繁栄にとって重大な
リスクに対しては、国境を越えた大規模な協力が不可欠で
あることに変わりはない。

これからの10年は、私たちの適応能力を最大限に伸ばすよ
うな、大きな変化の時代を迎えることになるだろう。今後10
年の間に、まったく異なるさまざまな将来像が予想できる
が、今私たちがグローバルリスクに取り組むことより、はる
かに明るい未来を切り開くことができるはずだ。
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グローバルリスクの短期・長期的な重要度ランキング図 E

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

"以下のリスクについて、今後２年間と10年間に起こりうる影響（深刻さ）を推定してください"

1 誤報と偽情報

2 異常気象

3 社会の二極化

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の低下

5 国家間武力紛争（戦争、代理戦争）

6 不平等または経済的機会の欠如

7 インフレーション

8 非自発的移住

9 景気後退（不況、停滞）

10 汚染（大気、土壌、水）

11 地球システムの危機的変化（気候の転換点）

12 技術力の集中

13 天然資源不足

14 地政学上の対立

15 人権の侵害

16 負債（公的責務、企業責務、家計責務）

17 域内暴力（市民ストライキ、暴力、クーデター）

18 不十分な公共インフラとサービス

19 システム上重要なサプライチェーンの混乱

20 生物多様性の喪失と生態系の崩壊

21 検閲と監視

22 人材・労働力不足

23 感染症の広がり

24 戦略的資源の集中

25 重要なインフラの混乱

26 資産バブルの崩壊

27 慢性疾患と健康状態

28 不正な経済活動

29 AI技術がもたらす悪影響

30 失業

31 生物、化学、核の危険

32 テロ攻撃

33 非天候性自然災害

34 フロンティア技術がもたらす悪影響

今後２年間

1 異常気象

2 地球システムの危機的変化（気候の転換点）

3 生物多様性の喪失と生態系の崩壊

4 天然資源不足

5 誤報と偽情報

6 AI技術がもたらす悪影響

7 非自発的移住

8 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の低下

9 社会の二極化

10 汚染（大気、土壌、水）

11 経済的機会の欠如

12 技術力の集中

13 戦略的資源の集中

14 検閲と監視

15 国家間武力紛争

16 地政学上の対立

17 負債（公的責務、企業責務、家計責務）

18 人権の侵害

19 感染症の広がり

20 慢性疾患と健康状態

21 不十分な公共インフラとサービス

22 暴力（市民ストライキ、暴力、クーデター）

23 重要なインフラの混乱

24 フロンティア技術がもたらす悪影響

25 システム上重要なサプライチェーンの混乱

26 生物、化学、核の危険

27 失業

28 景気後退（不況、停滞）

29 人材・労働力不足

30 資産バブルの崩壊

31 不正な経済活動

32 インフレーション

33 非天候性自然災害

34 テロ攻撃

今後10年間

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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グローバルリスク2024：
転換点

1

グローバルリスク報告書では、今後1年、2年、10年の期間に
おいてグローバルリスクを分析することにより、意思決定者
が短期的リスクと長期的リスクのバランスの取れた２つの
視点を取り入れることができるようにしている。本章では、
最初の２つの時間軸の見通しを取り上げ、2026年までに高
まる可能性の高い主要なリスクについて考察する。第２章

では、今後10年の見通しを取り上げ、進化しつつあるリスク
が作用し合って生み出す、世界にとって潜在的に高リスク
な４つの見通しについて考察する。最後の第３章では、協
調の概念について考察し、グローバルリスクに対処するた
めのさまざまなアプローチを紹介する。

新型コロナウイルス感染症のパンデミックの余波と、現在
進行中のロシア・ウクライナ戦争は、社会の亀裂を露呈さ
せた。それらの亀裂は、偶発的な動乱によってさらに広がっ
ている。しかしながら、グローバルシステムはこれまでのと
ころ、驚くほどのレジリエント（強靭）である。広く予想され
ていたリセッションは昨年顕在化せず、金融の混乱は迅速
に抑えられた。しかし、先行きは依然として不透明である１。
ニジェールやスーダンからガザ、イスラエルまで世界各地
で政治的な争いや暴力的な対立が起こっており、一部は世
界中の人々の関心と不安を呼んでいるが、ほとんど注目さ
れていないものもある。こうした動向はまだ地域的紛争の
広域化にはつながっておらず、ウクライナでの戦争勃発や
新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生の初期に見
られたような、世界全体を揺るがすような事態も生じてい

ないが、長期的な見通しでは、さらなる衝撃を世界にもた
らす可能性がある。

2024年に入り、世界経済フォーラムの2023-2024年版グ
ローバルリスク意識調査（GRPS）の結果は、今後２年間の
世界の見通しについて大半が否定的であることを浮き彫り
にしており、それは今後10年間でさらに悪化すると予想さ
れている（図1.1）。2023年９月に実施された調査では、回答
者の過半数（54％）が若干の不安定性と中程度の巨大災害
リスクを予想している一方、27％が一層不穏な状況になる
と予想し、３％は巨大災害のリスクが近いうちに現実化す
ると予想している。今後２年の見通しについて安定または
平静を見込む割合は16％にすぎない。10年の時間軸では、
見通しは著しく悪化しており、回答者の63％は激変または

2024年の世界1.1

短期的、長期的なグローバルな展望図 1 . 1

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

短期（２年）

3%

27% 54% 15%

1%

長期（10年）

激変：迫りくる巨大災害リスク
不穏：動乱と巨大災害リスクの増大
不安定：若干の不安定性、中程度の巨大災害リスク
安定：限定的な混乱、低い巨大災害リスク
平静：ごく小さい巨大災害リスク

17% 46% 29% 8%

1%

「以下のどれがあなたの短期的（２年）・長期的（10年）な展望に最も近いですか」

注
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計は100％にならない場合がある。
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不穏な状況を予想している。平静または安定した状況を見
込む割合は10％に満たない。

2024年、2026年、2034年を見通すGRPSの結果は、レジリエ
ンスを低下させている現在の危機だけでなく、次の10年を
塗り替えるような新しく急速に進化しつつあるリスクの源泉
を浮き彫りにしている。１年の時間軸については、回答者
に、2024年に世界規模で重大な危機をもたらす可能性が
最も高いと思われるリスクを５つまで選んでもらった。その
結果は、図1.2にまとめている。

2023年は北半球で観測史上最も暑い夏となったことを受
け２、回答者の３分の２が、2024年に直面するトップリスク

に異常気象（66％）を選んだ。エルニーニョ（交互に繰り返
されるエルニーニョ・南方振動（ENSO）サイクルの温暖化
局面）は、今年５月まで勢力を強めながら続く見込みであ
る３。その結果、引き続き記録を塗り替える暑さとなる可能
性があり、極端な熱波や干ばつ、山火事、洪水が予想され
る。

続いて、生成AIの誤報と偽情報（53％）が２位、社会／政治
の二極化（46％）が３位となった。多くの国々がまだ、新型
コロナのパンデミックによって失われた数年分の進歩を取
り戻すのに苦労しており、誤報と偽情報がはびこり、コミュ
ニティ、社会、国の二極化を招く格好の土壌を生み出してい
る。

250 50 75 100

回答者の割合（％）

異常気象

生成AIの誤報と偽情報

社会／政治の二極化

生活費危機

サイバー攻撃

景気後退

重要な物資・資源の
サプライチェーンの混乱

国家間の武力紛争の
エスカレートまたは勃発

重要インフラに対する攻撃

食糧のサプライチェーンの混乱

検閲と言論の自由の侵食

エネルギーのサプライチェーンの混乱

公的債務危機

スキル・労働力不足

偶発的または意図的な原子力事故・故障

暴力的な市民ストライキと暴動

偶発的または意図的な
生物兵器の放出

金融セクターにおける
金融機関の破綻

住宅バブル崩壊

テックバブル崩壊

66%

53%

46%

42%

39%

33%

25%

25%

19%

18%

16%

14%

14%

13%

12%

11%

9%

7%

4%

4%

現在のリスクランドスケープ図 1 . 2

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「2024年に世界規模で重大な危機をもたらす可能性が最も高いと思われるリスクを５つまで選んでください」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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昨年の調査結果同様、生活費危機（42％）とサイバー攻撃
（39％）が引き続き全体を見通す中での主要な懸念となり、
政府の回答者と民間セクターの回答者それぞれのトップ３
の懸念として登場した。生活費危機は、若年層ほど高い順
位を占めた。39歳以下の回答者の55％が生活費危機を選
んだのに対し、60歳以上では28％にとどまった４。

エネルギー・食糧危機は、2023年は上位リスクにランクイ
ンしたものの、今年は2024年の主要な懸念として食糧のサ
プライチェーンの混乱を選んだ回答者は18％、エネルギー
のサプライチェーンの混乱を選んだ回答者は14％と、５分
の１を切った。本調査は2023年９月に実施されたことか
ら、中東における紛争を考えると、戦闘が激化した場合は
特に、それ以降の見通しが変化している可能性がある。気
候変動圧力は依然として、物価の押し上げ要因となりかね

ない５ものの、例えば北半球の冬が温暖化し、それに続いて
夏の間のエルニーニョサイクルが緩和されれば、イスラエ
ル・ガザ紛争やロシア・ウクライナ戦争の激化によるエネル
ギー価格のさらなる高騰を一部和らげる可能性がある。

注目すべきは、この調査が実施されたのはイスラエル・ガ
ザ紛争の勃発より前であったにもかかわらず、回答者の４
分の１が2024年のトップ５のリスクに、国家間の武力紛争
のエスカレートまたは勃発（25％）を挙げたことであり、懸念
の拡大を示唆している。2022年の紛争による死者数は20万
人を超え、ここ数十年で最も高い水準となった。その主な原
因は、国家間の武力紛争である６。

一方、金融、ハイテク、不動産セクターに関連するリスクは、
回答者の2024年の懸念の中で低い順位にとどまっている。

弱体化したシステムは、わずかな衝撃を受けただけで、レ
ジリエンスの限界点を超えてしまう。本調査が対象とする
２番目の時間軸では、回答者に各リスクについて、今後２
年間に起こり得る影響について順位を付けてもらった。そ
の結果は、社会経済にじわじわとダメージを及ぼしている
脆弱性が短期間で増幅される見通しを示唆しており、景気
後退（第１章５）、国家間の武力紛争（第１章４）などのリス
クの再燃、誤報と偽情報（第１章３）のような急速に進化し
つつあるリスクへの懸念が台頭している。

昨年のグローバルリスク報告書で論じたように、より予測
が難しく、より対処しづらいインフレーションは、物価安定と

経済成長のバランスを取ろうとする取り組みの誤算のリス
クを高めている（第１章５：経済の不確実性）。経済リスク
は、今年新たにトップ10入りした注目すべきリスクであり、
インフレーション（７位）と景気後退（９位）が２年間の時
間軸でトップ10に登場した（図1.3）。経済リスクは特に、公
的セクターと民間セクターの回答者に重視されている（図
1.5）。地経学上の対立（14位）は、今年はトップ10から姿を
消しており（図1.4）、昨年のスコアと比べると、認識されて
いる深刻度が下がっている。しかし、関連する経済リスク同
様、公的セクターと民間セクターの回答者にとっては、引き
続き経済を不安定にさせる要因として、上位の懸念事項と
なっている（それぞれ10位と11位）。

2026年までの道筋1.2

短期的な（今後２年間の）グローバルリスクの深刻度ランキング図 1 . 3
「以下のリスクについて、今後２年間に起こり得る影響（深刻さ）を推定してください」

６位

７位

８位

９位

10位

経済的機会の欠如

インフレーション

非自発的移住

景気後退

汚染

１位

２位

３位

４位

５位

誤報と偽情報

異常気象

社会の二極化

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗

国家間の武力紛争

リスク分類

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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地経学上の対立

失業

生物、化学、核の危険

債務

技術力の集中

誤報と偽情報

国家間の武力紛争

不十分な公共インフラとサービス

異常気象

社会の二極化

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ
対策の失敗

非自発的移住

-

2

4

2

17

15

9

9

11

11

10

5

14位

30位

31位

16位

12位

１位

５位

18位

２位

３位

４位

８位

持続的な懸念 順位が最も上昇したリスク 順位が最も低下したリスク

総
合
順
位

短期的な（今後２年間の）グローバルリスク意識の年変化図 1 . 4

注
太字のリスクは、現在短期的なトップ10リスクに入っているか、あるいは前回の2022-2023年GRPS
のトップ10に入っていたグローバルリスクを表す。グローバルリスクの順位の変動について詳細は、
付録B―2023-2024年版グローバルリスク意識調査を参照されたい。矢印の 後 の 数字は、
2022-2023年GRPSと2023-2024年版GRPSとの間での順位の変動を表す。

リスク分類

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

異常気象

誤報と偽情報

サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

社会の二極化

誤報と偽情報

異常気象

サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

社会の二極化

誤報と偽情報

異常気象

社会の二極化

経済的機会の欠如

異常気象

誤報と偽情報

社会の二極化

国家間の武力紛争

誤報と偽情報

異常気象

社会の二極化

経済的機会の欠如

経済的機会の欠如 インフレーション国家間の武力紛争天然資源不足非自発的移住

汚染 景気後退汚染非自発的移住人権の侵害

非自発的移住 国家間の武力紛争地球システムの
危機的変化

汚染地球システムの
危機的変化

地球システムの
危機的変化

技術力の集中サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

経済的機会の欠如汚染

インフレーション 経済的機会の欠如非自発的移住サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

国家間の武力紛争

地経学上の対立 非自発的移住技術力の集中域内暴力サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

リスク分類

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

市民社会 国際組織 学術界 政府 民間セクター
１位

２位

３位

４位

５位

６位

７位

８位

９位

10位

短期的な（今後２年間の）グローバルリスクのステークホルダー別重要度ランキング図 1 . 5

注
ステークホルダーグループによって回答者数は異なるが、グローバルランキングの目的上、すべての
回答者を均等に加重している。上記の結果は、おおむね以下に基づいている。市民社会：n＝152
（全体の10％）、国際組織：n＝127（９％）、学術界：n＝276（19％）、政府：n＝183（12％）、民間セ
クター：n＝715（48％）。
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インフレーション

汚染

短期的な（今後２年間の）グローバルリスクの年齢層別意識図 1 . 6

誤報と偽情報

異常気象

社会の二極化

サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

国家間の武力紛争

経済的機会の欠如

非自発的移住

景気後退

地球システムの
危機的変化

技術力の集中

天然資源不足

地経学上の対立

人権の侵害

生物多様性の喪失と
生態系の崩壊

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

注
各列は、年齢層別のトップ10リスクを表しているが、リスク意識の共通テーマを視覚化するため、年齢層
別のランキングではなくグローバルランキングで並べてある。年齢層によって回答者数は異なるが、グ
ローバルランキングの目的上、すべての回答者を均等に加重している。上記の結果は、おおむね以下に
基づいている。30歳未満：n＝183（全体の12％）、30～39歳：n＝250（17％）、40～49歳：n＝396
（27％）、50～59歳：n＝406（27％）、60～69歳：n＝183（12％）、70歳以上：n＝69（５％）

リスク分類

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

誤報と偽情報は、２年間の時間軸で急激に順位を上げて1
位となった。今年、いくつかの国で選挙が実施されることか
ら、このリスクはより深刻になると思われる（第１章３：偽
情報）。社会の二極化は、今後２年間で３番目に深刻なリス
クであり、ほぼすべてのステークホルダーグループで一致
した懸念事項となっている（図1.5、1.6）。政治的二極化や経
済状況の悪化といった分断要因により、信頼や価値観の共

有の感覚が低下している。社会的結束の侵食を受け、新た
なリスクや進化するリスクが増殖する余地が大きくなって
いる。社会の二極化は景気後退とともに、相互連関した「リ
スクネットワーク」における中心的なリスクのひとつとみな
されており、他のリスクを誘発したり他のリスクの影響を受
けたりする可能性が最も高い（図1.7）。
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検閲と監視

フロンティア技術が
もたらす悪影響

サイバー犯罪や
サイバーセキュリティ対策の失敗

AI技術がもたらす悪影響

技術力の集中

誤報と偽情報

域内暴力

テロ攻撃

人権の侵害

社会の二極化

国家間の武力紛争

不十分な公共インフラとサービス

経済的機会の欠如
労働力不足

地経学上の対立

失業
債務

インフレーション

不正な経済活動

非自発的移住

感染症の広がり

汚染

生物多様性の喪失と
生態系の崩壊

地球システムの
危機的変化

異常気象

慢性疾患と健康状態

生物、化学、核の危険

重要なインフラへの影響

非天候性自然災害

天然資源不足

戦略的資源の集中

システム上重要な
サプライチェーンの混乱

景気後退

資産バブル崩壊

グローバルリスクランドスケープ：相互連関マップ図 1 . 7

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

リスク分類

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

今後２年間については、ほぼすべてのステークホルダーグ
ループで国家間の武力紛争（５位）の順位が上がったが、
政府の回答者は例外となった。この違いは単に、紛争の定
義をめぐる見解の相違を反映しているのかもしれない。厳
密な定義での国家間の武力紛争は、これまでめったに起
こっていないことに変わりはないが、国家間紛争への国際
的介入は増加傾向にある（第１章４：紛争の増大）。

回答者の2026年までのリスク意識におけるトップ10の懸
念事項を見ると、異常気象は昨年に続き今年も懸念され２
位に、サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗は４
位、非自発的移住は８位、そして汚染が10位に入っている。
全体として、グローバルリスクの深刻度のスコアは、昨年の

結果よりも低くなっている７。２年間の時間軸でランキング
の10位より下を見ると、地球システムの危機的変化が11位、
債務が16位、AI技術がもたらす悪影響が29位、フロンティア
技術がもたらす悪影響が最下位となっている。

以下のセクションでは、新たに短期的なリスクにトップ10リ
スク入りした誤報と偽情報（１位）、国家間の武力紛争（５
位）、景気後退（９位）の３つのリスクを中心に、多くの人々
が今後２年の間に展開すると予想している最も深刻なリス
クをいくつか取り上げる。まず、偽情報、紛争の増大、経済の
不確実性に関する最新の動向と主要な要因について簡単
に説明し、それらの新たな意味合いと波及効果について考
察する。
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ー　誤報と偽情報は、今後２年間にわたり複数の国で選挙プロセスを根底から混乱させる可能性がある。

ー　 情報、さらには情報源としてのメディアや政府への不信が高まることにより、二極化した見方が深まるという悪循環が
生じ、市民の不安や場合によっては対立を引き起こしかねない。

ー　 当局が偽情報の拡散を取り締まろうとすることにより、弾圧や権利の侵食が起こるリスクもあり、また行動を起こさない
ことから生じるリスクもある。

偽情報1.3

深刻度スコア：誤報と偽情報図 1 . 8

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

ランク：１位

1%

偽情報（意図的か否かにかかわらず）がメディアのネットワークを通じて広く継続的に流布され、事実や権威に対する不信へと世論を大きく
動かす。偽情報には、誤った内容や詐欺的な内容、操作された内容、ねつ造された内容を含むが、これらに限定されない。

16% 15% 23% 21% 16% 7%

平均値：4.7

回答者の割合

注
深刻度は、1～7のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計
は100％にならない場合がある。

今後２年間

7
高 低

6 5 4 3 2 1

深刻度

高度化するテクノロジーへの自由なアクセスが広がり、情
報や制度に対する信頼が低下する中、操作された情報の破
壊力は急激に加速している。今後２年間で、さまざまな行
為主体が合成コンテンツ８のブームを利用して、社会の分
断、イデオロギーによる暴力、政治的抑圧を増幅させるだろ
う。そうした影響は短期にとどまらず、長期にわたり持続す
ると思われる。

誤報と偽情報（１位）は、今年のトップ10ランキングで新た
にトップに躍り出た。使いやすいインターフェースを備えた
大規模人工知能（AI）モデルは、もはやニッチなスキルがな
くても使えるようになり、すでに、高度な音声クローンから
偽造ウェブサイトまで、偽造情報やいわゆる「合成」コンテ
ンツの爆発的な増加を可能にしている。増大するリスクと
闘うため、各国政府は、オンラインの偽情報や違法コンテ
ンツのホストと作成者の両方を対象にした新しい規制や
規制の変更を導入している９。登場し始めた生成AI規制も、
こうした取り組みを補完すると思われる。例えば、中国では
生成AIコンテンツに電子透かしを入れることが義務付けら
れており、これはAIコンテンツのハルシネーション（幻覚）に
よる意図的でない誤報などの偽情報を特定するのに役立
つ可能性がある10。しかし一般には、規制が開発のペースに
対抗し得るスピードと効果を実現できる可能性は低い。

合成コンテンツは今後２年間もさまざまな方法で、人々を
コントロールし、経済に損害を与え、社会を分断するだろ
う。気候アクティビズムから紛争のエスカレートまで、多種
多様な目標の追及で、偽造された情報が展開される可能性

がある。無断のディープフェイクポルノや株式市場の操作
といった新しい種類の犯罪も急増するだろう11。しかし、気
付かぬうちに拡散する誤報と偽情報が社会の結束を脅か
しているにもかかわらず、一部の政府は、誤報の防止と言
論の自由の保護の間のトレードオフに直面して行動が遅く
なり過ぎるリスクがある一方、抑圧的な政府は規制による
コントロールの強化を利用して人権を蝕むおそれがある。

Jason Goodman, Unsplash
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今後の選挙に関連した国別リスク意識図 1 . 9

出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2023; 
Worldometer, 2023; Statista, 2023; DataReportal, 2023.

「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」

誤報と偽情報

１位 10位 20位 30位 36位

ランク注
EUには、スロバキアは含まれない。

インドネシアでは18位のリスク
２億7,800人近く（インターネット普及率88％）
が2024年３月の大統領選挙で投票

南アフリカでは22位のリスク
6,000万人超（インターネット普及率72％）が
2024年の総選挙で投票

ロシア
約１億4,500万人（インターネット普及率88％）
が2024年３月の大統領選挙で投票

インドでは１位のリスク
14億人超（インターネット普及率50％近く）が
2024年４～５月の総選挙で投票

米国では６位のリスク
３億4,000万人近く（インターネット普及率
92％）が2024年11月の大統領選挙で投票

欧州連合では８位のリスク
４億5,000万人近く（インターネット普及率
89％）が2024年６月にEU議会の議員を選出

英国では11位のリスク
6,800万人近く（インターネット普及率98％）が
2025年１月までには総選挙で投票

メキシコでは11位のリスク
１億2,800万人（インターネット普及率79％）が
2024年６月の総選挙で投票

選挙に対する不信

今後２年間、米国やインド、英国、メキシコ、インドネシア
など複数の国で、30億人近くが選挙の投票に向かう（図
1.9）12。こうした選挙プロセスにおける誤報と偽情報の存在
は、新たに選出された政府の正当性やそのイメージを大き
く揺るがす可能性があり、政情不安や暴力・テロのリスク、
より長期的には民主的プロセスを蝕む恐れがある。

最近のテクノロジーの進歩によって、偽造される情報の量、
到達範囲、効力は増し、その流れを追跡し、情報源を突き
止め、制御することはより困難になっている。複数の選挙運
動が同時に進行する中、プラットフォームの健全性を確保
するソーシャルメディア企業の対応能力が追い付かなくな
る可能性が高い13。偽情報も、受け手に合わせたパーソナ
ライズ化が進んでマイノリティのコミュニティなど特定の
グループをターゲットにするようになるほか、WhatsApp
やWeChatといった透明性の低いメッセージングプラット
フォームを通じて拡散されるようになるだろう14。

選挙運動において生成AIの誤報や偽情報を特定すること
は、一筋縄ではいかないと思われる。AIが生成したコンテ
ンツと人間が作成したコンテンツの違いは、デジタルに精
通した者にとってだけでなく検知メカニズムにとっても、区
別がつきにくくなっている15。研究開発が急ピッチで進めら

れているが、この分野の技術革新は、基礎技術に比べると
圧倒的に資金が不足している16。さらに、合成コンテンツで
あることを示すラベルを付けても17、そうしたラベルは、多く
の場合デジタルであることから、消費者にコンテンツは見
えない。あるいは、警告として表示されるだけで、情報の拡
散を許してしまう。したがって、そのような情報は依然として
強い感情を喚起する力を持ち、悪意ある利用と無害な利用
の境界線を曖昧にする。例えば、AIが生成した選挙運動用
の動画は、たとえそれが共有されるプラットフォームによっ
て、ねつ造されたコンテンツであるとの警告が付けられて
いても、有権者に影響を与え、抗議活動を煽ったり、より極
端なシナリオでは、暴力や過激化につながったりする可能
性がある18。

このように巧みに操作する選挙運動の影響は極めて大き
なものになる恐れがあり、民主主義のプロセスを脅かしか
ねない。選挙の正当性が疑問視されれば、市民の対立が起
こる可能性があり、それが内紛やテロに拡大し、極端な場
合には国家の崩壊にまで発展することもあり得る。国のシ
ステムの重要性によっては、グローバルな貿易市場や金融
市場へのリスクもある。国家の支援を受けた選挙運動は、
制裁体制の強化、サイバー攻撃活動とそれに関連する波及
リスク、個人の拘束（主に国籍、民族、宗教的理由に基づい
て個人を標的にするものなど）19によって、国家間の関係を
悪化させる可能性がある。
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分断される社会

GRPSの回答者は、誤報と偽情報と社会の二極化について、
ネットワークの中で最も強く結びついたリスクであり、互い
を増幅させる可能性が最も大きいとみなしている。実際、二
極化した社会は、自分たちの考えを裏付ける情報（真偽を
問わず）を信頼する傾向がより強い。政府とメディアに偽情
報の源であるという不信を植え付ければ20、操作されたコ
ンテンツは必要なくなるかもしれない。情報がねつ造され
ているのではないかと疑問の声を上げるだけで、目的を達
成するにはおそらく十分だからである。それはひいては、さ
らなる二極化の種をまくことになる。

昨年のグローバルリスク報告書（第１章２「社会の二極
化」）で明らかにしたように、その影響は甚大である。社会
は、支持する政党だけでなく、現実に対する認識において
も二極化し、社会的結束や精神的な健康にも深刻な問題を
もたらすかもしれない。感情とイデオロギーが事実を覆い
隠してしまうと、公衆衛生や社会正義、教育、環境など、さま
ざまな問題に関する公の議論に操作的な言説が浸透しか
ねない。ねつ造された情報はまた、職場での偏見や差別か
ら暴力的な抗議活動、ヘイトクライム、テロに至るまで、敵
対意識を煽る恐れがある。

一部の政府やプラットフォームは、言論の自由と市民的自
由を守ろうとするあまり、ねつ造された情報や有害なコン
テンツを効果的に抑制することができず、「真実」の定義が
社会全体で議論の的となることが多くなるかもしれない。
国家主体も非国家主体も同様に、偽情報を利用して、社会
的見解の分断を拡大させ、政治制度に対する国民の信頼

を低下させ、国家の結束と一貫性を脅かそうとする可能性
がある。特定のリーダーへの信頼は情報に対する信頼を与
え、こうした行為主体―陰謀論者（政治家を含む）や過激派
グループからインフルエンサーやビジネスリーダーまで―
の権威は、彼らが「真実」の決定者となることで増幅される
だろう。

真実を定義する

偽情報は、政治的目的を追求する国内の行為主体によっ
て、社会を混乱させる源泉としてだけでなく支配の源泉とし
ても利用される可能性がある21。誤報と偽情報には長い歴
史があるが、政治的なチェック・アンド・バランスの弱体化と
情報を拡散・制御する手段の増加は、今後２年のうちに国
内の偽情報の効果を増幅させかねない22。世界のインター
ネットの自由はすでに後退しており、多くの国で幅広い情
報へのアクセスが減少している23。ここ数年の報道の自由の
後退と、それに関連して調査能力の高い強固なメディアが
ないことも、重大な脆弱性であり、今後さらに悪化すると予
想される24。

実際、誤報と偽情報の拡散は、デジタル権威主義とテクノロ
ジーを使った市民の制御に利用される可能性もある。政府
自身が次第に、何が真実かを決定する立場に立つようにな
るだろう。そうなれば、政党が公の議論を独占して、ジャー
ナリストや政敵を含め、反対の声を上げる者を抑圧するこ
とが可能になる25。すでに、ネット上の言論を理由として、ベ
ラルーシやニカラグアでは個人が投獄されており、ミャン
マーとイランでは殺害されている26。

Spenser H, Unsplash
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誤報と偽情報

検閲と監視

フロンティア技術が
もたらす悪影響

サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗

AI技術がもたらす悪影響

技術力の集中

域内暴力

テロ攻撃

人権の侵害

社会の二極化

国家間の武力紛争

感染症の広がり

リスクの相互連関図 1 . 1 0

リスク連関（線）
リスク間の相対的な影響度

高

低
中

リスクの影響度
リスク（円）

高

低
中

凡例

誤報と偽情報

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

権威主義的なデジタル規範がより広範な国々に輸出される
と、悪循環が生じる可能性がある。誤報のリスクを根拠に急
速に広範な情報統制につながり、その結果として市民が政
治的抑圧や国内の偽情報にさらされやすくなる27。GRPSの
回答者は、誤報と偽情報、検閲と監視（21位）、および人権の
侵害（15位）間の強い相互関係を強調しており、３つのリス
クが同時に現実になる可能性について認識が高まってい
ることを示している（図1.10）。

これは、選挙を目前に控えている国ではとりわけ懸念され
る問題である。特に民主主義に欠陥がある国やハイブリッ

ド体制の国では、既存の支配を固めるために、外国からの
介入あるいは介入と認識される行為の取り締まりが利用さ
れかねない。しかし、より成熟した民主主義国も、政府統制
の大々的な行使や、誤報と偽情報の管理と言論の自由の保
護とのトレードオフにより、危険に晒される可能性がある。
昨年１月、TwitterとYouTubeは、インドでBBCのドキュメン
タリー番組へのリンクを外すことに同意した28。
メキシコでは、フェイクニュースに対する政府のアプロー
チ、さらにそれが報道の自由と安全に及ぼす影響について
市民社会が懸念している29。
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深刻度スコア：国家間の武力紛争図 1 . 1 1

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

ランク：５位

代理戦争、あるいは宣言された本格的戦争の形を取る、二国間または多国間の武力の使用。

3%

8% 13% 20% 24% 19% 12%

平均値： 4.2

回答者の割合

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計
は100％にならない場合がある。

今後２年間
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深刻度

紛争の増大1.4

ー　 ウクライナ、イスラエル、台湾という３つの主要な紛争地域でエスカレートの可能性があり、地政学的秩序、世界経済、
安全と安全保障に危険な影響を与えかねない。

ー　 地域、イデオロギー、社会経済、環境における動向が融合して新たな戦闘や戦闘の再燃を引き起こし、国家の脆弱性を
増幅させ得る。

ー　 世界が多極化するにつれ、その間隙を広げようと多くの枢軸国が入り込み、紛争抑制の枠組みを侵食する可能性があ
る。

この10年で世界の平和は大きく悪化し、昨年は複数の地域
で紛争が勃発した30。紛争はここ数十年で最も活発であり、
関連する死者数が急増し、2020年から2022年の２年でほ
ぼ４倍に増えた（図1.12）。これは主に、エチオピアとウクラ
イナでの情勢による。単一の原因に帰することは難しいも
のの、地政学的パワーの長期的なシフト、経済的な脆弱性、
国際安全保障メカニズムの有効性と対応能力の限界が、こ
の急激な紛争増大の一因となっている。

国家間の武力紛争（５位）は、今年初めてトップ10リスク
に入った。今後２年間は、特定の火種が大国の注意を奪っ
て資源を分散させる可能性があり、その結果として世界の
安全保障が低下し、グローバルな金融システムとサプライ
チェーンが不安定化する恐れがある。厳密な定義に基づ
く２国間の戦争はめったに起こらないことに変わりはない

（図1.12）ものの、特定の火種から国家間の武力紛争のリ
スクが波及し、手に余るような人道危機の急拡大につなが
りかねない。

Daniel, Unsplash
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出典：
Uppsala Conflict Data Program (UCDP), 2023.

注
ウプサラ紛争データプログラム（UCDP）の武力紛争データベースは「国ベースの武力紛争」を、「政
府および／または領土が関わる不一致をめぐる争いであって、少なくとも一方が国家の政府である
２当事者間で武力が行使され、１暦年で25人以上の戦闘関連の死者が出るもの」と定義している。
これには、国内の武力紛争（政府と非政府組織との間で発生するもの）、国際化した国内武力紛争
（政府と１つ以上の国内の反対グループとの間で発生し、どちらかの側に他の国家が介入するも
の）、そして国家間の武力紛争（複数の国家もしくは政府間で発生するもの）が含まれる。GRPSが
採用している国家間の武力紛争の定義は、UCDPの「国家間の武力紛争」の定義よりも広く、「国際
化した国内武力紛争」の要素を若干含んでいる。

危険度の高い紛争地域

今後２年間にわたり、世界の大国の注意と資源は、特に３
つの紛争地域――ウクライナでの戦争、イスラエル・ガザ紛
争、台湾をめぐる緊張関係――に集中する可能性が高い。
これらの紛争地域のいずれかがエスカレートすれば、世界
のサプライチェーン、金融市場、安全保障上の力関係、政治
的安定は根底から混乱し、世界中の人々の安全と安心に対
する感情を揺さぶるだろう。

これら３つの地域はすべて、中東の石油・貿易ルート、東欧
の安定とパワーバランス、東アジアにおけるハイテクサプ
ライチェーンという、主要国が既得権を持つ地政学的な交
差点にある。いずれも、より広範な地域的不安定化につな
がり、大国の直接的な干渉を呼び込み、紛争の規模拡大を
招きかねない。さらに、この３つの地域には、核能力を保有
しているとみなされる大国が直接関わっている。

今後２年間、ウクライナでの戦争は、激化と再凍結の間を
散発的に行き来する可能性がある。ロシアは制裁にかかわ
らず、エネルギーと一次産品の輸出によって引き続き利益
を得ている。この利益は、中東での紛争が拡大すればさら
に増えるかもしれない31。東欧や中欧における親ロシアや
中立的な感情により、欧州のウクライナ同盟国からの支持
が軟化しかねない32。一方、米国内での支持は、国内からの
圧力や他の国際的な優先課題、あるいは新政権の下で、低
下する可能性がある。中東紛争をめぐる世界的な分断も、
グローバル・サウスからの支持も取り付けつつ欧米の同盟
国との結束を維持しようとするウクライナの取り組みを複
雑化させかねない33。紛争が激化すれば、核兵器ではなく
通常兵器を通じて行われる可能性の方が高いものの、近隣
諸国にも拡大する恐れがある。ウクライナとロシアの双方
について未来のシナリオを予測することは難しいが、戦争が

「再凍結」され、何年も、場合によっては数十年にわたり続
く長期の散発的な紛争になっていくこともあり得る34。
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中東における差し迫った情勢は、かなりの不確実性をもた
らす可能性があり、世界の大国間の間接的・直接的対立を
悪化させる危険を孕んでいる。イスラエル・ガザ紛争が不
安定化して、より広範な地域的な武力衝突へと発展した場
合、イランや欧米諸国などの主要国による広範な介入も起
こり得る35。事態の深刻化を受けて、世界のエネルギー価格
とサプライチェーンに激震が走る可能性があるだけでな
く、EUと米国の注意と資源が、ウクライナとイスラエルの間
で分散する可能性もある36。湾岸諸国や欧米の介入の規模
は不透明だが、引き続き国内の二極化を煽り、大きな政治
的影響を及ぼすだろう。

GRPSの回答者の多くも、台湾と、東アジア・東南アジアの係
争地域を懸念地域として挙げている。ロシアが2023年に国
防支出目標を1,000億ドル以上に倍増させ、米国がウクラ
イナへの戦闘支援だけで1,130億ドル以上の予算を配分し
た37のとは対照的に、中国はウクライナ紛争と中東紛争の
両方でおおむね不干渉主義を貫いており、手を広げすぎ
るリスクを避けている38。深刻化が差し迫っていることを示
す証拠はないものの、この地域での活動の活発化を考える
と、偶発的あるいは意図的な戦闘の勃発という重大な可能
性は残る39。

Clayton Holmes, 
Unsplash

紛争の波及

危険度の高い紛争地域が世界の安全保障を損なう中、もっ
と広域の一連の動向が、新たな戦闘や既存の戦闘に火が
つきやすい環境に拍車をかける恐れがある。紛争が広がる
中、紛争を封じ込めるための枠組みが弱体化しつつあり、
長期的な解決を図ろうとする姿勢が停滞している40。これと
並行して、より広範な代替勢力による紛争の国際化は、「多
極化」と不慮の深刻化のリスクを加速させるだろう。

第１に、既存の紛争地域に地理的に近い場所でくすぶって
いる緊張関係や凍結された紛争が燃え上がる可能性があ
る。例えば、アジアやアフリカで起こっているような紛争の
高度な集中（図1.13）は、武器の密売が容易になることから
紛争が原因の移住までさまざまな波及的影響を及ぼしか
ねない。他の国家も、偽情報による選挙運動や国家の支援
を受けた民兵組織の配備などを通じて、近隣諸国における
緊張を意図的に煽り、注意と資源をそらそうとする可能性
がある。再燃のリスクがある凍結された紛争には、バルカン

半島、リビア、シリア、カシミール、ガイアナ、クルド人地域、
朝鮮半島での紛争などがある41。こうしたリスクは、ビジネ
スリーダーもよく認識しており、世界経済フォーラムのエグ
ゼクティブ・オピニオン調査（EOS、付録C―エグゼクティブ・
オピニオン調査：国別リスク意識を参照）では、エジプト、イ
ラク、カザフスタン、セルビアなど20カ国（18％）で国家間
の武力紛争がトップ５のリスクとなり、アルメニア、ジョージ
ア、カザフスタン、日本ではトップリスクになっている。

第２に、資源の逼迫、経済状況の悪化、国家能力の弱体化
が拡大し、ひいては紛争を助長する可能性が高い42。また、

「統治されていない国」、すなわち非国家主体が広大な領
土の支配をめぐって争っている国や、国際社会の承認を受
けていない当事者が完全な支配権を獲得している国が台
頭することもあり得る。例えば、資源に恵まれた国は、近隣
諸国や組織犯罪ネットワーク、準軍事組織など複数の勢力
間の代理戦争の戦場となる可能性がある（第２章６：犯罪
の波）43。
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出典：
Uppsala Conflict Data Program (UCDP), 2023.

注
地域は、UCDPの定義による。

A．地域別に見た国ベースの武力紛争（2007～22年）

B．地域別に見た国ベースの武力紛争による死者数（2007～22年）
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第３に、リアルタイムの情報ネットワークと強化されたアル
ゴリズムにより、危険度の高い紛争地域の象徴的意義が、
紛争地域以外にも波及していく可能性がある。根深いイデ
オロギー的な不満が戦闘を後押ししているケースもあり、
こうした分断は、他の地域のコミュニティや政党の共感を
呼んでいる。これは、宗教的、民族的分断にとどまらず、統
治システムに対する広範な挑戦へと拡大する。国のアイデ
ンティティ、国際法、民主主義的な価値が疑問視されるよう
になり、市民の不安を煽り、人権を脅やかし、暴力を再燃さ
せている。これは、民主主義先進国の国内においても、また
グローバル・ノースとグローバル・サウスの間でも起きてい
る。

グローバル・ノースと
グローバル・サウスの亀裂
グローバル・ノースの政治的、軍事的、経済的支配が続い
ていることへの不満が高まっている。この背景には特に、グ
ローバル・サウスの国家が気候変動やパンデミック時代の
危機の後遺症、主要国間の地経学的な亀裂の影響を直接
受けていることがある。植民地主義に対する歴史的な不満
が、食品・燃料コスト、地政学的な同盟関係、国連とブレトン
ウッズ体制、そして「損失と損害」というアジェンダに対する
最近の不満と相まって、今後2年にわたり反欧米感情を加
速させる可能性がある。資源がさらに分散し、経済情勢が

厳しくなるのと並行して、欧米による軍事力の投射は一層
薄れ、アフリカ、中東、アジアの各地に力の空白地帯を生み
出す可能性がある。例えば、フランスはこの２年で、マリ、ブ
ルキナファソ、ニジェールから、要請に応じて軍隊を撤退さ
せている44。

長年の権力中枢の支配力が衰えるにつれ、代替勢力が国
家間紛争と国内紛争において影響力を競い合うようにな
り、より破壊的で、長引く代理戦争や深刻な人道危機を引き
起こしかねない45。このような勢力が関与する背景には、鉱
物や石油などの原料資源へのアクセスから、貿易、投資、安
全保障上の利益の保護と促進まで、数多くの動機がある。
枢軸国はまた、このグローバル・ノースとグローバル・サウ
スの間で広がる亀裂を利用して、政治的同盟国を獲得する
ためにますます支援や資源を提供するようになるだろう。

世界情勢における新たな勢力図が形成されるにつれ、グ
ローバル・サウス内の政治的同盟や連携も、国際化した紛
争の長期的な軌道を形作ることになる。国際舞台における
深い分断は、「暗躍する」国家を孤立させるための結束した
取り組みがますます空回りしかねないことを意味する。一
方、紛争の「取り締まり」に効果がないことが明らかになっ
た国際的なガバナンスや平和維持のメカニズムは、傍流に
追いやられる可能性がある。

Mathias Reding, 
Unsplash
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経済の不確実性1.5

深刻度スコア：景気後退図 1 . 1 4

出典：
World Economic Forum Global Risks

ランク：９位

ゼロに近いか低水準の世界成長が数年にわたり続くこと、あるいは世界的なマイナス成長（リセッションないし不況）。
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―　 世界のいくつかの主要市場における国内要因と地政学的な動向により、短期的な見通しは依然として極めて不透明で
ある。

―　 供給サイドの圧力と需要の不確実性が続いた場合、インフレーションと高金利が持続する可能性がある。

―　 金利が高止まりする中、中小企業や重債務国は、特に成長が鈍化するだろう。
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世界経済に対する一つの見方によれば、世界経済はここ
数十年で最も積極的な世界的金融引き締めに直面しなが
らも、驚くべき底堅さを示している。2023年にはリセッショ
ンに陥ると広く予測されていた（図1.15）にもかかわらず46、

「ソフトランディング」の認識が優勢であるように思われ
る。特に米国では、労働市場がタイトで、個人消費と成長が
予想外に強い中で、インフレーションが低下しつつある47。

別の見方では、多くの国で長引く高インフレは、高金利とと
もに、特に輸出・製造業主導市場において経済成長に重く
のしかかっている。すでに目に見える形で現れている景気
後退は拡大する可能性が高い。そのような脆弱な状態で新
たな経済的ショックが起きれば手に負えないものになり、
債務が持続可能な臨界点を超えるリスクがある。
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これらの対照的な見方は、非常に不確実性の高い経済見通
しを象徴している。景気後退に対する懸念は、民間セクター
の回答者の間で広まっている。EOSでは102カ国（90％）で
トップ５のリスクとなり、2022年から大幅に上昇した（図
1.16）。世界経済の成長鈍化はすでに起こっていることだ
が、これまでのサイクルとは異なる経済的パラメーターの
下で生じており、不確実性を高めている。今後２年間は、特

にインフレ率、金利、成長率について、国内においても各国
間においても将来予測が一致しなくなるかもしれない。将
来について対照的な見方がされることで、中央銀行、政府、
企業による誤算のリスクはそれに応じて高まり、経済リスク
を深化させ、長期化させる可能性がある。さらに、米国、欧
州連合、中国の間の貿易摩擦や地経学的な亀裂の継続も、
今後の経済の不確実性を一層高めている。

国別リスク意識：景気後退図 1 . 1 6
「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」

A．長期化する経済停滞（2022年） B．景気後退（2023年）

出典：
World Economic Forum Executive

１位 10位 20位 30位 36位

ランク

Adeolu Eletu, Unsplash
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供給主導の物価上昇圧力

市場はすでに主要国で今年前半に利下げがあると期待し
ている48。しかし、期待に水を差し、インフレ目標への道筋を
より険しいものにしかねないインフレ圧力がいくつか存在
している。物価上昇圧力が続けば、中央銀行は成長鈍化の
シグナルに対応するための利下げに踏み切ることをためら
い、その結果、インフレーションと金利がさらに長期にわた
り高止まりする可能性がある。

金融引き締めを反映して、米国とユーロ圏ではヘッドライ

ンインフレ率とコアインフレ率の両方が低下している（図
1.17）49。これと並行して、主要な産業と市場で経済成長が鈍
化している。世界経済は、サービス業が2023年を通して好
調を保ったことで支えられてきたが、その好調も今やしぼ
みつつある。一方、製造業はすでに１年以上にわたり縮小
している（図1.18）50。欧州連合の経済成長率は昨年0.6％と
低迷しており、予想では、経済大国ドイツの2023年の経済
成長率は0.3％マイナスになったと見られる51。「マグニフィ
セント７」と呼ばれるハイテク銘柄を除くS&P500種構成企
業の利益は、昨年8.6％縮小したと推定される52。
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利上げによってインフレーションが部分的に抑えられてい
るとはいえ、中央銀行の目標である２％には達しておらず、
今後２年間は主に供給サイドから物価上昇圧力が生じる
重大なリスクが残っている。例えば、エルニーニョの食糧生
産と物流への影響は、インフレーションを後押しし、大きな
損害を与えるような混乱をサプライチェーンにもたらしか
ねない。中東紛争が拡大すれば、エネルギー価格の高騰を
引き起こすとともに、航路をさらに混乱させ、ウクライナ戦
争による継続的な影響を一層悪化させる恐れがある53。長
引くインフレーションが生活費に与える影響は、2024年に
は低下すると認識されているものの、物価上昇の継続的な
影響が長引く中で再燃するかもしれない。賃金と物価の上
昇スパイラルが生じる可能性は依然としてあり、EOSの回
答者は、今後２年にわたり主要なセクター・国で労働力不
足が生じると予想している（第２章５：開発の終焉？）。先進
国がグリーン経済への移行と先端技術をターゲットに発す
る、より強力な産業政策や貿易規制も、今後２年にわたり
根強いインフレ傾向として残る可能性がある。

世界の２大国がはらむ不確実性

中国と米国という２大国の見通しは非常に複雑であり、こ
の２つの不確実性の重要な源泉は、世界経済の先行きに
予期せぬ、そしておそらくは多岐にわたる影響をもたらす
可能性がある。

中国経済は今年減速するというのが大方の見方であり、そ
の主な原因として不動産市場と内需・外需全般の低迷が挙
げられている54。長期信用格付けは「A1」を維持しているも
のの、中国国債の信用格付けの見通しは最近、「構造的か
つ持続的な中期経済成長率の低下」に関するリスクを反映

して、「中立的」から「ネガティブ」に格下げされた55。それで
も、製造業とエネルギーインフラへの投資が、ここ数年の成
長の重要な原動力となっており、失われた建設需要をある
程度補っている56。課題は残るものの、さらなるショックが
なければ、予想外のポジティブな結果になる余地はある。
国内消費が復活し、成長の鈍化が緩やかになり、市場に広
がっている予想よりも浅い減速で済むかもしれない。加え
て、さらなる地経学的な逆風がなければ、先端製造業、特に
グリーンテクノロジーの過剰生産能力が世界的な価格圧
力を跳ね返すのに役立ち、グリーン経済への移行と世界需
要に勢いを与える可能性がある57。

米国にも同様の不確実性がある。一部の予測はすでに、
2024年について最大2.4％の経済成長率を織り込んでお
り、年前半の利下げを予測する向きもある58。金融政策が引
き締められても財政政策は依然、緩和的である。米国の財
政赤字は2023年に1.7兆ドルに上り、昨年１年だけで実質
的に赤字を倍増させた59。そのため、需要主導の物価上昇
圧力は高止まりする可能性がある。消費者心理と個人支出
の相関関係も不透明感を高めている。景気に対する悲観的
な見方が広がっているかもしれないが、今のところは、必ず
しも需要を減退させているわけではない60。一方、債務返済
は2023年第３四半期に9,810億ドルを超え、前年同期比で
7,530億ドル超増加した。これは、防衛歳出に匹敵する金額
である61。米国の財政再建、あるいは債務負担に関連する
政治的膠着は、世界の市場と貿易に重大な影響を及ぼす
可能性がある一方、景気減速が過大評価されれば、金利介
入の前倒し、あるいはより急激な金利介入につながり、需要
サイドの物価上昇圧力を再燃させる可能性がある。11月の
米国大統領選挙の結果は、次期政権の政策選択次第で、同
国の経済見通しにさらなる不確実性をもたらす62。

Matthew Henry, 
Unsplash
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債務危機

成長が鈍化する中での金利上昇は、公的セクターにとって
も民間セクターにとっても債務負担を重くする。企業の債
務不履行率は、2008～09年の世界金融危機時のピークを
はるかに下回っている（図1.19）63。企業債務の大半はまた、
満期を迎えるまで数年ある。S&P500種構成企業が抱える債
務のうち、今後２年以内に満期を迎えるのは14％未満で、
半数近くが2030年より後に満期を迎える64。要するに、世界
の大企業は５年以上の間、実質的に金利上昇の影響を受
けずにすむ。

しかし、多くの国内市場を支えている中小企業は、経済成長
の鈍化と高金利の持続の影響を特に受けやすい。経営難
に陥っている企業がコスト削減を進めれば、失業率が上昇
して個人消費が減退し、負の連鎖を生み出して、景気低迷
をさらに悪化させかねない。また、ハイテクセクターなどに
おいては、スタートアップ企業が苦戦し、より強固な財務基

盤を持つ大企業がその地位を固めるため、市場集中が進
む可能性もある（第２章４：AIが担うもの）。

重債務国もこうした経済状況に晒されている。公的債務不
履行のリスクは高まっているが、米ドル高でも、メキシコや
ブラジルなどの新興大国がこれまで債務危機をおおむね
回避してきたことに留意すべきである65。これは、中央銀行
の独立性や多額の外貨準備の蓄積など、これらの市場が
これまでとは構造的に異なる状況にあることに起因してい
る66。エジプト、エチオピア、ガーナ、レバノン、パキスタン、
チュニジアのような世界の他の地域では、リスクははるか
に高い。金融引き締めの影響は時間の経過とともに高ま
り、財政収支をさらに圧迫するようになる。これまでの大き
な債務負担を考えると、多くの政府は、ここ数年と同じよう
には経済への影響緩和策を実施できない、あるいはそうす
ることに消極的になる可能性があり、企業や個人にとって
一層の景気鈍化につながるだろう。
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今後の展望1.6
以上の分析結果は、経済的、地政学的、社会的脆弱性が高
まり続けるグローバルリスクランドスケープを示している。
いま生じつつある憂慮すべき動向は、今後10年間で慢性的
なグローバルリスクとなる可能性を秘めている。

絶え間なく起きる激変が常態化する中、数十年にわたり続
いてきた人間開発、そして人間のレジリエンスへの投資は
徐々に後退しており、比較的強固な国家や個人でさえも、新
たな源泉や再燃した源泉から生じる急速なショックに対し
て脆弱になる可能性がある。異常気象の影響は、気候変動
の緩和と適応に利用可能な経済的資源を枯渇させるかも
しれない。資源の逼迫、紛争、二極化の拡大がもたらす脆
弱性の増大は、社会や国全体を犯罪や腐敗させる可能性

がある。テクノロジーの指数関数的な成長は、人類の潜在
的な可能性、安全、幸福を向上させるための明確な道筋を
次世代に示さないまま進んでいくかもしれない。

グローバルリスクのこうした変遷は、複数の領域――戦略
地政学、環境、人口統計学そしてテクノロジー――にわたり
徐々に現れ始めている世界情勢を反映したものになるだ
ろう。第２章では、限界を超えて広がる世界を取り上げ、こ
れらの構造的なレジームシフトの中で生じている一連の新
興リスクをクローズアップする。今後10年間には、さまざま
な将来像が予想できる。次章では、最も懸念される起こりう
る結果を考察する一方、第３章では、今行動することによっ
て、よりポジティブな道を切り開くことができる方法を探る。

 Ali Arif Soydaş, 
Unsplash
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グローバルリスク2034：
限界を超えて

2

本章では、長期的な視点から、今後10年間に最も深刻化す
ると考えられるリスクをクローズアップする。第１章で取り
上げた短期的リスクの状況を放置し、対処しなければ、本

章で描く長期的な悪影響を招く可能性がある。しかし、今、
計画を立て行動すれば、私たちははるかに明るい未来を切
り開くことができるはずだ。

2034年の世界2.1

短期的深刻度（２年間）

長
期
的
深
刻
度（
10
年
間
）
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経済
環境
地政学
社会
テクノロジー

出典：
世界経済フォーラム2023-2024年版
グローバルリスク意識調査

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。

AI技術がもたらす悪影響

フロンティア技術が
もたらす悪影響

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

検閲と監視

慢性疾患と健康状態
感染症の広がり

重要なインフラへの影響

生物、化学、核の危険

戦略的資源の集中

地球システムの危機的変化

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗

景気後退

人権の侵害
債務

異常気象

不正な経済活動

経済的機会の欠如

インフレーション

国家間の武力紛争
地経学上の対立

域内暴力
システム上重要なサプライチェーンの混乱

非自発的移住

誤報と偽情報

天然資源不足

非天候性自然災害

汚染
社会の二極化

労働力不足

技術力の集中

テロ攻撃

失業 

悪化しているリスク

資産バブル崩壊

不十分な公共インフラとサービス

２年間および10年間のリスクの相対深刻度図2 . 1

これからの10年は、私たちの適応能力が最大限に必要とさ
れる、大きな変化の時代を迎えることになるだろう。グロー
バルリスク意識調査（GRPS）の回答者は、世界の長期的見
通しについて、短期的見通しよりもはるかに厳しい見方をし

ている。第１章に記したように、GRPSの回答者の３分の２
近く（63％）が、「不穏」または「激変」と見通し、良くても「動
乱と巨大災害リスクの増大」を予測している（第１章、図
1.1）。
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今後短期的（２年間）と長期的（10年間）の時間軸で比較す
ると、グローバルリスクに対する見通しの悪化が明らかで
ある。34のグローバルリスクのうち33については、短期より
長期の深刻度のスコアが高く、回答者は、今後10年間にこ
れらのリスクの頻度や深刻度が高まると予想されているこ
とが分かる（図2.1）

中でも、長期にわたり最も深刻さが増すと予想されている
リスク分野が、環境リスクとテクノロジーリスクであり、長期
的グローバルリスクに対する見通しの大半を占めている。
ほぼすべての環境リスクが、今後10年間のリスクランキン
グのトップ10に含まれている（図2.2）。異常気象は一層深刻
化すると予想されており、今後10年間のリスクで第１位に
挙げられている。また、昨年の調査結果と同様、全リスクの
中で深刻度の認識が短期と長期の間で最も高まったのは、

「生物多様性の喪失と生態系の崩壊」で、リッカート尺度で
まる２ポイント増加し、短期的深刻度の20位から長期的深
刻度では３位に上昇している。「地球システムの危機的変
化」（２位）と「天然資源不足」（４位）も、今後著しく悪化する
と考えられており、今後10年間のリスクのトップ10にランク
インしている。これらの問題に関連する「非自発的移住」の
リスクは、長期的な深刻度は７位となり、短期的な深刻度
から1ランク上昇した。「汚染」は、短期・長期ともに10位で
変わらない。それらとは対照的に、「非天候性自然災害」は、
長期・短期のランキングの両方で、最下位に近い（33位）。こ
れは、そうした災害がテールリスク（可能性は非常に低い
が、発生した場合に大きな影響が生じるリスク）であること、
また、その影響が多くの場合は地理的に限定されているた
めであると考えられる。

長期的な（今後10年間の）グローバルリスクの深刻度ランキング図 2 . 2

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「以下のリスクについて、今後10年間に起こり得る影響（深刻さ）を予測してください」
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社会の二極化

汚染

１位

２位

３位

４位

５位

異常気象

地球システムの危機的変化

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

天然資源不足

誤報と偽情報

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

これらの環境リスクの緊急性に関する認識には、世代や所
属しているグループにおいて相違があることが浮かび上
がってくる。「生物多様性の喪失と生態系の崩壊」は今後２
年間の時間軸では20位と「地球システムの危機的変化」は
今後２年間の時間軸では11位となり、長期のランキングで
は、すべてのステークホルダーグループで上位に登場して
いる（図2.3）。しかし、若い世代の回答者は、これらのリスク
の緊急性はもっと高いと考えているようで、今後２年間のラ
ンキングにおいても、他の年齢層よりも順位が高くなって
いる（第１章、図1.6）。また、民間セクターの回答者は市民
社会や政府の回答者とは異なり、大半の環境リスクが顕在
化するまでの時間軸はもっと長いだろうと予測している（図
1.5および図2.3）。主要な意思決定者間にこのような認識の
不一致があると、十分な進展が得られないまま、行動すべ
きタイミングを逃してしまいかねない（第２章３：３℃の世
界）。

近年のテクノロジーの発展から想定される影響をめぐる懸
念も、短期（２年間）と長期（10年間）では違いが見られる。

「AI技術がもたらす悪影響」は、深刻度が最も急速に高まる
リスクのひとつであると予測されているが、今後２年間の
深刻度は29位。今後10年間では６位と急激に跳ね上がる。
これは、AIが経済、社会、政治システムに浸透するにつれ、
関連リスクがシステム全体、さらには人間の存在そのもの
にまで影響を与える可能性を反映している結果だと考えら
れる（第２章４：AIが担うもの）。短期において最重要なテ
クノロジーリスクは「誤報と偽情報」と「サイバー犯罪やサイ
バーセキュリティ対策の失敗」であるが、これらは長期の時
間軸では深刻度スコアが悪化しているにもかかわらず、ラ
ンキングの順位は下がっている。とはいえ、長期のランキン
グにおいてもそれぞれ５位と８位であり、トップ10にとど
まっている。これに関連するリスクである「社会の二極化」も
また、短期では３位だが、長期では９位と順位が下がって
いる。
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長期的な（今後10年間の）グローバルリスクのステークホルダー別、深刻度ランキング図 2 . 3

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.
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社会リスクの「経済的機会の欠如または不平等」は、深刻度
の認識はわずかに高まっているものの、短期の時間軸で
は６位である一方、長期では11位へと、ランキングの順位
を下げている。しかし、ステークホルダー別におけるランキ
ングを見ると、市民社会と学術界の両グループで長期リス
クのトップ10にランクインしている（図2.3）。一方、公共セク
ターの認識は異なっており、このリスクはトップ10にランク
インしていない。こうした認識の違いに加えて、経済的機会
の少ない層が次世代に及ぼす長期的かつ累積的影響を
考え合わせると、このリスクを今後注視していく必要がある

（第２章５：開発の終焉？）。これに関連する経済リスクの
「不正な経済活動」は、短期・長期の両期間で深刻度が比較

的低い。しかし、このリスクは、長期・短期両方のトップ10に
あるいくつかのリスクによって助長されると考えられるた
め、今後10年の期間で見ると、実は過小評価されている可
能性がある（第２章６：犯罪の波）。

今後10年間で深刻度数値が改善すると予測されている唯
一のリスクが「インフレーション」で、短期の時間軸では７位

だが長期では32位に下がっている。実際に、経済リスクの
大半は、リスク意識調査のランキングにおいて、長期では急
激に順位を下げている。例えば「景気後退」は、短期では９
位だが、長期では28位に下がっている。これは、多くの経済
リスクの主要な要因である「地経学上の対立」の深刻度認
識（16位）が、昨年に比べ短期・長期の両期間で大幅に低下
したことが反映していると考えられる１。

実際のところ、地政学リスクは、長期のリスクランキングの
トップ10にひとつも入っていない。「国家間の武力紛争」に
おける長期の深刻度は昨年から変わっていないものの、順
位は短期では５位だが、長期では15位に下がっている。「テ
ロ攻撃」は、昨年同様、図2.1の左下（第３象限）に位置して
おり、短期・長期の両期間で深刻度認識が相対的に低いこ
とを示している。しかし、最新データによると、テロ攻撃によ
る死亡率は他のリスクに比べ低いものの（2022年のテロ攻
撃による世界の死者数は6,701人）、現在の中東の紛争に見
られるように、テロリズムは紛争や混乱の拡大の火種とな
る可能性がある２。
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構造的な力2.2
地政学、テクノロジー、気候、人口動態などの複数の領域に
わたり、基本的な条件やパラメーターが新たなものへと移
行しつつある。こうした変化は、今後10年間にグローバルリ
スクの背景に影響を与えるであろう。今年のグローバルリ
スク報告書では、今後10年間のグローバルリスクを分析す
るうえで、構造的な力という考え方を取り入れた３。構造的
な力とは、グローバルリスクの展望を構成するシステミック
な要素の組み合わせと、その連関によって長期間にわたり
変容していくものと定義する。これらの力には、グローバル
リスクの進行速度、広がりや範囲に重大な影響を与える可
能性があり、相互的に影響し合うと考えられる。

グローバルリスクの展望に最も大きな影響を与える。４つ
の構造的な力とは、テクノロジーの加速、戦略地政学的シフ
ト、気候変動、人口動態の分岐であり、コラム2.1４にその概
要をまとめた。これら４つの力はいずれもグローバルな影
響をもたらすが、中には、気候変動のようにこれまで以上に
多方向に影響し、もたらす結果にもいくつもの可能性が考
えられるものもある。また、４つとも、比較的長期に展望し
たときの変化を表わしているが、基礎となる条件の変化に
よっては、顕在化が早まる可能性もある。例えば、戦略地政
学的シフトによって大国間の連携が失われてしまう可能性
がある一方、テクノロジーの加速によって事態が急速に変
容するような新たな発見が生まれることもあるだろう。

構造的な力コラム 2 . 1

テクノロジーの加速は、最先端技術の発展過程を意味する
ものである。

汎用AIなど主要技術の一部は、今後10年間に、開発が大き
く加速されると予想される。

フロンティア技術の開発や汎用アプリケーションの範囲の
広さを考えると、複数の方向にリスクが現れる可能性があ
る。例えば、量子コンピューティングは、コンピュータの計
算・処理能力を飛躍的に向上させるが、それと同時に新た
なリスクが急速的に生じる可能性が高い。また、ブレイン・
コンピュータ・インターフェース（BCI）などのテクノロジー
の実験により、テクノロジーと人間との間の境界が曖昧に
なり、未知の影響を及ぼす可能性もある。

気候変動は、想定される地球温暖化の進行やそれが地
球システムに与える影響について、さまざまなパターン
を内包している。

今年の分析では、気候変動は地球システムの変化とし
て特徴づけられている。その背景には、2015年のパリ協
定で掲げられた、産業革命前からの気温上昇を1.5℃以
内に抑えるという目標が、2030年代前半から中頃には
1.5℃を突破すると予想されていることがある。

地球温暖化の進行は、脱炭素化の加速や気候変動対策
の展開にも影響を与えるが、地球温暖化や関連する影
響において、環境破壊が相互作用的に温暖化を加速さ
せる要因となり得る（例えば、自然界の炭素吸収源が炭
素を放出するなど）。

戦略地政学的シフトとは、地政学的パワーの源泉や集中
が進化していくことをいう。

これが翻って、地政学的秩序の形成に影響を及ぼし、今後
10年間に、連携や同盟関係が政治力学のみならず、攻守
におけるソフトパワーとハードパワーの計画にも影響す
る。例えば、経済的な力学は以前より分散しつつある。通貨
への依存、エネルギー源、利用可能な資本、消費者市場の
規模などが変化しているためである。経済的な力学や軍
事力の集中は、テクノロジーおよび資源に関連する資産と
も深く関係している。

別の未来もあり得るが、多極化した世界では、多くの大国
がグローバルな支配的立場を主張するだろう。

人口動態の分岐とは、世界人口の規模、成長、構造の変
化をいう。

現在、人口動態における格差が広がりつつある。人口ピ
ラミッドの上端と下端、また、国や地域間で、人口動態の
二極化が進んでおり、これは関連する社会経済・政治シ
ステムに著しい影響を及ぼすだろう。

人口の絶対的増加においては、アジアが引き続き最も
多い。平均寿命が長年伸び続けている一方で、出生率が
低下していることから、ほとんどの国は、高齢化問題に取
り組み続けることになるだろう。対照的に、アフリカは全
く異なる政策課題に直面している。2030年までには、ア
フリカの若年人口が、世界の若年人口の42％を占める
と予測されているからである。

出典： 
World Economic Forum Global Risks Report 2024.

注 
詳細については、付録A―定義およびグローバルリスクのリスト
を参照されたい。
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これらの構造的な力が互いに作用し合う中、以下は、４つ
の新たなグローバルリスクと今後10年間の展開について
考察する。

ー　 地球システム：「地球システムの危機的変化」（２位）が
今後10年間に直面する最も深刻なリスクのひとつであ
るという点については、すべてのステークホルダーグ
ループの意見が一致している。人為的活動（または無
策）と気候変動によって、地球システムは、引き返せな
い転換点を超え、私たちが容易には適応できない３℃
上昇した世界になるのだろうか。

ー　 AI技術：「AI技術がもたらす悪影響」（６位）の数々が、
今後10年間で急速に増大すると予想されている。強力
なフロンティア技術が、世界の経済や安全保障の力学
を不安定にすることがあるだろうか。そうなれば、テク
ノロジーを集中的に所有する者が主導権を握ること
になるのだろうか。

ー　 人間開発：「経済的機会の欠如」（11位）は、短期の時間
軸（２年間）ではトップ10のリスクに入り、長期（10年

間）ではトップ10をわずかに外れた。世界のリーダー
にとっては、すぐには解消できず、長期的には優先度
が相対的に低いリスクである。しかし、機会の道を閉ざ
すことで、弱い立場にある人々や国々、そして次世代に
とって、明るい未来への希望は潰えてしまうのだろう
か。

ー　 組織犯罪：「不正な経済活動」（31位）は、グローバルリ
スクのネットワークの中で、順位が低いリスクのひとつ
であるが、ランキング上位に位置するいくつかのリス
クが重なった際に、この潜在的な慢性的リスクが、突
然差し迫った危機に変化する可能性がある。国際犯罪
ネットワークは、高度な破壊的テクノロジーを利用する
とともに、法的能力の弱体化した国家に付け込むこと
で、脆弱な国家や弱い立場の人々を取り込んでいくの
だろうか。

以下の各セクションでクローズアップされている将来像は、
多様な可能性のひとつに過ぎない。今、行動することにより
望ましい道を切り開くことに焦点を当てる。

Elizabeth Lies, Unsplash 
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３℃の世界2.3

ー　今後10年以内に地球システムが閾値を超え、大規模かつ永続性のある変化が起きる可能性が高い。

ー　 気候変動への適応の取り組みは、すでに気候変動のペースと規模に追いついていない。社会は、ますます環境の激変
にさらされ、適応できずに、人々の移動や移住が加速している。

ー　 気候変動の緩和に効果が期待される新技術は、魅力的な面もあるが、環境や社会へ予測できない影響をもたらす可
能性があり、法的責任、地政学的力学、気候アジェンダに関連する課題も多い。

深刻度スコア：地球システムの危機的変化図 2 . 4

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

今後10年間のランク：２位

地域または地球レベルにおいて、ある臨界閾値もしくは転換点を超えたために、重要な地球システムに生じる長期的な変化、場合によって
は、不可逆的かつ永続性のある変化で、地球の健康および人類の幸福に急激かつ深刻な影響を及ぼす。これには氷床崩壊による海面上昇、
永久凍土の融解による炭素放出、海流・気流の乱れなどを含むが、これらに限定されない。

今後10年間の平均値：5.9

7
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注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。グ
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地球温暖化がこのまま進むと、今後10年以内に、少なくとも
１つの「気候の転換点」５（地球システムに長期的な変化、
場合によっては、不可逆的かつ永続性のある変化を引き起
こす閾値）を通過する可能性がある６。2030年代初めには、
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が示したほぼすべ
てのシナリオで、1.5℃の閾値を上回ると考えられる７。最新
の研究によると、気温が1.5℃上昇すると、少なくとも４つの
システムが限界に達する可能性が高い（図2.5）。すなわち、
低緯度珊瑚礁が死滅し（確度：高）、グリーンランド氷床と西
南極氷床が崩壊し（確度：高）、永久凍土が急激に融解する

（確度：中）８。また新たな検証によれば、1.5℃の上昇で、北
大西洋亜寒帯循環も不安定化する恐れがあり、他にも北方
林やマングローブ、海草藻場で環境システムの脆弱化が進
むだろう９。

グローバルリスクのリストに今年新たに追加された地球シ
ステムの危機的変化が、今後10年間に直面する最も深刻な
リスクのひとつになるという点については、すべてのステー
クホルダーグループの意見が一致している（図2.3）。こうし
た変化は比較的静かに現れるが、その作用は時間とともに
強くなり、やがてシステムのレベルで影響が感じられるよう

になり、食糧、水、健康の安全保障に対する影響が増大す
る。しかし、気候変動対策の緊急性が高まるにつれ、地球工
学のようなテクノロジーのリスクにより、作用が誘発される
場合もあるだろう。

閾値の突破

気候の転換点の定義とその可能性の評価は、現在もなお難
しい。しかし、最新の研究で増えているのは、今後10年で世
界が気付かないうちに引き返せない点（人間による介入可
能な最後の時点）を通過している可能性が高く、それにより
地球システムの長期的変化が引き起こされるという指摘で
ある。IPCCのシナリオの多くが気温の閾値超過を見越して
いる点は注目すべきであり、臨海閾値の突破は、長期的か
つ根本的な地球システムの変化の引き金となり10、気候や
環境に新たな諸条件をもたらす。それにより、気候変動のリ
スクに対する人々の理解もまた塗り替えられる可能性があ
る。

最近の研究では、気温上昇1.5℃に向かう軌道は、現在の
気候変動対策にかかわらず進行する可能性が示されてい
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世界および各地域の転換点の例図 2 . 5

出典：
McKay, et. al.（2022年）、OECD（2022年）、Lenton, et. al.（2023年）
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るが、気候の転換点に関する推計は、過少かあるいは楽観
的なのかもしれない11。ほとんどの気候モデルは公共、民
間、学界を問わず、非線形（結果が一定ではない）な現象を
十分に捉えていない。例えば、アマゾンのサバンナ化は、気
候の影響と生態学的影響の組み合わせにより起こると考え
られ、土地利用の変化と森林伐採によって、温暖化が３℃
に達するかなり前から進行する可能性がある（図2.5）12。ほ
とんどのモデリングは、これらのシステムにおける相互の
連関についても捉えきれていない。ひとつの転換点の通過
が他の臨界閾値を下げるカスケード効果の可能性につい
ても解明されていない。一例を挙げると、グリーンランド氷
床が融解すると、淡水の流入によって大西洋南北熱塩循環

（AMOC）が不安定になり、西南極氷床の融解速度を速め
る可能性があるなどである13。

危機的変化の兆候はすでに表れている。グリーンランド氷
床、大西洋南北熱塩循環（AMOC）、アマゾン熱帯雨林など
いくつかのシステムは回復力を失いつつあることが示され
ており14、いくつかの臨界閾値はすでに通過している可能
性がある15。実際には、すべての転換点がはっきりと観測さ
れる訳ではない。中には、珊瑚礁の崩壊を引き起こす海洋
熱波のように、目に見える明白な変化として現れるものもあ
る。また、グリーンランド氷床の熱の反射量が吸収量を下回

る時点のように、閾値の「境界」が明確な場合もある。しか
し、現在のモデリングやモニタリングのレベルでは、すべて
の転換点を視認できるとは限らない。地球システムの危機
的変化の多くは、比較的ゆっくりと進行するため、転換点を
超えてから実際にその影響が表れるまでには時間差があ
る。つまり、多くの変化は静かに訪れ、時間をかけて徐々に
影響が及ぶのである。

そのため、気候の転換点は、よく知られたリスクではあるが
十分には理解されていない。GRPSの調査結果には、世界の
意思決定者が気候変動の影響をよく認識していることが示
されている。しかし、地球システムの危機的変化を長期的な
リスクと見なし、影響を過小評価したり、不確実性であると
いう理由（言い訳）で対策を怠ると、介入の遅れにより地球
システムの連鎖的変化と影響に適応することさえ難しくな
るかもしれない。

気候適応の限界

今後10年間、多くの国々では、このような気候変動の影響
に対策がされないままであろう。地球システムに急激な変
化が生じたのは、今回が初めてではない。これまで地球の
歴史が経験してきた転換点は、別の安定した状態を作り出
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次のグローバルショックは？コラム 2 . 2

AMOCの崩壊

いくつかの研究によると、大西洋南北熱塩循環（AMOC）
の転換点は、1.4℃の可能性もあり、4.0℃である可能性も
あと示唆されている16。しかし、それより低い温度上昇で大
きな海流の変化が起こる可能性も排除できない17。科学
界では転換点に至る時間スケールや、気温の閾値につい
て激しい議論が展開されているが、この海流の循環が過

去1000年で最も弱くなっていることを示す証拠もあり、転
換点に予想以上に近づいている可能性もある18。このシス
テムが崩壊すると、海洋循環全体が大きく変容し、地球や
地域の寒冷化が起き、熱、降雨、海氷の分布が変化するだ
ろう。海水面や農業、海洋、陸上のシステムも影響を受け
るとともに、世界の食糧安全保障が脅かされるだろう19。

し、生命は時間をかけてその状態に適応してきた20。しか
し、今回、地球システムの変化によりリスクが高まっている
のは社会経済構造である。転換点の先に訪れる状態に、人
間社会は適応できるだろうか。

気候の転換点を超えた結果、社会環境の危機が生じ、現在
のリスクがさらに増大する可能性がある。GRPSの回答者
は、相関性の高い環境リスクの一群を予見しており、それが
地球システムの危機的変化と双方向に結びついていると予
測している。そうした環境リスクには生物多様性の喪失と生
態系の崩壊、異常気象、汚染が含まれ、天然資源不足につ
ながる可能性が高い（図2.6）。GRPSの回答者の中には環境

への影響に加え、非自発的移住、慢性疾患と健康状態の悪
化、感染症の広がり、景気後退などの社会経済的影響の可
能性に注目している者もいる。実際、昨年のグローバルリス
ク報告書（第２章２：自然生態系）で示唆された通り、社会
リスクと環境リスクがこのように結び付くことで、大気汚染
物質の排出によって気候変動を加速し、関連する影響から
気候変動の影響を受けやすい人々の脅威となる可能性が
ある。

こうした影響に適応するはずの人類の集団的能力は、いく
つかの要因により追いつかない恐れがある。

気候の転換点図 2 . 6

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.
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はじめに、気候変動に対する適応への取り組みが今後10
年間で抜本的に進展する可能性は低いと予想される。特
に気候変動の影響を最も受けやすい国々ではその可能性
は低い。異常気象が繰り返し起こり、影響があるにもかか
わらず、「気候変動への適応の失敗」を今後２年間の時間
軸でトップ５のリスクに挙げたのは、わずか６カ国だった

（2023年は16カ国）。図2.721は、最新のエグゼクティブ・オ
ピニオン調査（EOS）の結果を地域別に比較したものであ
る。気候変動の影響を受けやすい国（オレンジ色）は開発途
上地域に多いが22、その中でも、イエメン、コンゴ民主共和
国のように、国家の脆弱性、貧困、紛争など、気候変動への
適応より、はるかに切迫した課題を抱えている国々は、気候
適応策が遅れ、さらなる影響の激化に適応が間に合わな
い可能性もある。

実際、開発途上国における気候変動適応の取り組みは、今
後10年間に必要なインフラ投資の規模を鑑みると、財政面
で制約を受ける可能性がある（図2.8）23。気候変動の影響が
大きく、レジリエンスも低い国々の脆弱性が高まると、資源
を巡る内戦や国境での衝突が頻発するだろう（第１章４：
紛争の増大）24。そうした国々は、投資や事業運営のリスク
が高いとされ、気候変動への適応能力がさらに失われかね
ない（第２章５：開発の終焉？）。従って、高リスク地域にお
ける土地放棄や投資・保険事業の撤退など、関連する社会
経済の転換点が、地球システムが転換点を明らかに超える
前に訪れる可能性がある25。先進諸国であっても、こうした
影響と無縁であるとは限らない。例えば、オーストラリアで
は異常気象のリスクにより、2030年までに52万1,000戸近
い住宅が保険に加入できなくなると予測されている26。

「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」

１位 10位 20位 30位 36位

リスクランキング

キルギス アルメニアカザフスタン

モンゴル 韓国日本

ニュージーランド

バハマ
スウェーデン

イタリア ドイツ

ペルー エクアドル
ブラジル

ポーランド ウクライナブルガリア エストニア
スイス ルクセンブルク

ホンジュラス

コロンビア

エルサルバドル ベネズエラ・ボリバル共和国

ボリビア

カナダ 米国

イエメン

インド

レソト

タンザニア

チャド

シエラレオネ
ケニア ジンバブエ

ナイジェリア
マリ

マラウイ

パキスタン ネパール

バングラデシュ

タイ

インドネシア

イラク

エジプトアルジェリア

パラグアイ

セネガル
ルワンダ

ベトナム

フィリピン

ガーナ

カメルーン

ベナン

コンゴ民主共和国

アンゴラ

ラオス

オーストラリア

ジョージア ウズベキスタン
中央アジア

東アジア

欧州

中南米および
カリブ海諸国

中東・北アフリカ

北米

オセアニア

東南アジア

南アジア

サハラ以南アフリカ
ラオス

0
低 高

5025 75 100

グローバル適応スコア

トップ10

適応への備え図 2 . 7

出典：
ノートルダム世界適応イニシアチブ国別指数（ND-GAIN 
Country Index）（2021年）、世界経済フォーラム2023年
エグゼクティブ・オピニオン調査

注
各データポイントの色は、ND-GAIN国別指数（2021年）に基づいている。同指数は、各国の気候変
動やその他の世界的な課題に対する脆弱性とレジリエンス向上への備えを組み合わせて要約した
ものである。スコア（青色）が高いほど、全体的な備えの度合が高いことを表わしている。横軸に
は、EOS調査で把握した国別リスク意識における気候変動への適応の失敗の順位を示している。
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加えて、適切なインフラを整備するには長いリードタイム
が必要であることから、急激に顕在化する地域的・局所的
な変化に備えられない可能性がある。例えば、珊瑚礁シス
テム（波エネルギーの90％以上を吸収している）が崩壊す
ると、沿岸の住民が高潮の被害を受けやすくなり、世界の
年間洪水被害額が倍増する恐れがある27。異常気象と地球
システムの変化が、相互に強め合いながら、並行して進行
している。異常気象によって地球システムが変容する可能
性がある（例えば、熱波による珊瑚礁システムの崩壊）一方
で、多くの気候の転換点は、気象パターンの変化と異常気
象の増加をもたらし、それに伴い温室効果ガス排出量がさ
らに増えるという悪循環を生むと予測されている28。

このように環境と地球の変化の結び付きは、今後10年間の
経済成長と保険引受能力に劇的な影響を及ぼし29、食糧、
水、健康の不安定化を招く可能性がある。直ちに生じる影響
として農業生産力の低下があり、その結果、主要地域で同
時に凶作となる可能性がある。例えば、グリーンランド氷床
から大量の氷河が失われると、北アフリカのサヘル地域に
おいて干ばつと農業生産の損失が生じ、同時に、北大西洋
海域においても海洋の基礎生産力が低下する可能性があ
ると示唆する研究もある30。特定地域への影響は複数の地
球システムの作用によるため極めて複雑であるが、食糧と
水の供給不安定化は、一部の大国にとって、主要なリスク源

（あるいは影響力を行使する機会）となる。中国、韓国、日
本、ロシア、サウジアラビアは、食糧および農産物の最大の
純輸入国であり、アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、
カナダ、ニュージーランド、タイ、米国は、世界でも最大の輸
出国である31。国内レベルでは、資源競争が激化し、減少し
つつある淡水源や耕作可能地、居住可能地域を巡る紛争
が勃発する可能性がある。また国際レベルでは、農業生産
力や水の供給の不安定化によっては、世界の貿易パターン
や同盟関係や連携に変化が生じるだけでなく、争いが起き
やすい受入国間で移民流入管理における交渉の切り札に
なる可能性さえあり、戦略地政学的力学はこれまで以上に
複雑さを増すだろう。

適応には、明らかに限界もある。たとえ長期的な変化であっ
ても転換点に達すると、適切に講じられた適応策をもって
しても対処できず、移転や移住に追い込まれる可能性が高
まる32。例えば、現在は西南極氷床に支えられているスウェ
イツ氷河は、今後10年以内に海洋に滑り落ちる可能性があ
る33。研究は今も進められており、影響が生じる時間軸も非
常に不確かだが、スウェイツ氷河が崩壊すれば50センチ以
上、西南極氷床が不安定化すればより長期的な時間スケー
ルで最大3.2メートル海面が上昇する可能性があると推定
する研究もある34。そうなれば、海岸線は劇的に変化し、海
中に沈む島嶼国もあるだろう（図2.9）35。

適応モデルコスト

1,250億米ドル／年
（この10年間）

適応資金ギャップは、年間1,940億
米ドルから3,660億米ドルと見込ま
れる（適応資金フロー（2021年）に
よる）

適応資金ニーズ

3,870億米ドル／年
（2030年まで）

公的国際資金フロー

210億米ドル
（2021年）
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適応資金ギャップ図 2 . 8

出典：
UN Adaptation Gap Report, 2023（UNEP適応ギャップ報告書）

グローバルリスク報告書2024年版 46



海面上昇の影響（数カ国の予想図）図 2 . 9

出典：
Climate Central（2023年）

注
表示された水位より低く、海水の流入を防ぐ遮蔽物がないエリアは、青色に着色されている。原則
として、指定の水位より低くても、高い土地や堤防によって守られていると思われるエリアは着色し
ていない。
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テクノロジーの転換点

さまざまな臨界閾値が突破されるにつれ、迅速かつ大規模
な行動を求める圧力が強まるだろう。「ネットゼロ」へ向け
た取り組みの重点は、脱炭素化にとどまらず、地球工学など
のフロンティア技術を用いた気候変動の「逆転」を目指す
対策へと広がっていくであろう40。しかしながら、こうした新
興テクノロジーは、その技術自体の負の影響を与えかねず、
複雑な問題をもたらす恐れがある。

地球工学による解決策には、気候変動の主要な要因や関連
する環境への影響を打ち消す可能性がある。こうした解決
策には、大気中から二酸化炭素を直接除去するもの（CCS
＝二酸化炭素の回収、貯留など）もあれば、太陽放射管理

（SRM）など、気候を冷却する技術も開発されている41。二酸
化炭素の回収・貯留（CCS）への投資は、すでに倍増し、2023
年には過去最高の64億ドルに達する。米国は、テキサス州と
ルイジアナ州の２カ所の大気回収拠点の開発に、12億ドル
の長期資金を助成している42。これは、2024年の選挙結果に
かかわらず、維持される可能性が高い超党派の動きである。

地球工学技術の展開は、世界中に利益をもたらす一方で、
システム全体あるいは局所的なリスクを伴い、一様には語
れない。第一に、新たな排出削減の取り組み（テクノロジー
による化石燃料排出物の回収）への注目が高まることで、
排出源での削減や適応の取り組みから資本や焦点が移る
恐れがある。このような取り組みには多大なインフラや投
資が必要になることから、今後10年で炭素除去が十分な規
模に達する前に、回収による排出削減努力だけで自己満足

する可能性があり、開発している間に全体的な気候変動が
加速しかねない。

第二に、特定のフロンティア技術に依存するため、その先
行きが不透明であり、不確実性が高いため、例えば特定
地域の降水量などに意図しない変化が起こる可能性もあ
る43。さらに二酸化炭素の貯留技術は、将来的にそれらが
放出されるリスクを抱えており、近隣のコミュニティに悪影
響を及ぼす可能性もある44。太陽放射管理（SRM）は、極端
な温度上昇の頻度や強度を低減できるかもしれないが、何
らかの事情で突然終了した場合のショックや、塩や酸が大
量に凝結する可能性など、大きなリスクもある45。

気候変動の影響がますます明らかになる中で、こうした負
の外的影響は、気候変動の法的説明責任に対して既存の
問題を複雑にする可能性がある。損失と損害のアジェンダ
や気候関連訴訟は、今後、地方自治体や州政府、中央政府
をターゲットとして、ますます加速していくだろう46。しかし、
これらの新しい技術の登場により、上記のような法的手段
とは異なる責任論も考えられ、同時に新たな法的責任を生
じさせることになりかねない。気象パターンの変化、酸性
雨、大気質の変化、伝染病の蔓延などによる経済的損害、農
作物の損失や健康被害は、気候変動によっても、地球工学
による気候の変化によっても起こり得る47。その両方の影響
が作用している場合、原因を特定してモデル化を行うこと
は非常に難しいだろう。場合によっては、地球工学の影響の
方が、気候変動の局所的影響の予想を上回ることも考えら
れ、それが原因で地政学上の緊張が高まり、国家間の紛争
へと発展する可能性もあるだろう48。

次のグローバルショックは？コラム 2 . 3

古代のパンデミック

北極圏は、地球上で、温暖化が最も急速に進んでいる地
域であり、温暖化の進み方は世界平均の２倍以上であ
る36。温暖化がさらに進むと、永久凍土層が徐々に減少す
る一方で、熱波や山火事、その他の環境の変化により、永
久凍土層が急激に融解する恐れもある37。また、可能性の
低いテールリスクではあるが、永久凍土層の完全な崩壊
にまで至らなくとも、今後10年以内に、人間が自然抵抗力

をほとんど持たない有害汚染物質や、太古の昔に由来す
る未知の病原体（微生物、ウイルスの両方を含む）が放出
されるリスクもある38。さらに、国も生物も、温暖化に乗じ
て北極圏に進出すると考えられることから、病原体を運ぶ
宿主も増え、生物学的脅威の可能性がいよいよ高まるだ
ろう39。

Ivan Bandura, Unsplash
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今、行動すること

地球システムの危機的変化に対処するには、気候リスクの
管理および意思決定に対する先進的なアプローチが必要
となる。気候変動モデルは、潜在的危険性や脆弱性、リス
クを意思決定者に示す上では効果的であるが51、これらの
ツールは現状では限界があるため、いまだに先行きは不
透明である。気候および生態系の転換点を、より広範なプ
ラネタリーバウンダリー（地球の限界）の概念と組み合わせ
ることにより、地球を統一した全体として分析できる強力な
ツールを用いれば、気候と経済のモデルを改良して、地球
システムの変化に伴う長期的、連鎖的な非線形の影響を十
分に考慮できると考えられる52。こうした取り組みの中では、
科学的知見を解釈し、意思決定に役立てることが必須とな
るだろう。気候問題を改善する難しさは明らかになってい
るが、さまざまな自然界の状況が重なることで、改善はさら
に難しくなっている。

実際に、GRPSの回答者の約半数は地球システムの危機的
変化だけでなく、地球工学などのフロンティア技術がもたら
す悪影響に関しても、研究開発を強化する必要性を強調し

ている（図2.10）。こうした取り組みには、気候科学に関する
グローバル・データコモンズの構築に加えて、関連機器（リ
モートセンシング機器やコンピュータの計算・処理能力な
ど）および生態系予測へのさらなる投資が役立つと考えら
れる。

GRPSの回答者は、行動を促す可能性が最も高いのは世界
的な条約・協定であると感じている。信頼性が高いとされる
排出削減策は、気候の転換点に達する可能性を回避ない
し低減するための、最も迅速かつ効果的な手段であるが、
気候の転換点の一部は既に事実を示す証拠があることか
ら、国および自治体による規制を通して、適応策と低減策
のバランスを見直し、その比率を補完的な目標として設定
する必要があるだろう。そのためには、大規模自然災害に
対する早期警報システムや、地域コミュニティに電力を供
給できる（送電網から分離した）分散型の再生可能エネル
ギーなど、既存の適応策の利用を拡大することが不可欠で
ある。国立銀行や開発銀行などは、互いに緊密に協力し、優
先的に取り組む分野・市場における民間セクターの投資リ
スク低減を進める必要がある。

次のグローバルショックは？コラム 2 . 4

無秩序な展開

フロンティア技術による気候操作から、新しい「マンハッ
タン計画」が生まれるかもしれない。各国政府が政策期
間内で実施できる気候関連技術を精選し49、可能性は極
めて低いが、今後10年以内に、一国家、または慈善家のよ

うな非国家団体、商業利益目的の企業などによって、一方
的かつ無秩序な気候操作技術が展開されるかもしれな
い50。結果として一時的な影響でしかない技術で、不確実
性が極めて高いだろう。

リスクガバナンス：３℃の世界図 2 . 1 0

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか。それぞれのリスクに対
し、次の中から３つまで選んでください。」
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a.金融商品等
b.国および自治体による規制
c.限定された国家間での条約・協定
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深刻度スコア：AI技術がもたらす悪影響図 2 . 1 1

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

今後10年間のランク：6位

AIおよび関連技術の能力（生成AIを含む）の進歩により、意図の有無にかかわらず個人、企業、生態系、経済へもたらされる悪影響。

今後10年間の平均値： 5.3

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計
は100％にならない場合がある。
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ー　市場の集中や国家安全保障上の観点から、AI開発の枠組みの範囲が制約される可能性がある。

ー　 高度なAIがもたらす悪影響によって、技術資源や知的財産（IP）へのアクセスや生産能力を持つ人 と々、持たない人 と々
の間に、新たな分断が生まれる可能性がある。

ー　 AIの統合が進むと、紛争の意思決定において意図しないエスカレーションが起きる可能性がある。また、AIアプリケー
ションへのオープンアクセスによって、悪意ある者に不均衡に強い力を与えてしまう恐れがある。

AIが担うもの2.4

汎用AI技術が歯止めなく拡大すると、今後10年の間に、良く
も悪くも、経済と社会が根本から作り変えられることになる
だろう。先進AIは、医療、教育、気候変動などの多様な分野
において、生産性の向上や飛躍的進歩をもたらすが、大き
な社会的リスクも伴う。先進AIはまた、量子コンピューティ
ングから合成生物学まで、並行して進歩する他のテクノロ
ジーと相互作用することで、これらフロンティア技術の開
発がもたらす悪影響を増幅させるだろう（コラム2.5および
2.7）。たとえ意図的な不正使用でなくとも、重大な結果を招
く可能性がある。制御拡大をゆだねられた自己改良型の生
成AIモデルは、物理的に支配力を強めるなど、社会経済構
造に大規模な変化を引き起こすだろう53。

「AI技術がもたらす悪影響」もトップ10に新たにランクイン
したリスクのひとつであり、長期的な時間軸におけるリス
ク深刻度の認識が大幅に悪化している（図2.11）。GRPSの
回答者は、汎用人工知能（AGI）（人間や動物があらゆるタス
クを達成するための学習）を実現する可能性に加え、AIに
関連する主要な懸念として、誤報と偽情報（第１章３：偽情

報）、失業と解雇（第２章５：開発の終焉？）、犯罪利用とサ
イバー攻撃、（第２章６：犯罪の波）、偏見と差別、組織・国
家の重要な意思決定における利用、兵器や戦争へのAIの
投入などを挙げている。

これまでのところ、規制する側がイノベーション優先に立っ
たため、AI開発に予防原則（不確実性に対して慎重を期し
た規制を行うこと）はほとんど適用されてこなかった。しか
し、高度な人工知能の開発とその依存は、急速に進むあま
り、適応可能なスピードを上回っている。テクノロジーその
ものの理解（「ブラックボックス問題」）という面でも、規制に
よる安全対策の確立（「ペース配分問題」）という面でも、私
たちの適応能力を上回っているため、規制が技術に追いつ
いていない54。今後も、AIの進歩のスピード、市場勢力の強
さ、戦略的重要性を前に、ガバナンス機関の積極性と規制
能力が試され続けるだろう。これらの川下にあるリスクによ
り、政治システム、各国の市場、世界の安全保障と安定の維
持は、危険に晒される可能性がある。
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市場集中の定着化

民間主導による強力なデュアルユース（軍民両用）テクノロ
ジーの開発に対応するため、規制の枠組みを構築すること
が一層不可欠になっている。しかし、商業的なインセンティ
ブと国家安全保障上の理由でテクノロジー摩擦（テック・
ウォー）が激化し、社会や安全への悪影響を抑制する規制
の取り組みが追いつかない可能性がある。

GRPSの回答者が「サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対
策の失敗」と「技術力の集中」に注目しているのは、AI技術
がもたらす悪影響のリスク要因とされているからである（図
2.12）。AI技術の生産は、グローバルに統合された単一の
サプライチェーンに高度に集中しており、一握りの企業や
国に偏在している（図2.13）55。そのため、重大なサプライ
チェーンリスクが、今後10年間に顕在化するかもしれない。
例えば、サプライチェーンの上流（鉱物など）に対する輸出
規制によって、全体的なコストが押し上げられ、持続的なイ
ンフレ圧力がかかる可能性がある。半導体などの、より複雑
な材料のアクセスが制約されれば、その国における先進技
術の展開見通しが一変する可能性もある。少数のAI基盤モ
デル56が、金融や公共セクターなどで広範に展開されたり、

単一のクラウドプロバイダーに過度に依存したりすると、シ
ステミックなサイバー脆弱性が生じ、重要インフラが麻痺
する可能性がある。

また、AI技術の戦略的重要性を踏まえると、市場の上流ダ
イナミクスを形成する経済圏において、国家安全保障が、イ
ノベーションと産業政策の主要な目標であり続けることに
変わりはないだろう。（図2.14）。各国は、サプライチェーン
の安定を目指して、可能な限りオンショアリング、フレンド・
ショアリングを図るだろう。例えば、中国は、輸出規制によっ
て最先端の半導体チップへの参入が阻まれているため、ほ
ぼ独立したサプライチェーンの構築を進めている57。これら
のテクノロジーがもたらす莫大な経済的利益を獲得しよう
とする国もあれば、イノベーションが犠牲になる可能性が
あっても過度なテクノロジーの集中に対処しようとする国
もある。EUは、ハイテク分野における独店禁止法違反に対
処してきた歴史を踏まえ58、「ゲートキーパー」と呼ばれるデ
ジタルプラットフォーム企業による支配力を崩す新たなメ
カニズムの導入を計画するとともに、グラフィックス・プロ
セッシング・ユニット（GPU）チップにおける独店禁止法違
反に関する調査を検討していると報じられている59。

技術力図 2 . 1 2

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024. 
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産業政策の推進力としての国家安全保障

28カ国
28カ国が「国家安全保障の確保」を現行の産業政策を方向付けている目的のトップに挙げた。

図 2 . 1 4

出典：
World Economic Forum 
Executive Opinion Survey 
2023. 

注
113カ国の民間セクターの回答者に対し、自国の現在のイノベーションや産業政策を方向付けている３つの目標、および３つの課題につい
て、それぞれの順位を回答してもらった。両方の設問に関して、次の７つの同じ選択肢を用意した。（1）生涯学習と人材育成の加速、（2） グ
リーン経済への移行の加速、（3）食糧不足と水不足への対処、（4） 国家安全保障の確保、（5） 経済成長と雇用の最大化、（6）公衆衛生と
福祉の保護、（7）不平等の削減と多様性・包摂性の促進。「国家安全保障の確保」の最終的な国別ランキングは、選択された回数を単純
に集計して決定した。

19カ国

17カ国
17カ国は、産業政策を方向付けるべき課題のトップとして「国家安全保障の確保」を挙げている。

９カ国

８カ国

そのうち、19カ国（英国、トルコ、イタリアなど）では、イノベーション政策や産業政策に対する国
家安全保障の優先順位を下げて、環境や教育などの課題への対処を優先すべきだと回答して
いる。

そのうち、９カ国（米国、香港、アラブ首長国連邦、パキスタンなど）では、国家安全保障が自国の
イノベーション政策や産業政策を方向付けるべき重要な目的であり、最重要課題と回答した。

８カ国（バングラデシュ、モンゴル、マレーシアなど）では、現行の経済的目標よりも、国家安全保
障をトップの課題として優先すべきであると回答している。

人材・IP＊

生成AI技術バリューチェーン（イメージ図）図 2 . 1 3

出典：
World Economic Forum Global Risks Report 2024.

注
＊規制の対象となる。

上記は説明を目的としたイメージ図であり、関連するすべてのプロセスなどは網羅してはいない。

集中度
低 高

データ＊

基盤モデル

アプリケーション＊計算・処理能力

組立・試験・パッケージング（ATP）

設計＊

製造・加工＊

メモリ

リソグラフィ＊原料（鉱物）資源＊

昨年のグローバルリスク報告書（第３章：
資源競争）に述べたように、高度なAIチッ
プに用いられる重要な金属や鉱物の採
掘・加工は、地理的に著しく集中してい
る。

ASML（オランダ）は、世界のリソグラフィ
市場の90％を支配していると報じられて
いるが、キヤノン（日本）は、同社の最新装
置により２～５ナノメートルの先進チッ
プが製造できると発表した。

台湾セミコンダクター・マニュファクチャリ
ング・カンパニー（台湾積体電路製造：
TSMC）は、世界の半導体ファウンドリー
市場の約56％のシェアを占め、サムスン
が約12％でこれに次ぐ。

DRAMおよびNANDの世界生産のそれぞ
れ43％と33％を占めるサムスン（韓国）
は、SKハイニックス（韓国）とともに、メモ
リ・ストレージ技術の主要ベンダーであ
る。

現在、世界のATP生産の80％以上が、ア
ジアに集中している。その多くは、設計か
ら完成品までを製造する、垂直統合型デ
バイスメーカー（IDM）と半導体組み立て
やテストの受託サービス（OSAT）企業が
担っている。

基盤モデルはまだ新興市場であるが、
“範囲と規模の経済”から、市場が集中す
る傾向が表れている。

生成AIは、高度な半導体技術に依存して
いる。エヌビディア（米国）は、機械学習に
利用できるGPUチップ市場の95％を占
める。

過去３年間の引用された数が最も多い
AIの研究論文のうち、70％以上を米国が
占め、中国と英国が続く。

独自の技術で開発されたデータは競争
上の優位性を生むが、特に大手企業は、
その規模とネットワークにより有利であ
り、オンラインで生成されるデータを管
理する大手テクノロジー企業はさらに有
利である。

大半の企業は、クラウドプラットフォーム
を通じて、コンピュータの計算・処理能力
を利用している。アマゾン（米国）がその
市場の約32％を占め、次いでマイクロソ
フト（米国）が22％を占める。

今後、オープンソース・モデルが競争力
を高めると考えられるが、長期的な市場
構造は、基盤モデルへの参入がどの程度
規制されるかに左右される。
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国家がかなりの介入（場合によっては、攻撃的な経済政策）
を行っているにもかかわらず、市場は著しく集中したまま
だろう。参入への障壁は依然として高く、国の政策で下げる
ことができたとしても、その程度には限界がある。イノベー
ションとインフラへの多額の先行投資、範囲と規模の経済、
ニッチな人材の確保、情報の非対称性、独占的データの集
積といった面で、引き続き既存企業が有利となるだろう60。
基盤モデルの生産者が川下のアプリケーション事業に乗
り出したり、蓄積されたオンラインデータの管理やクラウド
サービスの提供を行うプラットフォーム企業と提携したりす
ることが増えているため、垂直統合がさらに広がる可能性
がある61。

川下のアプリケーションに対する規制によって、市場支配
力がさらに固定される可能性もある。例えば、ライセンス
制度を導入すれば、フロンティアAIへの監視を強化できる
が、同時に、既存企業の力を根付かせる可能性もある62。政
府がよりリスクの高いアプリケーションを管理しようとする
中、基盤となるテックスタック（アプリケーション開発に用い
られる技術）への依存が広がれば、技術をリードする企業
が法制化の議論に過度の影響力を持つようになり、今後10
年間に業界の規範と基準を形成することになる可能性が
高い。川下のアプリケーションの方がはるかに競争が激し
いが、川上の支配力が強いため、公共の利益ではなく、川
上における商業的目的から、AIの開発・展開が進められる
可能性がある。このようなトレードオフは、業界による一貫
した自主規制が明らかに欠如していることにすでに見て取
れる。近年の業界による人員削減においても、最初に余剰
人員解雇の対象になったのは、AI担当のチームであった63。
価格やプライバシーに関する責任も、テクノロジー企業に
大きくゆだねられる可能性があり、その結果、過剰な支配力
により競争的なイノベーションが阻止されるかもしれない。

独占または寡占による利潤最大化が今後10年にわたるAI
展開の主な目的となれば、医療、教育、軍事、法律、金融と
いったセクター向けのアプリケーションに甚大な影響を及
ぼすだろう。例えば、医療分野では、医療データの量や精度
が飛躍的に高まる中、川下のAIアプリケーション向けに関

連データプールが商品化されれば、個人のプライバシーが
侵害され、医療システムの信頼性が損なわれる可能性が
ある。倫理面で強力な保護策をとらなければ、例えば健康
管理アプリで収集された医療データなどが、パーソナライ
ズド広告や、医療保険のための差別的なプロファイリング、
新たな従業員監視などで人権侵害的な利用をされかねな
い。確かに、データへのアクセスによって新たな治療法や早
期診断が可能になるとしても、このような医療の研究開発
は富裕層に向けたものになりかねない。というのも、このよ
うなタイプの広範かつ日々の医療データを収録できる経済
的ゆとりがある富裕層であり、AIはそのデータを使用してさ
まざまなアプリケーション向けに学習を行うからである。さ
らに、川上企業の影響力が強いため、アルゴリズムの偏り
から診断ミスまで関連リスクの説明責任が川下企業に押し
付けられる可能性もある。とりわけ市場支配力が弱い国々
では、こうしたテクノロジーへの参入と引き換えに責任を押
し付けられる可能性がある。

次のグローバルショックは？コラム 2 . 5

量子コンピューティングの飛躍的進歩

量子コンピューティングは、計算・処理能力の独占を揺る
がして、再構築する可能性があるが、その開発は極めて
大きなリスクを伴っている64。犯罪者は、暗号的に重要な
コンピュータの登場を予期し、Store Now, Decrypt Later

（SNDL：今収集し、後で解読）とも言われるハーベスト
攻撃をすでに開始している。その結果、製薬、技術ハード
ウェアなどの複数の業界で企業秘密や、電子カルテのよ
うな機密性の高いデータが漏洩し、最も高い値を付けた

者に売却される恐れがある65。銀行、送電網、病院のよう
に大規模な、場合によっては国際的なインフラ規模で麻
痺するような可能性も考えられる。懸念は、高レベルな計
算・処理能力が広く普及することだけではない。テールリ
スク66ではあるが、暗号技術に有用な量子コンピューティ
ング能力がひそかに開発されたら、世界の安全保障の力
学は急速に不安定化するかもしれない。

Mohammad Rahmani, Unsplash
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AIの勝者と敗者

実際のところ、AI技術が幅広く取り入れられれば、先進国と
開発途上国を問わず、新たな勝者と敗者を生む可能性が
高い。低所得国と高所得国の間のデジタル格差は、AI技術
が社会にもたらす影響（利益とリスクの両方）の分配に著
しい格差をもたらすだろう。最も脆弱な国々や、各国内で
最も弱い立場にあるコミュニティは、経済生産性、金融、気
候、教育、医療分野におけるAIの飛躍的進歩からデジタル
面で隔離され、さらに取り残されてしまう可能性がある（第
２章５：開発の終焉？）。テックスタックにおけるグローバ
ル・ノース（北半球諸国）の優位性は、社会的、文化的、政治
的偏りを固定させる可能性がある一方、AIに起因するリスク

（誤報・偽情報から犯罪利用まで）へのレジリエンスもまた
グローバル・サウスでは低いかもしれない。技術系人材は、
限られた市場に集中しており、そのために生じる知識格差
が効果的な規制を困難にしている。AI関連の規範や規制が
導入されたばかりか、あるいは存在しない場合、他国からラ
イセンスされたAIツールがその国への弾圧の道具として再
利用される恐れがある（第１章３：偽情報）67。加えて、軍事
力の不均衡が固定化されると、関連するAI技術が、倫理お

よび人権に関する説明責任をめぐり、重大な懸念をもたら
す可能性もあるだろう。

そのため、テックスタックへの参入は、ソフトパワーを構成
する一要素として、ライバル国が互いに影響力を強化する
上で、より一層重要になるだろう。AI開発の自らを強化して
いくという性質により、次の技術的ブレイクスルーのにAI
が活用され、これらの技術の所有者はその地位をますます
強固にしていく（「金持ちはより金持ちになる」効果）68。しか
し、技術を所有する国が増えていくと、それぞれが自らの強
みをバリューチェーンの中で活かし、より有利な条件で参
入しようとするため、大国間で新たな力学が生じる。こうし
た力学に加わる国々には、重要鉱物の供給国（オーストラリ
ア、カナダ、インドネシア、モロッコ、ベトナム、チリなど）をは
じめ、知的財産を利用できる国（日本、韓国など）や資本を
利用できる国（ノルウェー、シンガポールなど）も含まれると
考えられる。さらに、インドなどの一握りの国は、近い将来、
技術開発に劇的な変化を直接もたらすことができる規模
と経済力を手に入れ、新たなイノベーションによって、市場
シェアを獲得するか、サプライチェーンにおける付加価値
で重要なプロセスを握るかもしれない69。

次のグローバルショックは？コラム 2 . 6

選挙では選べない億万長者

GRPSの多くの回答者が、政府への権力集中よりも、選挙
では選べない人々の手に技術力が集中していることの方
が、より大きな懸念だと考えている。大手テクノロジー企
業の影響力はすでに国境を越えており、国民国家と同等
のように存在し競争している70。今後も、生成AIによって、
これらの企業やその創業者の力はますます巨大化し続け
るだろう。これらの企業の影響力は今のところ規制の下で

行使されているが、デュアルユースにおける汎用テクノロ
ジーを通じ、民間セクターの主体は重要かつ直接的な力
を付けていくだろう。個人がさまざまな新領域で一方的
に行う行動のリスクが高まり、ウクライナ戦争における民
間衛星の利用などのように、重大な影響をもたらす可能
性がある71。

Michael Dziedzic, 
Unsplash
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AIのエスカレーション

今後10年の間に、AI技術の軍事目的への利用が世界の安
定を脅かしかねない。紛争時の意思決定に人工知能を取り
入れると、深刻なリスクを招く恐れがある72。

AIによって、サイバー戦争の能力は高まり、攻撃・防御シス
テム全体が自律的に行うことができるようになると、ネット
ワークやコネクテッド・インフラに予測できない影響が生
じ得るだろう。物理的な攻撃を伴う戦争能力に関しては、世
界・地域の大国は、AI駆動型兵器システムの開発に巨額の
投資を行ってきた。これらのシステムの自律性は高まり続け
ており、陸海空の兵器は、すでに人間からの指示がなくても
監視が実施できる73。そうした兵器の使用について国際的
なガバナンスを確立する試みが行われているが、現在のと
ころ合意に至っていない74。昨年、国連において、自律型兵
器システムに関する決議案が提出されたものの、中国、北
朝鮮、イラン、イスラエル、トルコ、アラブ首長国連邦、イン
ド、ロシアなど、棄権や反対票が目立った75。このような状況
において、目標設定や標的選択などの致死的行動を自律的
に決定する権限が、AI駆動型兵器システムに与えられる可
能性は十分残っている76。こうしたシナリオでは、判断ミス
が起きる可能性が高い77。例えば、敵対する大国の領空や
軍事施設に戦闘機を接近させる行為は、地政学的な駆け
引きとして「慣習的」によくあることだが、AIの場合、それを
重大な脅威と誤認し、その結果、紛争を引き起こす可能性
がある。

最も深刻なリスクは、AIを核兵器に応用することである。各
国政府は、核兵器システムについては人間による管理が保
たれていると表明してきた。しかし、AIは原理的に、意思決
定時間の圧縮、すなわち生物の速度ではなく、コンピュータ
の速度で判断を行うことによって、防御力を最大化できると
考えられている78。それと同時に、AIを利用した発射システ
ムは、核施設や攻撃能力を標的に設定する理論的可能性
があることに加え、敵国での開発状況の検知がほぼ不可能
であるため、戦略的安定性を損ねる可能性がある79。各国
がAIを核兵器に組み込むと、今後10年間に偶発的または
意図的なエスカレーションのリスクが著しく高まり、人類の
存続に関わる結果を招く可能性がある。

川上のテックスタックと異なり、川下のAIアプリケーション
は、より競争の激しい市場である。新たなデュアルユース・
テクノロジーの中でも最強の技術のひとつであるにもかか
わらず、先進的AIへの参入を阻む経済的・技術的障壁は、地
球工学や量子コンピューティングなどの技術よりもはるか
に低い。GRPSの回答者の多くは、生成AIアプリケーション
へのアクセスの突然の広がりに対して懸念を強く表わして
いる。インターネットにアクセスできれば、事実上、生成AIモ
デルにアクセスできるからである。悪意のある者が、超人的
に広範なAIの知識を活用して、誤報やマルウェアから生物
兵器に至る危険な能力を構想し、拡散することができるため

（コラム2.7）、人権や安全を脅かす可能性がある。

Alessio Soggetti, 
Unsplash

次のグローバルショックは？コラム 2 . 7

新たな生物兵器

非国家主体による生物化学兵器の使用の試みは、主に知
識的障壁が高いため、歴史的に制限されてきた80。AI技術
を用いた最も強力なアプリケーションは、オープンアクセ
スを制限する規制がなければ、専門技術を持たなくても、
AIツールと組み合わせることによって、ターゲットを正確
に絞り込んだ、威力を持つ生物兵器を作り出すことが可
能になる。言語解析を利用すれば、デュアルユースのテー

マや研究に関する情報が簡単に得られるだろう。また、生
物学的設計ツールによって、病原体の感染と病原の要素
を克服する新たなタンパク質や薬剤を作り出すことが可
能になることで81、病原体を用いて、紛争前に兵士を無力
化したり、大規模な世界的パンデミックを再現したり、特
定の民族が殺戮の標的にされたりする可能性もあり、そ
の影響は計り知れない。
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今、行動すること

GRPSの回答者は、国民に対する啓発・教育が、AI技術がも
たらす悪影響のリスクに備え、減らすための最も効果的な
メカニズムのひとつであるとしている（図2.15）。また、地域
的な影響を管理することは、ガバナンス能力や社会のレジ
リエンスを強化する上でも重要な手法である。規制する側
にとっても、対象となる側にとっても、生成AIに関するリテ
ラシーは不可欠である。AIリテラシーは、AIシステムの能力
についての理解だけでなく、信頼性の高い情報源の識別に
も役立つよう、公教育のシステムや、ジャーナリスト、及び
意思決定者向けのトレーニングに組み込むことも考えられ
る。

GRPSの回答者はAI技術について国および自治体による規
制の必要性も注目している。AIとAI関連のリスクの急速な
世界的拡散を完全に防ぐことは難しいが、国レベルの取り
組みにる頑健ながらも柔軟な標準設定は、技術の開発や
発展と社会のニーズとを確実に一致させる上で役立つと考
えられる。生成AIがもたらす新たな課題に対処するために
は、知的財産、雇用、競争政策、データ保護、プライバシー、
人権に関する既存の法制度を進化せる必要があるだろ
う82。他に、短期的に様々な規制制度によって対処されると
予想される重要な分野としては、AIが生成する製造物の特
定、リスクが最も高い用途の禁止または制限、AIによっても
たらされた損害に対する責任の判断などがある83。解決策

としては、高度なテクノロジーについての登録およびライ
センシングや、コンピュータの計算・処理能力利用の階層
化、来歴または電子透過システムの導入、顧客の本人確認
システムとインシデント開示の義務化、堅牢な監査・認証シ
ステムの構築などが提案されているが、これらに限定され
ない84。

GRPSの回答者からは「AI技術がもたらす悪影響と技術力
の集中」の両方の管理における世界的な条約・協定の役割
も指摘されている。最近のG7における“人口知能に関する
広島プロセス”や“ブレッチリー宣言”など、いくつかのAI開
発におけるガバナンスの枠組みが世界レベルで生まれて
いる。さらに、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の「AI
版」を求める声もすでに上がっている85。こうした存在があ
れば、民間セクターと協力し、最新AIがもたらすリスクと機
会について科学的コンセンサスをグローバルに形成する
ことができる。また、評価サイクルの加速化を必要とするた
め、世界のAIのハードウェアとソフトウェアに関して最善の
予測から得られた知見を、意思決定者に伝えることも有用
である。これらは、重要なAIシステムの報告データベースや
レジストリに拡大することもできるだろう。しかし、これらの
リスクのうち、人類の存続に最も関わるリスクについては、
大国間で広範に協力し、影響力の大きい技術の拡散や軍
事AIの不用意なエスカレーションを相互に抑制していく必
要がある（第３章：グローバルリスクへの対応）。

リスクガバナンス：AIが担うもの図 2 . 1 5

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか。それぞれのリスクに対
し、次の中から３つまで選んでください。」
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開発の終焉？2.5

ー　人類の発展・繁栄は、気候、技術、地政学上の制約から生じる経済的流動性への障壁によって、停滞する可能性がある。

ー　 労働市場の分岐が進むことにより、人口構造や雇用の需給の差異が広がると、先進国と開発途上国との間の不平等が
拡大するとともに、それぞれの国内に新たなリスクを生み出す可能性がある。

ー　失業や経済的困窮から抜け出せない人々の生活水準がさらに低下し、政治力学が根本的に変化する可能性がある。

深刻度スコア：経済的機会の欠如図 2 . 1 6

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

今後10年間のランク：11位

経済力や安全保障の実現を継続的に阻む障壁。貧困の増大または持続、所得や富の不平等の存在または認識、教育・技術・経済的機会への
不平等なアクセスを含むが、これらに限定されない。

今後10年間の平均値：4.9

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計
は100％にならない場合がある。

今後２年間
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深刻度

人類の発展を測る多くの指標は、過去数10年間で急速な
進歩を遂げたが、発展により人類全体が得たものは、明ら
かに脆弱性である。中でも、新型コロナウイルス感染拡大
のパンデミックは世界の進歩に困難な課題をつきつけ、教
育、医療、貧困の面で後退があった結果、2020年には多く
の国や地域で目に見えて後進した（図2.17）86。人口動態の
変化を背景に、雇用市場が変化し、現行の教育・労働・社会
政策が時代遅れになるにつれ、経済的流動性（経済的地位
やそれに伴う成果の改善）は、先進国と開発途上国で同様
に低下していると認識されている。

「経済的機会の欠如」は、グローバルリスクに今年新たに追
加されたリスクである。このリスクは、今後２年間のリスク
のトップ10に含まれており、認識されている深刻度は、今後
10年間で悪化すると予想されている（図2.16）。GRPSの回
答者は、「経済的機会の欠如」を、「失業」の主な要因である
ことに加え、その他のグローバルリスクが複雑に絡み合っ
て生じていると考えている。その他のグローバルリスクに
は、「景気後退」、「インフレーション」などの短期的な経済リ
スクや、「人権の侵害」、「域内暴力」、「社会の二極化」など、
喫緊の社会リスクが含まれる（図2.18）。

進行している大規模な経済の変化に慎重に対応しなけれ
ば、経済的流動性が停滞し後退するだろう。クライメート・

トランジション（低炭素社会への移行）、AIの進歩、人口動
態の変化、および地政学的力学は、今後10年間に相互に影
響し合い、国家間および国内の労働力需給のミスマッチを
深刻化させる可能性がある。社会的結束や政治的成果に
及ぼす影響は広範囲に及び、多くの国々において大部分の
人々の生活水準を脅かすだろう。

Gene Butty, Unsplash
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各国の人間開発指数のスコア（1990～2020年）図2 . 17
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分裂する市場

気候変動対策とAIの導入に牽引され、現在、２つの大規模
な経済変革が同時に進行している。そのため、労働市場の
混乱が世界的に拡大する可能性が高い。これら対を成す２
つの変革は、雇用創出および雇用喪失の質、量、分布を劇
的に変化させ、異なるリスクを引き起こす。中には、雇用創
出やリスキリングの機会を断たれることにより、労働市場が
飽和し、発展が妨げられる国やコミュニティもあるだろう。
他方では、社会や労働力の流動性に関わる課題が、基幹産
業における労働力不足の一因となり、経済の変革や進歩が
遅れる国々やコミュニティもあるだろう。

気候関連、ハイテク関連のどちらの移行も、さまざまな分野
で新たな所得機会を創出し、経済的不平等を解消する貴重
な機会をもたらす。例えば、AI機械学習エンジニアは、最も

急成長する職種のトップと予想されており、2027年までに
40％（雇用者数で100万人）増加する。また、グリーン経済へ
の移行によって、2030年までに3,000万人以上の雇用が創
出されると推計されている87。さらに、再生可能エネルギー
のインフラへの需要を反映し、世界の建設分野では、2020
～30年の10年間に規模が倍増すると予想されている。加
えて、関連の職種（商取引やエンジニアリングに関わる職
種を含む）は、今後数年間で最大の成長が見込まれている

（図2.19）88。

しかし、これらの移行においては、関連する離職・転職も多
いと予想され、雇用の創出と並行して解雇も起こるため、全
体として雇用数は減少する可能性もある。最新の推計値に
よると、今後５年間の構造的な雇用の増加は6,900万人で
あるのに対し、雇用喪失は8,300万人と予想されている89。こ
れほどの規模の離職や転職には、雇用が創出される場所、

人間開発図 2 . 1 8

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024. 
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トップ10の職種（2023～27年）図 2 . 1 9

出典：
World Economic Forum Future of Jobs Report 2023.

注
A．2023～27年の間に雇用者数が実質的に最も増加すると予想される職種。ただし、調査の回
答は、ILOの労働市場統計に基づいて正規化されている。
B．2023～27年の間に最も急成長する（現在の雇用者数に対する成長率が最も高くなる）と調査
回答者が予想する職種。

１位 農業機器オペレーター

２位 大型トラック・バス運転手

３位 職業教育教員

４位 機械工、機械修理工

５位 事業開発専門家

６位 建築物の型枠組立および関連業界職工

７位 総合大学・高等教育機関教員

８位 電子工学エンジニア

９位 板金・構造鋼工、鋳型工、溶接工

10位

１位

２位

３位

４位

５位

６位

７位

８位

９位

10位特殊教育教員

AI機械学習エンジニア

サステナビリティ・スペシャリスト

ビジネス・インテリジェンス・アナリスト

情報セキュリティ・アナリスト

フィンテックエンジニア

データアナリスト、データサイエンティスト

ロボット工学エンジニア

電子工学エンジニア

農業機器オペレーター

デジタル・トランスフォーメーション・スペシャリスト

A．雇用者数の増加が最も著しい職種のトップ10 B．最も急成長する職種のトップ10

産業、スキル区分が、求職者や離職者のいる場所とは一致
しないため、創出された雇用を埋めるには労働力の国家
間の流動性が高まるだろう。EOSの結果からも、国家間の労
働力のミスマッチの拡大は、すでに明らかである。労働力
不足を今後２年間のリスクランキングのトップ５に挙げて
いる国は52カ国であるのに対し、トップ５に失業を挙げて
いる国は30カ国である。図2.20に示す通り、調査が行われ
たほぼすべての国で、国別ランキングのトップ10に、これら
のリスクが１つ以上含まれている。低所得国や低中所得国

は失業のランクが高いのに対し、高中所得国や高所得国の
回答者は労働力不足に対する懸念の方が大きい。

今後10年間の各国の雇用創出は、気候関連およびハイテ
ク関連の移行を実現する投資への参入および投資の選択
的な展開により形成される。例えば、各国政府は、関連産
業の国内における成長を目的とした資金拠出や助成金に
よって、気候関連およびハイテク関連の移行を広く支援し
ている（第２章４：AIが担うもの）。

Benjamin Disinger, 
Unsplash
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World Economic Forum Executive Opinion Survey 2023.

注
最上部右端の四角形は、それぞれの国において労働力不足と失業の両方がリスクのトップ10に含ま
れていることを示している。

「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」

エストニア

クロアチア

必要な資本やリスクも依然として大きいため、投資に関し
ては、経済的に安定した先進諸国への著しい集中がさらに
進む可能性が高い。エネルギー・トランジション（低炭素化
に向けたエネルギー構成の移行）の加速を目的とする公
共・民間の両資本の流入は、より洗練された資金調達制度
や政策インセンティブにより、米国、中国、EUにおいて特に
際立っている90。

それとは対照的に、相対的に経済的に不安定且つ低所得
で紛争が起きやすく、気候変動の影響を受けやすい開発

途上国は、投資や事業に伴うリスクが高すぎるとみなされ
るだろう。信用格付がすでに投資基準を満たしていない場
合も多く、政治、規制、社会、経済の不安定さの高まりや気
候変動による悪影響を踏まえると、企業の関心はさらに低
下する可能性がある91。実際、相談を受けた専門家は、すで
に公表されている気候変動に関連する移住において、資
本が他の場所に移動しかねないと懸念している（第２章
３：３℃の世界）。こうしたことは、公的融資や開発融資が
抱える既存の課題を悪化させるだろう92。後発開発途上国

（LDC）の多くは、過剰債務に取り組んでいるため、中期的
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な開発目標を達成する上で、すでに大きな資金ギャップに
直面している（図2.21）。また、地政学的な不安定さが、こう
した国々の支援に向けた国際金融の取り組み（債務再編か
ら対外援助に至るまで）のさらなる妨げとなる可能性もある

（コラム2.8）。

このように、雇用創出を目的とした投資と働く意欲のある労
働力との間の世界的なギャップは、労働力の需要と供給が
乖離するリスクをもたらすだろう。一部の開発途上国では、
人口ボーナスが短期間のうちに人口ジレンマに変わり、失
業が慢性的なリスクとなる可能性もある。国内外からの十
分な投資がなければ、国によっては、労働力の増加を吸収
できる十分な環境テクノロジー関連の所得機会を生み出

すことができないかもしれない。また、低成長、高金利、低
投資の世界では、他の産業分野も、リスクに晒されかねな
い。これは後発開発途上国に限った問題ではなく、輸出主
導モデルによる成長を目指してきた主要な中所得国も、大
幅な雇用消失に直面する可能性がある93。いくつかの国で
は製造業の動向を反映し、デジタルで提供される成果物の
輸出が急速に成長してきた（図2.22）94。しかし、生成AIの影
響を最も受けるのは、情報技術、財務、人事など、アウトソー
シングやオフショアリングが最も一般化している業界や職
種である95。AIの増加はより高額な所得機会を生むが、こう
した雇用は、技術的に進んだ地域に集中する可能性が高
く、教育やデジタルリテラシーの地域格差は投資なしには
埋められない（第２章４：AIが担うもの）。人件費の低下は

ドル／１人
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後発開発途上国における資金ギャップ図2 . 21

出典：
UNCTAD（2023年）

注
2023年８月31日現在、過剰債務状態にある後発開発途上国（LDC）は６カ国、過剰債務になるリス
クが高いのは15カ国であった。

必要な資金 支出予測

持続可能な開発目標を達成するための、2025年の支出予測と2030年までに必要な資金（ドル／１人）
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依然として、ある程度はオフショアリングのインセンティブ
になると考えられるが、デジタルサービスにおける保護主
義が強まる可能性もある。例えば、データローカライゼー
ション要件の強化は、これらの産業のリショアリングに効果
があるだろう96。それゆえ、製造業とサービス業が主導する
輸出の成長は、開発途上国にとって経済成長に向かう経路
なのかという、より根本的な疑問が急速に浮上している。

多くの先進国では、グリーンインフラ（自然環境が持つ機能
や仕組みを活かした設備や取り組み）関連の雇用創出は、
すでに逼迫している労働市場をさらに悪化させる可能性が
あり97、最大の二酸化炭素排出国にとっては、それが中期的
にグリーン経済移行の厳しい制約になりかねない。また、

地政学的力学や社会の不満を背景に増える、移民や労働
力の流動性を促すよりも、高いスキルを必要としない定型
的な仕事の（人間からマシンパワーへの）置き換えを奨励
する可能性が高くなるため、労働力の減少・高齢化に取り
組む先進国の企業は、AIがもたらす生産面のメリットをフ
ルに活かすため、AIを迅速かつ大規模に展開しようとする
だろう。中程度のスキルの労働者から生成AIへの置き換え
も、サービス産業を中心に、ますます広がるだろう。こうし
た技術の展開が急速に進むと、比較的短期間のうちに、人
間の労働市場の規模が減少すると予想される。その結果、
一部の先進国では、人材不足から不完全雇用や失業に移
行し、開発途上国でもその波及が現れる可能性もある。
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サービス産業の輸出（上位国および開発段階別グループ）図2 . 22

A．商用サービスの輸出の伸び／開発段階別グループ（2005～22年）
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B．通信・コンピュータ・情報サービス、その他のビジネスサービス、および金融の国別輸出シェア（2019年および2022年）
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次のグローバルショックは？コラム 2 . 8

ポストSDGs

2030年が近づくにつれ、持続可能な開発の道筋に対する
国際的な支援が狭まる中、持続可能な開発目標（SDGs）
の重要な柱が明らかに損なわれつつあり、それが今後10
年の基調を決める可能性がある。国内の課題と国際協調
の衰退を踏まえると、利益の奪い合いが増加するリスクも
ある。資金援助の配分目的が、従来の幅広い開発ではな
く、安全保障上の利益によって左右されるようになると、
すべての人々の利益ではなく、少数の人々に利益を生む

取り組みが選ばれる結果になりかねない。例えば、資金援
助の目的が、自然の再生や教育から、港湾など、デュアル
ユース・インフラの建設へと変わっていく可能性がある。
しかし、経済成長が鈍化する中、中国からの投資がさらに
枯渇すれば、重要なインフラ・プロジェクトの中止や遅れ
が生じ、サハラ以南アフリカなどを中心に、低・中所得国
が不安定化する可能性がある98。

取り残される人々

経済的繁栄に至る各国の道筋が、対をなす２つの経済の
移行によって分岐する結果、技術、教育、社会の分断が長く
続く可能性もある。また、労働力や社会の流動性の欠如に
加え、リスキリングを奨励する効果的な政策もなければ、世
界の幅広い層の人々の間で所得機会へのアクセスが狭ま
るだろう。その結果、失業地帯や貧困地域が生まれ、ブルー
カラー労働者にもホワイトカラー労働者にも影響を与える
だろう。

このような混乱は差し迫っているものの、労働者は不意を
つかれるかもしれない。例えば、今年、AIによって正味の雇
用数が減少すると考えているエグゼクティブは10人中４人
だが、雇用者の場合は10人中わずか１人である99。EOSの
調査結果からは、数カ国の国内で潜在的なスキルギャップ
があることが明らかになっているため、今後２年以内に、雇
用需要とのマッチングを阻む障壁に直面することが示唆さ
れる。多くの国の回答者が、ランキングのトップ10に失業と
労働力不足の両方を挙げている（図2.20）。これには、アラ

ブ首長国連邦、サウジアラビア、カタール、トルコ、南アフリ
カ、オーストラリア、ブラジル、アルゼンチンなど、高所得国、
高中所得国、低中所得国が幅広く含まれる。

最新の推計値によると、労働者の５人に３人は、2027年ま
でに新たな訓練が必要になるだろうと指摘されている。し
かし、社会経済層階級や年齢の障壁が経済的流動性の妨
げとなり、既存の不平等性が定着する可能性がある。例え
ば、AIによる教育の進歩にもかかわらず、すべての労働者
が、国の内外で適切な訓練の機会を得られるわけではな
い100。新たな産業に適応するための経済的資源を持つ人々
は、経済的安定を維持し、より高い賃金を獲得できるチャ
ンスが大きくなるだろう。質の高い再訓練が受けられない
人々は、あまり安定していないか、あるいは保証がない雇
用手段に頼らざるを得なくなるだろう。加えて、専門性が低
い職務の自動化は、再訓練への障壁を高くし、社会の流動
性の低下を深刻化させかねない。長期的に見れば、高度な
スキルのある高給の労働者であっても、スキルの陳腐化や
衰え、さらなる技術の進歩によって、人工知能とコンピュー
ターの処理能力の両方の脅威に晒される可能性がある。

Feliphe Schiarolli, 
Unsplash
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次のグローバルショックは？コラム 2 . 9

グリーン社会とテクノロジーに対する反発

経済状況に対する不満が高まると、人々がより良い機会、
所得の平等、生活水準の向上を求めるようになり、社会の
分断が深まるだろう。また、テクノロジーやサステナビリ
ティに対する反発は、この２つの移行に脅かされている
労働者によって加速されるだろう。関連するストライキや
暴動の増加によって、事業の継続性が日常的に妨げられ、
金融機関から公共サービス、輸送に至るまで、必要不可
欠なインフラに混乱が生じる恐れがある。選挙に際して
は、ホワイトカラー、ブルーカラー双方の解雇の問題が政

治方針の中で大きく取り上げられる可能性があり、その結
果、有権者の二極化や、これまではあり得なかったグルー
プ同士の連携が起こり、それらが選挙に影響を与えるか
もしれない。これは、米国と英国それぞれの今後の選挙
で、注目すべき動きになる可能性がある。両国では、歴史
的に労働組合が選挙運動の重要な役割を担ってきた。選
挙におけるこうした組合の力は、グリーン社会とテクノロ
ジーが対になって展開する経済の移行を遅らせる可能性
がある。

就業者は、十分な社会的保護制度がなければ、解雇や、再
雇用に困窮し、高い割合で貧困や飢餓、ホームレス状態に
直面するだろう。特に、コストとインフレーションの高止ま
りが長引けば、その可能性はさらに高くなるだろう。医療、
住宅を含む、基本的な生活必需品への入手も制限されか
ねない。安全・安心な生活への道筋に対する支援がなけれ
ば、犯罪や軍事行動、過激行為に追い込まれる人々も増え
るだろう（第２章６：犯罪の波）。より良い経済的機会や、場
合によっては社会的支援を求めて移住する人々の間では、
経済的理由による移住に選択の余地がないことが一般的
になるかもしれない。しかし、それさえも、人によっては不
可能なこととなるだろう。

こうした事の多くは、財政的余裕の少ない開発途上国で最

も深刻に感じられるかもしれないが、こうしたリスクは先進
国でも依然として懸念されている。例えば、劣悪な環境の労
働者は、他の機会がほとんど得られず、化石燃料に依存す
る地域経済の中に取り残される可能性がある。また、解雇
された高齢の労働者は、社会制度や医療の負担が増大し、
退職後の不安が高まるという、異なるリスクではあるが生
活費危機というリスクに連鎖するだろう。予想される雇用の
混乱は、知識、技術、所得、富の集中をさらに加速させ、貧困
の連鎖を永続化させる可能性がある。あまり恵まれていな
い環境に生まれた人々は、困難で潜在的により高い障壁に
直面する可能性が高いため、自身の能力を最大限発揮す
ることができず、土台である安定し包摂的な社会において
の、能力主義と公平性も損なわれている。

Delia Giandeini, 
Unsplash
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生活水準の停滞

人々の生活や福祉が脅威に晒されると、先進国でも開発途
上国でも、政府は財政的余裕と政治的意図が相互に影響し
合った対応をするだろう。これらの経済変革を慎重に管理
しないと、世界の大部分の人々の間で、経済的苦境により、
人間開発の指標（貧困、および教育・医療への支援など）が
悪化しかねない。さらに、現世代と次世代の生活水準が維
持されなければ、多くの国で、社会や政治の力学が根本的
に変化する可能性がある。

昨年、グローバルリスク報告書2023年度版（第２章６：経済
の安定）で概説したように、さまざまな投資需要が競合して
いる中で、人的資本に対する長期的投資（教育や医療制度
など経済的機会の実現に不可欠な投資）を行う財政的余裕
のある国は少ないだろう。このことは、最も脆弱な国で深刻
に表面化し、潜在的な投資危機に直面することで、長期的
に経済が蝕まれてまれていく可能性がある。財政的余裕が
なくなり、民間資金が抑制されたままだと、こうした国々は、
次第に資金使途の選択を迫られるだろう。例えば、対外債
務の支払い、苦境に陥っている人々への強力かつ直接的な
セーフティネットの提供、気候変動対策や技術開発がもた
らす将来的成長への投資、気候変動の緩和と適応、保健・
教育制度を通じた人的資本の長期的な適応力強化といっ
た支出である。

このような環境では、手厚いセーフティネットや雇用の安定
を優先して政策するよう国民から政府への圧力が高まり、
介入主義的な政府を求める国民の声によって財政政策が

再調整される可能性がある。また、テクノロジー（自動化や
AI）に対する課税と富の再分配への支持が高まるかもしれ
ない101。しかし、一般的に債務の持続可能性に対する懸念
を踏まえると、政府が、失業給付金の増額、最低賃金の引き
上げ、再教育のための助成金などによって、気候変動やAI
に関連する解雇が人々にもたらすリスクを低減する余裕を
持てるかどうかは、関連する生産性の向上がGDPや税収の
成長につながるかどうかに部分的に左右される。労働市場
の分岐の結果、こうした急激な変革を経験している自国の
労働者を支援し、開発の歩みを続け、生活水準を維持する
各国政府の能力にも、大きな差が出てくると考えられる。

政府の取り組みが不十分（あるいは、不十分と思われる）
国々においては、自分たちや自分たちの子どもの未来には
ほとんど機会がないと考える下層階級や中産階級の幻滅
に、ポピュリストによる運動が付け込むことになるだろう。
そうした状況においても、イノベーションや起業は奨励さ
れるかもしれないが、期待とのギャップから不満が高まる
だろう。開発途上国でも先進国でも同様に、人々はインター
ネットを介して自分より良い暮らしをしている人々を目の当
たりにすることになるが、自分が置かれた環境では経済的
機会が限られ、そのようなレベルの生活水準を手に入れる
ことは難しいとされるだろう。収入や可能性のわずかな変
化であっても、抗議や市民の不安を引き起こし、反移民感
情の高まりや移民に対するヘイトクライムの増加をもたら
すかもしれない。最も極端な場合、現状に対する不満から、
社会があからさまな反乱や政権交代要求へと向かうことさ
えあるだろう。

Nick Van Den Berg, 
Unsplash
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リスクガバナンス：開発の終焉?図 2 . 2 3

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか。それぞれのリスクに対
し、次の中から３つまで選んでください。」
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リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

今、行動すること

グリーン経済への移行や最新AIは、従来の経済モデルや発
展の道筋に急激な変化をもたらすが、もたらされる機会も
それと同じくらい大きい。慎重な管理とある程度の国際協
調があれば、労働力や社会の流動性が効果を発揮し、リス
クよりもむしろ繁栄が国境を越えて共有されるだろう。そう
なれば、２つの経済変革が生産性に爆発的なプラスの効
果をもたらし、人間開発を促すことができる可能性も高い。

例えば、失業は、主に企業戦略と国および自治体による規
制によって対処できると考えられる（図2.23）。一方、リモー
トワークや従来とは異なる雇用形態の増加は、技術や能力
の変化とともに、経済的機会の入手における世界的な不平
等に対処するのに役立つだろう。また、世界の税制の再構
築に向けた現在の取り組みは、新たな不公平の原因もター
ゲットとし、開発途上国が次世代のバリューチェーンにお
いてシェアを確保できるよう支援すべきである。多国間お
よび国際的な金融のメカニズムを支援すれば、最も脆弱
な国々が実際に抱えているリスクや、認識されているリスク
を減らし、資金調達の流れを生み出すこともできる。保証の
利用を拡大すれば、潜在的な民間投資家の裾野を広げるこ

とができる。慈善投資家からの支援も含めたブレンデッド・
ファイナンスの仕組みは、リスク・リターン特性に対する認
識を向上させ、開発途上国における投資機会を機関投資
家に広げる可能性がある102。

以上のような雇用状況の構造的変化を前にして、それに無
関心でいられる産業や国はほとんどない。経済的流動性を
改善するためには、気候変動やAIが労働市場に与える影響
が均一でないことを認識した上で、労働力不足など特定の
脆弱性に合わせた解決策を産業レベルや国レベルで策定
していかなければならない。例えば、グリーン経済への移
行によって「取り残される」人的資本、すなわち、炭素集約型
産業から解雇された労働者は、地理的、経済的、技能的な
障壁を克服できれば、環境分野の労働力不足に対処する
上で役立つだろう。医療、介護、教育、観光、ホスピタリティ、
農業、個人向けサービス、文化など、技術やグリーンという
狭い定義に収まらない分野はいずれも、人間的特性を好む
とともに、大規模な雇用を生み出す傾向が強い。これらの
分野をもっと重視すれば、各国の労働市場や労働力の構造
転換を支える上でも役立つと考えられる。公共セクターと民
間セクターが協力し、斜陽産業から成長産業に技能移行を
行う必要もあるだろう。
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犯罪の波2.6

深刻度スコア：不正な経済活動図 2 . 2 4

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

今後10年間のランク： 31位

経済の進歩と成長が阻害されるような組織犯罪や不正な企業活動の世界的な蔓延。違法な資金の流れ（脱税、制裁回避、マネーロンダリン
グなど）、違法な取引や売買（偽造、人身売買、野生生物取引、武器など）を含むが、これらに限定されない。

今後10年間の平均値：4.0

注
深刻度は、１～７のリッカート尺度［１－低い、７－高い］で評価。
グラフの数値は切り上げ／切り捨てされているため、割合の合計
は100％にならない場合がある。
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ー　 国家の脆弱性は、気候変動や紛争、経済的苦境によって加速され、統治の空白を生み、または拡大させ、国際組織犯罪
の蔓延を招くことがある。

ー　 技術の進歩によって、新たな市場が生み出される一方で、犯罪ネットワークの拡大も可能になり、それに伴い、犯罪に
よる人的・経済的コストが高まるだろう。

ー　 これらの地下経済活動の手軽さと魅力が増すと、おそらく犯罪者と国家との線引きが曖昧になるだろう。

組織犯罪は、そのターゲットとオペレーションの両面でグ
ローバル化し続けることで、より広範な国々において、不安
定化を招く強力な存在となる可能性がある。最新データに
よると、あらゆる犯罪市場や犯罪者の活動が活発化してい
ることが明らかになっている（図2.25）103。殺人発生率の低
下にもかかわらず、組織犯罪は、依然として致死的暴力の
大きな誘因となっている。2000～19年の間に、組織犯罪に
より、世界中のすべての武力紛争による死者の合計とほぼ
同数の殺人が発生し、死亡者数は年間約65,000人であっ
た104。

不正な経済活動は、あまり注目されていないリスクであり、
深刻度の認識は、今後2年間においても今後10年間におい
てもランクが比較的低く、それぞれ28位と31位になってい
る（図2.24）。本セクションでは、以上のようなデータの傾向
を踏まえ、GRPSで採用している定義よりも狭い範囲ではあ
るが、本リスクの中でも特に組織犯罪に焦点を当てる。加
えて、地政学、環境、人口、技術の面で生じている新たな勢
力によって、すでに慢性化している組織犯罪のリスクが、今
後10年の間に差し迫った危機に変わる可能性があるかど

うかを検討する。実際、不正な経済活動の推進要因と認識
されているリスクの多くは、短期・長期の両期間において、
最も深刻と認識されているリスクである。これは最も連関
性が高いトップ10のリスクに入っており、景気後退、経済的
機会の欠如、サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失
敗、非自発的移住に加え、失業、域内暴力、地経学上の対立
などが推進要因になると見られている（図2.26）。

同時に進行する次の３つの動向が、今後10年間、犯罪シン
ジケートや関連する違法市場を活性化すると考えられる。
第１は、社会の脆弱性である。これは地政学、社会経済、環
境の脆弱性から生じるが、違法市場の拡大を促進する可
能性がある。第２は、テクノロジーの進歩である。これによ
り、参入障壁（国境、言語、スキル）が無くなると、サイバー領
域を中心に、新たな収益源が生まれ、国際犯罪ネットワー
クの拡大が可能になる。最後は、合法的な統治の崩壊であ
る。統治が崩壊すると権力の空白が生じるため、犯罪組織
の力が拡大し、脆弱な政権と領土支配をめぐって争ったり、
国家権力の中の主体と結託して利益をあげたりすることも
可能になる。
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出典：
Global Initiative Against Transnational Organized Crime, 
2023.

注
2021年と2023年の両指数（AとB）の平均を比較。国際組織犯罪指数（Global Organized Crime 
Index）2023年版では、多数の新たな指標が追加された（＊を付したもの）。金融犯罪とは、さまざ
まな活動を通じて、国家、事業体、民間人に金銭的損失を与える組織犯罪をいう。しかし、他のカテ
ゴリーとの重複がある場合、このような活動が他の犯罪市場に起因する金融犯罪については、それ
ぞれ該当する市場指標に分類した（例えば、伐採契約が関わる不正購買は植物犯罪に分類）。
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脆弱な市場

今後10年間は、地下経済（すなわち闇経済）105が急拡大し
て、組織犯罪ネットワークにとって利益が大きい収益源や
人材プールを作る可能性が高く、犯罪による代償は、広く市
民が負担することになる。

資源の逼迫、紛争、経済的苦境が相互に影響し合うと、密
輸の需要が一層拡大するとともに、犯罪活動に対する脆弱
性も高まる106。また、麻薬、武器、重要資源、現金、医薬品の
密輸や人身売買の需要は、地政学、経済、環境の開発と並
行して増加するだろう。制裁体制の拡充（第１章４：紛争の
増大）、攻めの地経学的政策、気候変動に起因する非自発
的移住、さらには合法経済においても予期される（食糧、燃
料、医療、重要鉱物の）価格変動はすべて、新たな地域別市
場や新製品における違法な密輸の拡大を促す可能性があ
る107。例えば、現在、技術バリューチェーンにおいて市場集
中が進んでいるが、これは半導体を始めとする技術関連の
密輸が拡大し続ける可能性が高いことを意味している（第
２章４：AIが担うもの）108。重要資源の違法採掘は、東南ア
ジアから中南米に至るさまざまな地域の不安定化の最大

の原因となり、暴力、腐敗、先住民の強制退去、環境破壊を
引き起こすだろう109。資源の不足によって価格が上昇する
と、違法伐採などの環境犯罪が発生し、それが強制労働や
人権侵害を助長するとともに、より広範な環境への影響を
加速させる可能性もある110。同様に、漁業に、組織犯罪グ
ループの関心がさらに集まる可能性もある。違法・無報告・
無規制の漁業は、管轄権の問題が取り締まりの妨げとなっ
ていることから、これに携わっても、罰せられることが比較
的少ない収益源である。また、そうした違法な漁業は、麻薬
取引や人身売買など、他の違法な海上取引に利用されるこ
ともある111。

同時に、これら同じ動向に起因する社会経済の脆弱性に
よって、犯罪ネットワークとの接触も増えるだろう。紛争や
気候変動に起因する移住は、児童労働やサイバー奴隷な
どに関わる犯罪者による搾取を助長する可能性が高い112。
さらに、社会崩壊、都市内での人種隔離、貧困、経済的不平
等はすべて、犯罪活動の潜在的な推進要因であることがよ
く知られており、犯罪活動に関わる人々を増やす可能性が
ある113。加えて、失業は不正な経済活動の最大の要因と考
えられている（GRPSの回答者の40％以上が選択）。生活危

組織犯罪図 2 . 2 6

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024. 
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機に陥りやすい国々において、貧困や失業が慢性的な懸念
になると（第２章５：開発の終焉？）、犯罪が主な収入源と
なり、コミュニティによっては生活必需品を手に入れる唯一
の手段となるかもしれない。

サイバー犯罪に対する脆弱性

同時に、先進技術の急速な統合は、世界のより多くの人口集
団をデジタル搾取や物理的搾取に潜在的にさらしている。
組織犯罪ネットワークは、新たなテクノロジーを活用した融
合型ビジネスモデルを採用することで、不正な資金調達が
多様化し、ますます組織犯罪の物理的存在を断片化するだ
ろう。こうしたことは、人々や合法的なビジネスにとって、大
きなリスクとなる。また、政府の権力に盾突き、国家の領土

支配を脅かすような暴力へとつながる可能性もある114。

新たなソフトウェアやその能力は、犯罪ネットワークに新た
な市場をもたらすとともに、サイバー犯罪が組織犯罪の低
リスク・低コストの収益源となることも増えるだろう115。例え
ば、フィッシング攻撃に生成AIを用いれば、少数言語さえ簡
単かつ正確に翻訳することができる。今後、サイバー防御シ
ステムがより高度化すれば、攻撃のターゲットはデジタルリ
テラシーの低い個人や、セキュリティの緩いインフラおよび
システムに移るだろう。中南米ですでに広まっているサイ
バー犯罪は、所得増加に伴いインターネットへの接続が世
界の大部分の人々をオンライン化によって結び付けたこと
で、アジアや西アフリカ、アフリカ南部の地域にも広がり続
けるだろう116。

「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」
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国別リスク意識（地域別）：サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗図 2 . 2 7

出典：

World Economic Forum Executive Opinion Survey 2023;
Global Initiative Against Transnational Organized Crime, 
2023.

注
データポイントの色は、その国の犯罪深刻度スコアを表わしている。犯罪深刻度スコアは、国際組
織犯罪指数（Global Organized Crime Index）2023年版に基づく。スコアは、10の犯罪市場と4種
類の犯罪者の平均である。スコア（赤色）が大きいほど、犯罪状況の深刻度が大きいことを表わし
ている。横軸には、比較として、EOS調査で把握した各国のリスク意識におけるサイバー犯罪やサイ
バーセキュリティ対策の失敗のランキングを示している。
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図2.27を見ると、開発途上地域のビジネスリーダーの間で
サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗のリスク
に対する懸念が高まっていることが分かる。カメルーン、マ
リ、タイ、アラブ首長国連邦など、深刻さが増しているサイ
バー犯罪にすでに取り組んでいる国々では、今後２年間の
リスクランキングのトップ10に入っている。専門家の中に
は、サイバー犯罪による収益源と物理的収益源を活用する
デジタル融合型モデルが採用され、そうした活動が麻薬密
売などの別の形態の違法収入に取って代われば、暴力は
減少する可能性があると考える者もいた。しかし、注目すべ
きは、ギャング間抗争で犯罪者が集結する場合よりも、サイ
バー犯罪の破壊的な影響力により、危険に晒される一般市
民が増えることである。加えて、サイバー犯罪は人身売買な
ど別の形の身体的暴力にも関係する117。

組織犯罪グループによるテクノロジーの活用は、ますます

進むだろう118。ネットワークを地理的に拡大し、経済・政治
活動の戦略的足場を強化するためである。犯罪ネットワー
クは、テクノロジーにより、需要の高まりや、規制と法執行の
ギャップ、警察や国家の正当性に対する国民の否定的なイ
メージを利用して拡大することができる。資金調達、サプラ
イヤー、顧客、暴力を、別々の市場を起源としてネットワーク
化できるからである119。EOSの結果は、ビジネスリーダーの
認識として、このリスクが過小評価されている可能性がある
ことを示している。今後２年間については、より従来型の犯
罪（不正取引、人身売買など）は、中南米およびカリブ海諸
国に概ね集中したままだと予想されている（図2.28）。注目
すべきは、ナイジェリア、ケニア、トルコ、インドネシアなどの
数カ国である。これらの国々では、犯罪深刻度レベル（濃い
オレンジ色）がすでに高いにもかかわらず、リスク意識のラ
ンキングでは不正な経済活動の順位がそれほど上位では
ない。

「今後２年間で、あなたの国にとって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクはどれですか」
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国別リスク意識（地域別）：不正な経済活動図 2 . 2 8

出典：
世界経済フォーラム2023年エグゼクティブ・オピニオン調査、
国際組織犯罪対策会議（2023年）

注
データポイントの色は、その国の犯罪深刻度スコアを表わしている。犯罪深刻度スコアは、国際組
織犯罪指数（Global Organized Crime Index）2023年版に基づく。スコアは、10の犯罪市場と４種
類の犯罪者の平均である。スコア（赤色）が大きいほど、犯罪状況の深刻度が大きいことを表わし
ている。横軸には、比較として、EOS調査で把握した国別リスク意識における不正な経済活動のラン
キングを示している。
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テクノロジーによって可能になった新市場・地域における
不正活動の急増は、国や企業、個人に多大な影響を与えか
ねない。企業は、サイバーセキュリティ上の懸念に加え、さ
まざまなリスクの高まりに晒される恐れがある。その範囲
は、企業イメージ悪化の脅威、資金の流れおよびサプライ
チェーンに対する規制監視から、市場の長期的な停滞まで
幅広い。より極端なシナリオでは、これら犯罪シンジケート

の地理的拡大は、ハイチなど中南米・カリブ海諸国の近年
の動向に見られるように、政府の権力に盾突く政治的暴力
にもつながりかねない120。また「統治されていない」空間が
増大すれば、多くの先進国の都市でも武装過激派グループ
や幻滅した若者が増加し、治安が脅かされる可能性も高く
なる。

次のグローバルショックは？コラム 2 . 1 0

フェンタニルの世界的蔓延

タリバンの禁止令の施行によって、アフガニスタンにおけ
るケシ生産がほぼ根絶されれば、世界の麻薬取引に広範
な影響を及ぼす可能性がある121。これまでアヘン生産の
約80％を占めてきたアフガニスタンからの供給が急速に
不足すれば、その需要は合成薬物でほぼ満たされるだろ
う。例えば、フェンタニルは犯罪組織にとって大きな利点
がある。労働集約性が低く、必要な前駆体物質が少量で、
低コストの収益源だからである。相談を受けた専門家の
中には、「サービスとしての犯罪」を提供する違法な製造

所の建設によって先進工業国でのオンショア生産が可能
になっていることを示す初期の兆候に言及した者もいた。
しかし、フェンタニルは、天然のアヘンよりもはるかに強
力であるため、市場への浸透が拡大すると、健康への深
刻な影響が生じることが懸念される。フェンタニルは米国
の若年成人の死因のトップであり、フェンタニルの過剰摂
取によると判断される死亡者数は、2022年には約11万人
に達している。米国と中国は、最近、前駆体となる化学物
質の輸出を制限することで合意した122。

Randy Laybourne, 
Unsplash

国家が可能にした犯罪

国家の脆弱性が高まると、より広い範囲の犯罪者にとって、
これらの地下経済の手軽さと魅力が増す。国家の対応能力
の低下に加え、場合によっては、犯罪者と国家の間の線引
きが曖昧になるからである。実際、今後10年の間に、国家自
体が組織犯罪を支援したり、組織犯罪の影響を受けやすく
なる可能性がある123。

国家の脆弱性を推進要因に腐敗がさらに蔓延すると、国家
が組織犯罪に効果的に対抗するためのレジリエンスを回
復できず、むしろ犯罪ネットワークに取り込まれてしまう悪
循環が生じる可能性もある。政府の腐敗は、例えば、組織犯
罪グループが輸送拠点や法執行機関、公共セクターの一部

の支配を確立する上で効果的な場合がある124。その結果、
法の支配が蝕まれ、競争が歪められ、経済成長がさらに弱
まり、社会の信頼と法執行能力の両方が損なわれるだろ
う。図2.29125に、犯罪と脆弱性の共生関係を示している。紛
争や腐敗の発生が増え、深刻化している脆弱な国家と犯罪
は、概して密接な関係がある。

国家による不正活動の「支援」が、より一般的である場合も
ある（コラム2.11）。例えば、サイバー空間では、商品化され
た製品（ランサムウェアなど）や有料サービス（マネーロン
ダリングなど）が、今では技術力の低い犯罪者でも簡単に
利用することができる126。これには、国家や国家の支援を受
けた犯罪者による、スパイ活動や外国からの干渉を目的と
する調達も含まれる127。その結果、組織犯罪、私兵、テロリス
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犯罪と国家の脆弱性図 2 . 2 9

出典：
Global Initiative Against Transnational Organized Crime, 
2023; Fund for Peace, 2023; Institute for Economics & Peace, 
2023; Transparency International, 2023.

注
右上の大きい赤色の円は、脆弱性、腐敗、犯罪のレベルが高く、平和のレベルが低い国を表わして
いる。縦軸には脆弱国家指数（Fragile States Index）2023年版に収録されている12の主要な政
治・社会・経済指標に基づく各国の脆弱性スコアを示している。スコアが大きいほど（上に向かう
ほど）、脆弱性が相対的に高いことを表わしている。横軸は、その国の犯罪深刻度スコアを表わし
ている。犯罪深刻度スコアは、国際組織犯罪指数（Global Organized Crime Index）2023年版に
基づく。
スコアが大きいほど（右に向かうほど）、犯罪状況がより深刻であることを表わしている。データポ
イントの色は、腐敗認識指数（Corruptions Perceptions Index）2022年版に基づくその国の公共
セクターの認識されている腐敗のレベルを表わしている。スコアが低ければ（赤色であれば）、腐
敗度が高い国であると解釈できる。円の大きさは世界平和度指数（Global Peace Index）2023年
版に収録されている23の定性的・定量的指標に基づくその国の平和度を表わしている。スコアが高
ければ（円が大きければ）、平和度が低い国であると解釈できる。
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ト集団の間の線引きも曖昧になるだろう。また、情報の流
れに対する取り締まりが広がる中（第１章３：偽情報）、利
権や二者間協定の見返りとして、報道ジャーナリストのデー
タ提供を求めるなど、国家と組織犯罪との間の共生的パー
トナーシップが拡大する可能性もある。

国家の支援を受けたグループの場合、合法活動と非合法活
動の両方を行う融合型ビジネスモデルが、さらに増えるか
もしれない。例えば、民間軍事会社のワグネルグループは、
米国によって「国際犯罪組織」に指定されている。ワグネル

は、特にアフリカ全域を対象として、鉱業会社などの経済主
体のネットワークを有している128。こうした組織の存在は、
法的権利を行使する能力を有していない国家の場合は特
に、紛争、脆弱性、腐敗、犯罪のサイクルをさらに加速しか
ねない。こうした組織が存在すれば、致死的暴力を引き起
こせるだけでなく、他の経路が行き詰っても不法活動の経
済的経路を提供することもできる。例えば、気候変動によっ
て耕地やチャド湖の水産資源が減少したことで、それに代
わる収入源を確保するため、武装集団に加わる者も現れて
いる129。
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次のグローバルショックは？コラム 2 . 1 1

犯罪者国家

より極端なシナリオでは、国家そのものが犯罪者となる場
合がある。サイバー犯罪は、大きな利益を生む不正な資
金調達源を作り出す可能性もある。そうしたサイバー犯
罪は、発生源の国の特定が難しいため、不正に調達した
資金は、政府のサービスや不正な政治活動（暗殺、偽情報
キャンペーンなど）、さらには政治キャンペーンにも利用

可能である。例えば、北朝鮮は、昨年、８カ月間に２億ドル
の暗号通貨を盗んでいるが、これは、核兵器開発計画に
要する資金調達のためだと言われている130。独裁的な政
府や脆弱な政権、「統治されていない国家」ほど、このよう
な犯罪に手を染めやすい。

今、行動すること

地理的な市場と経済市場の両方で不正な活動の蔓延を効
果的に防止するためには、３つの主要分野への取り組みが
考えられる。不正利益のロンダリング機能、広域犯罪ネット
ワークを可能にする通信手段、汚職である131。監視のリスク
対策は慎重に行いつつ、暗号化による通信の解体は、国際
犯罪ネットワークを破壊する抜本的な手段となり得る。近年
では、EncroChatの捜査で、6,558人が逮捕され、９億ユー
ロに近い犯罪資金が押収・凍結された132。前記の３つの柱
はすべて、統治体制の複数の領域で取り組むことが可能で
ある。しかし、GRPSの回答者は不正な経済活動に関係する
リスクの低減とリスクへの備えのための行動を推進するに
は、国および自治体による規制が最も可能性が高いと感じ
ている（図2.30）。

国際協力には制約があるため、犯罪に関しては、片務協定、
二国間協定や地域協定へと取り組みが移行することがあっ
ても、政治同盟よりも強い国境を越える国際犯罪ネットワー
クへの対処には、あまり効果がない可能性が高い。GRPS
の回答者は、各国の取り組みを後押しする上で世界的な条
約・協定が引き続き必要であると認識している。国連のサイ
バー犯罪に関する条約の策定は、サイバー犯罪やサイバー
セキュリティ対策の失敗という文脈では比較的重要性が低
いと考えられていたが、勇気づけられる一歩だと考える者
もいる。ただし、その条約に関連した政府の人権抑圧に対
しては懸念も大きい133。しかし、採択されれば、サイバー犯
罪の予防、捜査、訴追を含めた、サイバー問題に関する初
の国際協力の枠組みとなるだろう134。犯罪活動への参入経
路や需要を減らすためには、こうした取り組みと並行して、
社会経済的要因に焦点を当てることも不可欠である。

リスクガバナンス：犯罪の波図 2 . 3 0

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか。それぞれのリスクに対
し、次の中から３つまで選んでください。」
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10年後への備え2.7
グローバルリスクに対する協調を左右する、今後10年間の
世界政治の見通しについての設問では、回答者の３分の
２（66％）が、世界秩序は多極化または断片化し、中堅国と
大国が地域ごとの協定や規範を設定し、施行するだろうと
答えている（図2.31）。相互に連関する環境危機からテクノ
ロジーの高速な進歩まで、世界の喫緊の問題に対する協調

は、ますます不足し、グローバルリスクに対処するための新
たなアプローチが必要となるだろう。次章（第３章：グロー
バルリスクへの対応）では、多極化する新たな状況を踏ま
え、今後10年に直面するさまざまな種類のグローバルリス
クとその対処法について検討する。

世界政治の見通し 図 2 . 3 1

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2022-2023.

15%
２つの超大国間の戦略的競争によって、世界秩序は二極化
または分岐する

９%
米国主導のルールに基づく国際秩序が継続または復活する

66%
世界秩序は多極化または断片化し、その中で中堅国と大国
が地域ごとの協定や規範を設定し、施行する

10%
別の超大国が主導して、新たな国際秩序へと再編される

「今後10年間で、グローバルリスクに対する協力を左右する世界の政治環境について最も近いと思われるのは次のどれですか」
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Endnotes

1. Severity scores of 3.9 for the two-year and 4.7 for the 10-year horizon in 2024, compared to 5.3 and 5.2, respectively, in 
2023.

2. Institute for Economics & Peace, Global Terrorism Index 2023, 2023, https://www.visionofhumanity.org/wp-content/
uploads/2023/03/GTI-2023-web-170423.pdf.

3. Longer-term, macro, structural trends and uncertainties are often used in conducting strategic foresight exercises. For 
example, the EU’s 2023 Strategic Foresight outlines a set of key social and economic challenges, including the rise of 
geopolitics and reconfiguration of globalization. The US National Intelligence Council’s Global Trends 2024 Report outlines 
four “structural forces”, defined as “conditions and trends that are somewhat knowable or forecastable with data because 
of existing conditions of patterns”, and includes a detailed set of predictions relating to demographics and human 
development, environment, economics and technology. The structural forces adopted for the purposes of this report 
build on and adapt these concepts, to define the most material longer-term shifts in the systemic elements of the global 
landscape, identified through expert stakeholder consultation. For more information, see: National Intelligence Council, 
Global Trends 2040: A more contested world, March 2021, https://www.dni.gov/index.php/gt2040-home, and European 
Commission, 2023 Strategic Foresight Report, 6 July 2023, https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/strategic-
planning/strategic-foresight/2023-strategic-foresight-report_en. 

4. The global population is projected to increase by nearly 0.7 billion people over the next decade, but population growth 
has been slowing over the past 50 years, with the global growth rate hitting 0.82% in 2021. This reflects rapidly 
falling fertility rates over the same period, dropping to around 2.3 births per woman, globally, in 2021. In contrast, life 
expectancy globally grew by almost nine years since 1990. See the following for further details: PRB, Africa’s Future: 
Youth and the Data Defining Their Lives, https://ourworldindata.org/world-population-update-2022; https://www.
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グローバルリスクへの 
対応

3

これまでの章では、幾多の脆弱性が重要なグローバルな課
題への対応能力を圧迫している状況について概説した。本
章では、次第に複雑化し非線形に進化しているグローバル
リスクの変遷の側面を踏まえ、協調が不足し分断された地
政学的環境を背景に、グローバルリスクにどう対処できる
かを考察する。

協調が容易でない世界における
不安定なリスク状況への対応

私たちが直面している課題の中には、パンデミックや地政
学的紛争といった人類の歴史に馴染み深いリスクもあれ
ば、地球システムの変化や新たな技術がもたらす悪影響
など、急速に進化しつつある新しいリスクもある。多くのグ
ローバルリスクは本質的に相互連関しており、人間開発に
広範な影響を及ぼすことにで、レジリエンスを蝕み、私たち
の集合的な対応能力を低下させかねない。

協調した取り組みがグローバルリスクに対処する基礎であ
ることに変わりはないが、すべてのグローバルリスクが唯
一の実行可能な解決策として、深い世界的な協調を必要と
するわけではない。分断化が進む世界では、さまざまな協
力の度合いを想定した選択肢を検討することで、計画と備
えを支える幅広いメンタルモデルを提供することができる。

グローバルなリスク削減措置を実施することは、地球公共
財を提供することに等しい１。このような財は、非排除的か
つ非競争的なものとして定義される。つまり、普通財とは異
なり、ある国が使用することによって、他の国のアクセスが

妨げられたり、他の国の利用可能性が低下したりすること
はない。例えば、ある国の政府が感染症の拡大を遅らせる
政策を実施すれば、国際社会全体がその恩恵を受けること
になる。

地球公共財同様、リスク削減の取り組みも「ただ乗り問題」
に悩まされる傾向がある。さまざまな、時には競合する権
力が自身の利益を追求する世界では、政府は、予防や備え
の負担を他者に転嫁する一方で、コストを負担することなく
他者の投資がもたらす恩恵を得ようとするかもしれない。
同様に、リスク削減のあらゆる取り組みが、同じレベルの協
力の実施を必要とするわけではない。１つの国やステーク
ホルダーの取り組みのみで十分なものから、すべての関係
者の協力を必要とするものまで、幅がある２。

地球公共財という確立された概念３に立脚して考えると、グ
ローバルリスク削減のアプローチは、必要とされる協力の
レベルに応じ大まかに、「地域限定の戦略」、「画期的な試
み」、「行動の結集」、「国境を越えた協調」の４つに分類さ
れる。

本報告書で取り上げたグローバルリスクの複雑さと伝播す
るスピードに対処するには、利用できるあらゆる手段を駆
使する、柔軟かつ機敏なアプローチが必要となる。個々に
あるいは共同で行動することで、避けることのできないリス
クについては備えのための対策を実施し、避けることので
きるリスクに対しては、一体となってリスクを予防し、あるい
は発生可能性を低減することができる。

Mika Baumeister, 
Unsplash

グローバルリスク報告書2024年版 85



地域限定の戦略3.1
地域レベルでグローバルリスクに対処する地域限定の戦
略は、国境を越えた協調をほとんど、あるいは全く必要とし
ない。これらの戦略は主に、避けられないグローバルリスク
の影響に耐えるための地域社会の備えの強化に関係する
ものであり、国境を越えてその影響を大きく緩和するもの
ではない。

気候変動による最悪の影響を回避するための適応が急務
となる中、地域の対策は、グローバルな合意に共通する長
いプロセスに妨げられることなく、比較的迅速なリスク対応
が可能となる。そうした対策は、レジリエンスを高める建築
基準法の制定から、山火事管理、洪水防止、熱波の緩和へ
の投資まで多岐にわたる。インフラ投資は、パンデミックに
対する国の備えを強化するのにも役立つ。新型コロナウイ
ルス感染拡大時には、国の医療システムの対応能力、すな
わち病床、集中治療室、医療従事者をどれだけ確保できる
かが、地域的な影響を決定づける大きな要因となった。地
域限定の戦略は、一般的に備えの強化と関連しているが、
グローバルリスクの顕在化を完全に防ぐ場合もある。例え
ば、各地域でワクチン指針を遵守することにより、ポリオの
ような病気を撲滅することができる。

GRPSの中で強調されているグローバル・リスクガバナンス
のアプローチには、地域的な対策に該当するものがいくつ
かある。すなわち、国民に対する啓発・教育、金融商品等、国
および自治体による規制である。国民に対する啓発・教育
の取り組みは、AIを利用した誤報が地域のメディア環境に
与える影響の軽減に効果的である。AI生成コンテンツの拡
散を一国だけでコントロールすることは難しいが、公的な
教育制度にAIリテラシーを盛り込み、AIの能力についての
理解と信頼できる情報源の特定という課題を優先すること
は、一国の権限でできることである。金融商品等（保険、大
災害債券、公的リスクプールなど）は、自然災害や地経学的
ショックの影響を軽減できる一方、社会的セーフティネット
や年金は、人口動態のトレンドや社会の二極化に伴う長期
的リスクを管理する上で重要な手段となる。

GRPSの回答者の過半数が、多くの経済リスクに対する行動
を推進する上で重要であるとして挙げたのが国および自治
体による規制である（図3.1）。適切な財政・金融政策を用い
ることで、インフレーションを制御し、資産バブル崩壊に対
するレジリエンスを高めることができる。中央政府はまた、
不正な経済活動を取り締まり、組織犯罪に対する自国の脆

国および自治体による規制（例：環境、業務、金融関連の規制・インセンティブ）
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回答者の割合（％）
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国および自治体による規制によって対処される上位グローバルリスク図 3 . 1

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等、国および自治体による
規制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する啓
発・教育、多くのステークホルダーの関与。
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弱性を低減する権限も有している。生物多様性の喪失と生
態系の崩壊や汚染に対する防御も、国あるいは自治体の環
境規制を通じて管理することができる。

地域限定の戦略は独自に制定することができるため、協力
の必要性という点ではハードルが低い。しかし、課題がない
わけではない。レジリエンスを高めるための投資にはコス
トがかかり、すべての国・地域が同じ資源、技術、能力を備
えているわけではない。コストが上昇し、国際的な投資に
対するアプローチが限られている環境では、効果的な地域
対策を実施するための能力や資金が高所得国に集中する
傾向があり、不平等に対処するよりむしろ不平等を持続さ
せることになる。また、国境を越えて意図しない波及効果を
もたらすこともあり得る。例えば、ある国ではインフレーショ
ンに対処するための経済的手段が、別の国では債務懸念
につながることもある（第１章５：経済の不確実性）。

公的セクターと民間セクターは、単独で、あるいは連携し
て、地域での対応を拡大し、コストを引き下げ、リスク削減
能力を全方面に拡大する役割を果たすことができる。企業
は、極めて条件の悪い環境でも成長が早い食物や、発生し
たばかりの山火事を発見するAIツールなどの新たな技術
の開発、テスト、早期導入を担う重要な開発者である４。同
様に、政府は、投資に介入して投資リスクを削減すること
で、経済的機会の格差を埋め、レジリエンスを高める手助
けをすることができる（第２章５：開発の終焉？）。地域イン
フラの所有権について、規制当局の介入と地域社会の所有
権を取り込んだ斬新なアプローチを取ることによって、銀行
の担保になりやすく、実現可能で、的を絞ったプロジェクト
が可能になる一方、地域の活動グループは、効果的な災害
対応を取り付けるとともに、資金を予防に回せることが多く
なる５。

画期的な試み3.2

時には、個人や事業体の行動が、リスクに対処するための
「画期的な」発展をもたらし、また別の「安全な状態」への
ポジティブな転換点の役割を果すために十分であること
もある。このような画期的な試みは、リスクの影響の緩和に
とって重要であるのと同じぐらい、リスクの発生可能性の防
止または低減にとっても重要である。

画期的な試みの多くは、研究開発（R&D）アプローチに分類
され、医学的な大躍進や新たなテクノロジーの開発、リスク
の斬新な定量・管理方法などの活動が含まれる。後者の顕
著な例として、1988年に国連環境計画と世界気象機関が気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）を設立し、同年に国
連の承認を受けたことが挙げられる。また、オゾン層を保護
するためにクロロフルオロカーボン（CFC）を全廃するとい

う的を絞った取り組みのように、１つのアイデアや行動を
中心に産業の転換が起こり、グローバルな問題に大きな影
響を与えている例もある。

GRPSの回答者は、R&Dが健康、環境、テクノロジーのリスク
に対処する上で重要な役割を果たすことができると指摘
している（図3.2）。新型コロナウイルス感染症拡大のパン
デミックでは、製薬会社数社の集中的な取り組みが国際社
会に変化をもたらした。政府からの多額の資金提供に支
えられ、記録的短時間で新型ワクチンを開発した彼らのイ
ノベーションは、死亡率の低下に極めて重要な役割を果た
し、感染症の拡大のような健康関連リスクの影響の軽減に
おいて科学の飛躍的進歩が大きな可能性を発揮できるこ
とを実証した。

Zhenyu Luo, Unsplash
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研究開発は、異常気象や非天候性自然災害といった避けら
れない環境リスクへの備えを強化するとともに、地球システ
ムの危機的変化や天然資源不足が起こる可能性を低減す
ることを可能にする。例えば、実現可能な核融合発電につ
ながる研究の飛躍的進歩は、ひとつの転換点となり、クリー
ンエネルギーを供給し、ネットゼロへの移行を加速させる
と同時に、汚染のリスクを低減する可能性がある６。しかし、
第２章３：３℃の世界で検討したように、気候緩和技術の
一方的な適用にはリスクも伴う。

克服すべきハードルは他にもある。科学的発見の「黄金時
代」を目前にしている可能性があるにもかかわらず、AIや
量子コンピューティングのような新興技術の戦略的重要性
は、研究開発の取り組みの分断を招いており、一部には、技
術的進歩を保護するために政治的孤立主義を選択する向
きもある。AIリスクに関連する重要な視点を統合するため
に、IPCCに相当する新たな機関の設立が検討されている。
実効性の高い機関にするには、代表のバランスを確保し、
急速に進む科学的発展に機敏に対応するという課題を克
服する必要があるだろう。また、研究開発は画期的な解決
策をもたらすかもしれないが、関係機関が、影響力を発揮
するのに必要な資金や政治的な力を欠いていることも多
い。例えば炭素回収・貯留（CCS）の場合、展開に伴うコスト
が非常に大きいことが障壁となっているほか、その成果に

対する確信も限られている。

テクノロジーは、リスクの源泉とも解決策の一環とも見られ
ている。AI技術がもたらす悪影響は、研究開発によって対
処可能なトップリスクのひとつとみなされている。一方でAI
は、世界の多くの問題を切り開くカギであることが判明する
かもしれない。例えば、最近の研究から、AIが材料科学に革
命をもたらし、蓄電池、太陽光パネル、コンピューターチッ
プをはじめ、多くのリスクに対処する取り組みにおいて必要
となる重要な技術の飛躍的進歩を実現する可能性を秘め
ていることが明らかになっている７。

世界中の研究者、研究機関、産業界を結ぶグローバルな研
究ネットワークを強化すれば、コミュニケーションと資源の
共有が容易になる。公的セクターの支援も極めて重要であ
ることに変わりはない。新型コロナウイルスに有効なワクチ
ンをこれほど短期の時間軸で展開することは、共同出資が
なかったならば、ヘルスケア企業だけでは不可能だっただ
ろう。迅速な展開のため政府が賠償責任リスクを取り除く
このモデルは、得られる利益のより公平な共有が確実に図
られるよう強化された条件と併用することで、他の課題に
も適用できる可能性がある。財政的インセンティブの導入
は、民間セクター内のイノベーション促進に役立つ一方、ガ
バナンスと監視は、新しいテクノロジーやアプローチの受
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回答者の割合（％）

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.
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研究開発によって対処される上位グローバルリスク図 3 . 2  
「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等、国および自治体によ
る規制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対す
る啓発・教育、多くのステークホルダーの関与。

研究開発（例：新しいテクノロジー、早期警報システム、グローバルリスクの研究）
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け入れを支えることになる。また、意欲的なプロジェクト、例
えば病気の撲滅や気候レジリエンスの強化を目指すプロ
ジェクトの重要な資金源として、慈善事業の役割も見逃す
べきでない８。

政策立案者は、現在の課題に対処するためにイノベーショ

ンの力を活用するとともに、未来にも目を配るという二重
のビジョンを取り入れなければならない。画期的な試みへ
の投資は往々にして、長期的な賭けになり、ある程度のリス
クを負って失敗を伴うが、グローバルリスクに直面する中
で軽減や適応の能力を高める成果ももたらす。

行動の結集3.3
個々の行動の総和が共通の目標に向けられたとき、地球規
模で変化をもたらすことができる。行動の結集は、協力の結
果ではなく、一市民、一企業、一国の独立した取り組みが結
集した結果である。

例として、菜食の普及や、二酸化炭素排出量を削減するた
めの内燃エンジン車や飛行機での移動の削減などを挙げ
ることができる。こうしたライフスタイルや消費パターンの
変化は、一個人が追求する場合には取るに足らないもの
である。しかし、多数の人々が同時にこのような行動を起こ
せば、そのような集合的な取り組みは市場の力学を変化さ
せ、気候変動の緩和に大きな影響を与える力を持つ。

同じことは企業の行動にも当てはまる。一定数以上の企業
が倫理的なサプライチェーンの構築に取り組めば、人権と
労働基準の尊重は世界的に向上するだろう。

行動の結集は、グローバルリスクへの備えという点でも役
に立つ。日本のコミュニティベースの災害リスク管理９とバ
ングラデシュのサイクロン防災プログラム10はどちらも、避
けられない環境リスクに対処するための集団的な備えの
力を示すとともに、環境リスクの影響を軽減するためにコ
ミュニティをいかに結集できるかを実証している。日本の
事前準備戦略は、世界有数の地震国として環境リスクに備
える必要から生まれたものであり、地域の備えとレジリエン
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出典：
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「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等、国および自治体によ
る規制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対す
る啓発・教育、多くのステークホルダーの関与。

企業戦略（例：ESG報告、強靭なサプライチェーン、社会的イニシアチブ、官民パートナーシップ）

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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ス対策から全国的な運動の機運を高めることがその中心
的要素となっている。同様に、公式のサイクロン警報が地域
社会全体に迅速に伝達されるようにする取り組みは、バン
グラデシュの沿岸部における集団的な備え対策の実施を
促す。テクノロジーは、行動の結集を実現する手段となり得
る。ソーシャルメディアなどの情報通信技術は、情報共有の
スピードと方法を一変させている。これに関連するリスクも
ある（第１章３：偽情報）ものの、公共財のための大衆の結
集という点でメリットもある。

GRPSの中で取り上げられているリスクガバナンスのアプ
ローチには、行動の結集に該当するものがいくつかある。
すなわち、国民に対する啓発・教育、多くのステークホル
ダーの関与、企業戦略である。国民に対する啓発・教育活
動は、インパクトを生み出す最低規模にまだ達していない

（草の根の）運動を増幅させる。事例によっては、行動の結
集（病気のまん延を防ぐものなど）を奨励することにより変
化を起こすため、政府が特定の部署を創設している11。多く
のステークホルダーが関与しているプラットフォームは、共
通の目標に向けて個々の取り組みを支援し、導くために、知
識とベストプラクティスの共有を重視する。

GRPSの回答者は、金融市場と労働市場に関連する経済リ
スクを低減する可能性が最も高いのは企業戦略であると
認識している（図3.3）。企業が責任ある事業慣行と投資決定

を採用すれば、評判と業績の面で利益を享受できる12と同
時に、経済・金融システム全体のレジリエンスを高め、景気
後退のリスクに立ち向かう備えを整えることができる。企業
はまた、技能開発への投資、労働者の権利の擁護、安定し
た雇用契約の提供を通じて労働力不足と失業のリスクに
対処することにより、地域的にも世界的にも労働市場の強
化に貢献することができる。

行動の結集が十分に効果を発揮するには、リスクの性質
と緊急性、それに対処するために必要な行動の種類、そし
て意図する結果について、ある程度のコンセンサスが必要
である。社会の二極化が進み、短期的に生活費が圧迫され
続けている世界では、これはなかなか大変な取り組みであ
る。

したがって、基準設定と知識共有の促進を担うプラット
フォームを構築し、個々の取り組みを共通の目標に向かわ
せることが極めて重要である。税制優遇措置は、企業や個
人による行動の結集を強化する効果がある。政策立案者
は、企業の社会的責任戦略の透明性を確保するために、環
境・社会・ガバナンス（ESG）報告に関する規制を強化するこ
ともできる。これは、行動する企業を投資家が評価し、そう
した企業に報いることで、より多くの企業に協調する意欲
を起こさせるという好循環を生み出すのに役立つ。

国境を越えた協調3.4
分断化が進む世界では、協調は制約されるかもしれない
が、とりわけ大きな人類の存続に関わるようなリスクを解
決するためには依然として協調が不可欠である。リスク削
減のための国境を越えた協調にはさまざまな形があり、一
般にはリスクの発生可能性の軽減が中心となる。このよう
な協調は、相互抑制（危険な能力を保有する複数の当事者

間で、その使用を控えることに合意すること）から、システム
の中の最も脆弱なつながりへの対処（最低限の基準や抑
制的な枠組みへのコミットメントの強制、あるいは、他国を
不安定化させる可能性のある国への投資による）、国際協定

（地球温暖化の抑制、安全保障の維持、自由貿易の確保を
目的とするものなど）まで多岐にわたる。

OCG Saving the Ocean, 
Unsplash
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相互抑制を必要とする差し迫ったリスクには、破壊的となり
得る高度な技術の普及や悪用が関わっていることが少なく
ない。不慮の紛争拡大のリスクを回避するためには、大量
破壊兵器の使用を抑制したり、致死兵器や核の意思決定シ
ステムへのAIの組み込みを制限したりする必要がある（第
２章４：AIが担うもの）。

テロやパンデミックの発生といったグローバルリスクに関
しては、全体の中で最も脆弱なつながりがリスクを決定づ
けることが多い。AIの技術的進歩は、生物工学で作られた
病原体が現実のものとなったことを意味し、例えば、高度な
封じ込め対策が施されたバイオ研究所やバイオファウンド
リのセキュリティ侵害などは、世界的な懸念となっている。

GRPSの回答者は、国境を越えた協調というカテゴリーにお
けるリスクガバナンスのアプローチとして、少数国間での
条約・協定と世界的な条約・協定を強調している。少数国間
での条約、すなわち少数の当事者が関与し、多くの場合、地
域的な資金提供によって支えられる協定は、多数の国が同
じ大義を支持することが難しい、分断された世界が直面す
る多くのグローバルリスクに対する実現可能な解決策とな
る。

世界的な条約・協定は、建設的な対話、交渉、妥協の賜物で
あり、多くのグローバルリスクを軽減し、それに備えるため
に不可欠である。こうした条約・協定は、関係当事者が共通
点を見出し、共通の目標に向かって協調することを可能に
する。GRPSの回答者は、このような条約が、国家間の武力
紛争、地経学上の対立、生物、化学、核の危険などの主要な
地政学的リスクや、地球システムの危機的変化などの本質
的にグローバル化した環境リスクを管理するための最も適
切な手段であると認識している（図3.4）。

地政学的な亀裂が拡大する中、世界的な条約・協定は多く
の課題に直面している。世界貿易と金融統合に関する協定
は、米中間の貿易摩擦、ブレグジット、新型コロナウイルス
感染症後の各国の景気回復対策によって圧力を受けてい
る。AIに関する普遍的な規制の枠組みが、倫理基準、データ
プライバシー、悪用の可能性をめぐる懸念に対処するため
に必要であるというコンセンサスが生まれつつあるが、EU
の画期的なAI法は各国政府13とテクノロジー企業14の双方
から同様の圧力を受けており、この分野での最初の一歩は
頓挫しつつあるように思われる。国際的な枠組みの中で、イ
ノベーションの育成と倫理的懸念への対処のバランスを取
ることは、さまざまな視点や経済的利害を考慮すると、一筋
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地球システムの危機的変化

テロ攻撃

戦略的資源の集中

生物多様性の喪失と生態系の崩壊

フロンティア技術がもたらす悪影響

非自発的移住

人権の侵害

世界的な条約・協定によって対処される上位グローバルリスク図3 . 4

出典：
世界経済フォーラム2023-2024年版
グローバルリスク意識調査

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等、国および自治体によ
る規制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対す
る啓発・教育、多くのステークホルダーの関与。

世界的な条約・協定（例：UNFCC、パリ協定、モントリオール協定、NPT、WTO）

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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縄ではいかないことが露呈し始めている。

しかし、人類の繁栄と安全を脅かすグローバルリスクに対
処するには、国境を越えた協調が依然として必要な、場合
によっては唯一の道程である。地域レベルで紛争を解決
し、経済的繁栄を確保するには、少数国間での条約・協定
がますます適切になっていくかもしれないが、グローバル
な安全保障の維持においては、より広範な協定に取って代
わることはないだろう。

気候変動問題への取り組みにおいては、国際的な協調に
よって前進が見られたが、行動を深化させ、拡大させ、そし
て何よりも重要なこととして、加速させる必要がある。2023
年の国連気候変動会議（COP28）に出席した各国代表は、

「化石燃料からの脱却」のためのロードマップを初めて承
認したが、長年求められている石油、石炭、ガスの「段階的
廃止」に関する合意には至らなかった15。「気候クラブ」とい
う有志国連合16は、従来の多国間主義が抱える課題を踏ま
え、現実的な前進の道筋を示している。こうした諸国連合
は、野心的な気候変動対策の目標を掲げ、遵守を強制する
措置を採用する一方、加盟するインセンティブを提供する。

安全保障に関しては、民間セクターに大きな勢いがあり、軍
民両用の可能性のあるアプリケーションの開発が進められ
ている17。技術は規制よりも速く進化するため、民間の技術
開発者は新しい最先端モデルを発表する際には、透明性を
確保するだけでなく自制を示す責任を負わなければなら
ない。

結論3.5

世界は、AIの台頭、気候変動、地政学的勢力の分布の変化、
人口転換など、複数の長期的な構造変革の過程にある。こ
れらの構造的な力は世界的なもので、至るところに広がり、
勢いを帯びている。このような状況を背景に、既知のリスク
と新興のリスクに対する備えとその低減が必要とされてい
る（リスクの軽減と備えを推進する手段に関するGRPSの回
答の全体像は、図3.5を参照）。

地域限定の戦略、画期的な試み、行動の結集、そして国境
を越えた協調のすべてが、こうしたリスクへの対処に役立
つ。

グローバルリスクの影響を軽減するためには、投資と規制
を活用した地域限定の戦略が不可欠であり、公的セクター
と民間セクターの双方は、すべての人々が恩恵を受けられ
るようにする上で主要な役割を果たすことができる。未来
を優先し、画期的な研究開発に集中することを通じて、ひと
つひとつの主体の努力により、世界をより安全な場所にす
ることができる。個々の市民、企業、国の行動は、単独では
取るに足らないものかもしれないが、それが一定の規模に
達すれば、世界のリスク削減に目に見える変化をもたらす
ことができる。最後に、人類の安全と繁栄にとって最も重大
なリスクへの対処については、国境を越えた協調が唯一の
実行可能な道筋であることに変わりはない。

Markus Spiske, Unsplash
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出典：
世界経済フォーラム2023-2024年版
グローバルリスク意識調査

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

金融商品等 国および自治体による規制 少数国間での条約・協定

開発支援 企業戦略世界的な条約・協定

研究開発 国民に対する啓発・教育 多くのステークホルダーの関与

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等、国および自治体によ
る規制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対す
る啓発・教育、多くのステークホルダーの関与。
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付録A
グローバルリスクのリストおよび定義

定義

本報告書において「気候変動」とは構造的な力であり、人為
的な行動や環境の変化を反映した地球温暖化の動向とそ
れが地球システムに与え得る影響を包含する構造的な力
である。

「人口の分岐」は国、地域、または世界の人口の規模、成長、
構造の変化、およびその結果として生じる社会経済的・政
治的構造への影響を伴う構造的な力である。これには、移
住、出生率、高齢化率が含まれるが、これらに限定されな
い。

「地政学的シフト」地政学的な力学の変化を意味するは構
造的な力である。これには、世界的・地域的な同盟と相互関
係、さまざまな勢力源（経済的なものも含む）への攻撃と防
衛、および主要国のガバナンス機構および、戦略的目標に
関する各国の姿勢が含まれる。

「グローバルリスク」とは、それが発生した場合に、世界の
GDP、人口もしくは天然資源のかなりの割合に悪影響を及
ぼす事象または状況が発生する可能性をいう。

「構造的な力」とは、世界の展望を構成するシステミックな
要素の組み合わせとその連関の長期的変化をいう。これら
の変化それ自体はリスクではないが、グローバルリスクの

スピード、広がり、範囲に重大な影響を与える可能性があ
る。このような構造的な力には、地政学的シフト、テクノロ
ジーの加速、気候変動、人口動態の分岐があるが、これらに
限定されない。

「テクノロジーの加速」はコンピュータの計算・処理能力と
分析の指数関数的な成長によって可能になる技術的発展
を指す構造的な力である。これは、テクノロジーと人類の境
界を曖昧にさせ、全く新しい予測不能なグローバルリスク
を急速に生み出す可能性がある。

「捕捉されていないリスク」とは、新たな情報、顕著な悪化、
重要な意思決定ポイントや類似の材料から、リスクの深刻
度（発生の可能性または影響）が高まっている、あるいはグ
ローバルリスク意識調査（GRPS）が示しているよりも高いこ
とがうかがえるグローバルリスクをいう。

グローバルリスクのリスト

表A.1は、2023-2024年版グローバルリスク意識調査
（GRPS）で採用された34のグローバルリスクおよび定義を
示している。

本報告書全体を通し、図中の一部のグローバルリスクの名
称は、読みやすさを優先し短縮形を採用している。表A.1で
は、正式名称のうち短縮形で使われている部分を太字で表
示している。

グローバルリスクの定義表A .1

バブル崩壊 住宅、投資ファンド、株式、その他の資産の価格が実体経済からますます切り離され、需要と価格の激しい下落につながる。暗号通貨、住宅価
格、株式市場などが含まれるが、これらに限定されない。

戦略的資源（鉱物、素材）
の集中

戦略的に重要な資源や物質のアクセスをコントロールし、裁量的な価格設定を指示できる少数の個人、企業、国家に集中させること。

負債（公的債務、企業債務、
家計債務）

企業、家計、公的財政が債務返済に苦しみ、大量倒産や債務超過、流動性危機や債務不履行、ソブリン債務危機が発生する。

システム上重要なサプライ
チェーンの混乱

世界経済、金融市場または社会に影響を与え、システム的に重要なグローバル・サプライ・チェーンまたは産業の大規模な混乱または崩壊
により、世界規模でのシステム的に重要な財・サービスの需給に急激な衝撃がもたらされること。エネルギー、技術的ハードウェア、医療用
品、動きの速い消費財などが含まれるが、これらに限定されない。

経済リスク
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グローバルリスクの定義表A .1

生物、化学、核の危険 意図的または偶発的に生物学的、化学的、核的、放射線学的危険物質が放出され、人命の損失、破壊、国際的危機をもたらすこと。生物・化
学・核兵器の故意または偶発的な放出だけでなく、生物研究所、化学工場、原子力発電所での事故や妨害行為も含まれる。

地経学上の対立
（制裁、関税、投資審査）

世界的または地域的な大国が、国家間の経済的相互作用を再構築するために、自給自足の構築、地政学的ライバルの抑制、および／または
影響圏の強化を目的として、財、知識、サービス、または技術を制限する経済的手段を展開すること。通貨措置、投資規制、制裁措置、国家補
助・助成金、貿易規制などが含まれるが、これらに限定されるものではない。

重要インフラへの影響 インターネット、電気通信、公共事業、金融システム、エネルギーなど、重要なシステムを支える物理的・デジタル的インフラ（衛星を含む）ま
たはサービスの過負荷や停止。サイバー攻撃、意図的または非意図的な物理的損害、異常気象、自然災害などに起因するが、これらに限定さ
れない。

景気後退
（不況、停滞）

世界経済がゼロ成長に近いか低成長が数年間続くか、あるいは世界経済が縮小する（景気後退または恐慌）。

不正な経済活動 組織犯罪の世界的な拡散、または経済の発展と成長を損なう企業の不正活動。不正な資金の流れ（脱税、制裁措置逃れ、マネーロンダリン
グなど）、不正な貿易・取引（偽造、人身売買、野生生物取引、武器など）が含まれるが、これらに限定されない。

インフレーション 商品やサービスの価格が持続的に上昇すること。購買力が低下し、国民の幅広い層が現在のライフスタイルを維持できなくなる可能性を含
む。

人材・労働力不足 労働力および技能の需給間の世界的、地理的または産業的ミスマッチ。

地政学リスク

生物多様性の喪失と
生態系の崩壊

陸上生態系と海洋生態系の両方にまたがる種の絶滅や減少に起因する、自然資本の破壊による環境、人類、経済活動への深刻な影響。

地球システムの危機的変化
（気候の転換点）

地域レベルまたは地球レベルで重要な閾値または「転換点」を突破した結果、重要な惑星系に長期的かつ不可逆的で自己永続的な変化が
生じ、地球の健康や人間の福祉に急激かつ深刻な影響を及ぼすこと。氷床の崩壊による海面上昇、永久凍土の融解による炭素の放出、海流
や大気流の乱れなどが含まれるが、これらに限定されるものではない。

異常気象 異常気象による人命の損失、生態系への損害、財産の破壊、および／または経済的損失。気候変動によって悪化したものも含め、陸上（山火
事など）、水上（洪水など）、大気・気温関連（熱波など）の事象を含む。

天然資源不足
（食糧、水）

人間、産業、生態系が利用する食糧や水の供給不足。重要な天然資源の人間による乱獲や不適切な管理、気候変動（干ばつや砂漠化を含
む）、適切なインフラの欠如などの結果として、地域、地方、地球レベルで食糧や水の不安として現れる。

非天候性自然災害 天災以外の自然災害による人命の損失、生態系への損害、財産の破壊、経済的損失。陸上ベース（地震、火山など）、水上ベース（津波など）、
地球外ベース（小惑星衝突、地磁気嵐など）を含む。

汚染
（大気、土壌、水）

人間活動に起因する大気、水、土壌への有害物質の混入。その結果、人命、経済的損失、生態系への影響や損害が生じる。家庭や産業活動、
事故、油流出、放射能汚染などが含まれる。

環境リスク
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社会リスク

慢性的な健康状態 慢性的な身体的・精神的健康状態が1年以上続き、継続的な医学的治療を必要とする、または日常生活動作が制限されるもの。加齢、過度の
消費習慣、気候変動、公害に関連した状態を含むが、これらに限定されない。

人権および/または市民の
自由の侵害

個人の地位にかかわらず、すべての人間に固有の権利、および／または市民的空間を支える自由の保護を失うこと。これには、生命と自由、
労働と教育、表現の自由、平和的集会、性別、人種、民族、その他の特性に基づく差別、プライバシーの権利が含まれるが、これらに限定され
ない。

不平等または経済的機会
の欠如

経済的潜在力と安全保障の実現に対する持続的な障壁。貧困の拡大または持続、所得と富の不平等の存在または認識、教育・技術・経済機
会への不平等なアクセス。

感染症 ウイルス、寄生虫、真菌、細菌が蔓延し、広範な人命の損失や経済的混乱につながること。人畜共通感染症、自然または人為的病原体の放出、
免疫レベルの低下による既存疾患の再発、抗菌薬耐性の増加、気候変動と環境悪化が病原体と媒介動物に与える影響などが含まれるが、こ
れらに限定されるものではない。

不十分な公共インフラと
サービス

存在しない、不十分、または不公平な公共インフラやサービス。社会保障や給付、住宅、公教育、児童・高齢者ケア、医療、衛生、交通システム
などが含まれるが、これらに限定されない。

AI技術がもたらす悪影響 AIおよび関連技術能力（ジェネレーティブAIを含む）の進歩が、個人、企業、生態系、および／または経済に及ぼす、意図的または意図せざる
負の影響。

フロンティア技術
（量子、バイオテク
ノロジー、地球工学）
がもたらす悪影響

フロンティア技術の進歩が、個人、企業、生態系、経済に及ぼす意図的または非意図的な悪影響。脳とコンピュータのインターフェース、バイ
オテクノロジー、地球工学、量子コンピューティングなど。

検閲と監視 人権や市民的権利（プライバシー、言論・表現の自由など）を著しく侵害するほど、場所や人物を広範囲かつ広範に監視し、物理的またはデジ
タル的にコミュニケーション、情報、思想を抑圧すること。

非自発的な移住 国境を越えて、あるいは国境内で、強制的に移動させられたり、移住させられたりすること。差別や迫害の継続、経済的地位向上の機会の欠
如、人為的災害、気候変動の影響を含む自然災害や異常気象、内戦や国家間紛争などがその要因であるが、これらに限定されるものではな
い。

社会の二極化 コミュニティ内およびコミュニティ間のイデオロギー的・文化的分裂は、社会的安定の低下、意思決定における膠着状態、経済的混乱、政治
的二極化の拡大をもたらす。

失業 労働の見通しまたは労働水準の構造的悪化。労働者の権利の侵食、賃金の停滞、失業と不完全雇用の増加、自動化やグリーン移行による移
動、社会的流動性の停滞などが含まれるが、これらに限定されない。

テクノロジーリスク

グローバルリスクの定義表A .1

国家間の武力紛争
（戦争、代理戦争）

国家間における二国間または多国間の武力行使は、代理戦争またはオープンの本格的戦争として現れる。

域内暴力
（市民ストライキ、暴動、
クーデター）

国家または非国家主体によって、国や地域社会内で行われる破壊的行動、対人暴力、武力行使。暴力的な暴動やストライキとして現れる内
乱、暴力団による暴力、集団銃撃、内戦、ゲリラ戦、大量虐殺、暗殺、クーデターなどが含まれるが、これらに限定されるものではない。

テロ攻撃 イデオロギー的、政治的、宗教的な目的を持った非国家主体による武力行使で、通常兵器や非通常兵器、その他の手段により、人命の損失、
深刻な負傷、物質的損害をもたらすもの。
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グローバルリスクの定義表 A . 1

サイバー・インセキュリティ サイバー戦争、サイバースパイ活動、サイバー犯罪を行うために、サイバー兵器やツールを使用し、デジタルの支配権を獲得し、または業務
を妨害すること。ランサムウェア、データ詐欺または窃盗を含む。

誤報と偽情報 メディア・ネットワークを通じて広く拡散され、世論を事実や権威に対する不信へと大きく変化させる、（意図的であるか否かを問わず）持続
的な虚偽情報。虚偽、偽者、操作された、捏造されたコンテンツを含むが、これらに限定されない。

技術力の集中
（デジタル資産、知識、

戦略的技術）

重要な技術へのアクセスをコントロールできる少数の個人、企業、国家に、重要な技術資産、能力、知識が集中すること。反トラスト規制の失
敗、イノベーション・エコシステムへの不十分な投資、またはキーテクノロジーに対する国家の支配に起因するが、これらに限定されない。

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.
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付録B
2023-2024年版グローバルリスク意識調査

グローバルリスク意識調査（GRPS）は世界経済フォーラム
の独自のリスクに関するデータであり、世界経済フォーラム
に関わりのある学術界、企業、政府、市民社会および今後の
方向性を示す指導者からなる幅広いネットワークの専門知
識を活用している。調査の回答は、2023年９月４日から10
月９日までに、世界経済フォーラムの多くのステークホル
ダー・コミュニティから寄せられたものである。

2023–2024年版GRPSの更新内容

本調査に含まれる34のグローバルリスクのリストは2023年
に更新された。

世界の動向に対応するため、５つのカテゴリー（経済、環
境、地政学、社会、テクノロジー）すべてにわたる７つの新し
いリスクが追加された。

１．検閲と監視

２．地球システムの危機的変化（気候の転換点）

３．戦略的資源（鉱物、素材）の集中

４．人権および/または市民の自由の侵食

５．不平等または経済的機会の欠如

６．域内暴力（市民ストライキ、暴動、クーデター）

７．人材・労働力不足

それに加えて、

「誤報と偽情報」のリスク分類を社会からテクノロジーリス
クに変更し、「重要なインフラへの影響」のリスク分類を、テ
クノロジーから経済リスクに変更した。

「AI技術がもたらす悪影響」を「フロンティア技術（量子、バ
イオテクノロジー、地球工学）がもたらす悪影響」から分離
した一方、「自然災害と異常気象」は、２つの別々のカテゴ
リー（「異常気象」と「非天候性自然災害」）に分けた。

ガバナンスの失敗に関連するグローバルリスクのカテゴ
リーは削除した。これには、「国際機関や国際協力の無力
化」、「気候変動への適応策の失敗」、「気候変動の緩和策の

失敗」が含まれる。これらの更新は、グローバルリスクのリス
トが中核的なリスクそのもの（行動や行動の欠如によるリ
スクへのエクスポージャーや脆弱性ではなく）に焦点を当
てた。

残るリスクの名称および定義は改訂されており、必要に応
じてリスクが顕在化する場合やリスクが引き起こす悪影響
の可能性を反映し、統合、修正もしくは拡大されている。た
だし、名称および定義は変更したものの、過去の調査と比
較することを可能にするため、各リスクの基本的な考え方
は、過去の調査とおおむね一致している。

調査方法

2023-2024年版GRPSは、リスクに関するより詳細な認識を
収集し、リスク管理と分析への新たなアプローチを取り入
れるため、今年はさらに改善された。2023-2024年版GRPS
は、以下の７つの項で構成されている。

－　 今回のリスクの展望（リスクランドスケープ）では、
2024年に世界規模で重大な危機をもたらす可能性が
最も高いと思われるリスクを、予め選定された20のリ
スクから５つまで選ぶよう回答者に求めた。最終的な
順位は、その特定のリスクを選択した回答者の割合に
基づいている。20の選択肢は次の通り。偶発的または
意図的な原子力事故・故障、偶発的または意図的な生
物剤の放出、AI生成の誤報と偽情報、重要インフラに
対する攻撃、検閲と言論の自由の侵食、生活費危機、サ
イバー攻撃、重要な物資・資源のサプライチェーンの
混乱、エネルギーのサプライチェーンの混乱、食糧サ
プライチェーンの混乱、景気後退、国家間の武力紛争
のエスカレートまたは勃発、異常気象、住宅バブル崩
壊、金融セクターにおける金融機関の破綻、公的債務
危機、スキル・労働力不足、社会／政治の二極化、テッ
クバブル崩壊、暴力的な市民ストライキと暴動。また、
自由記入欄の「その他」には、他のリスクを記入できる
ようにした。結果は、図1.2に示している。

－　 短期・長期のリスクランドスケープでは、34のグローバ
ルリスクそれぞれについて、今後２年と10年の両期間
で予想される影響（深刻度）を１～７の７段階［１－
低い深刻度、７－高い深刻度］で推定するよう回答者
に求めた。「深刻度」は、人口、経済、あるいは環境資源
への世界規模の影響を考慮に入れることを意図して
いる。また、回答者から見て34のグローバルリスクから
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漏れていると思われるリスクがあれば、そのリスクを挙
げてもらった。選択されたスコアの単純平均を算出し、
その結果を図1.3と2.2に示している。さらに、回答者が
34のリスクのいずれかについて最も高い深刻度スコア

（7）を選択した場合、特定したリスクに関して特に懸
念している領域を明らかにするため、追加質問に答え
てもらった。

－　 リスクの影響は、リスクの潜在的な影響を理解し、グ
ローバルリスクランドスケープのネットワークマップ
を作成することを目的としている。回答者には、34のグ
ローバルリスクから無作為に選択した10のグローバ
ルリスクを示し、それらの各リスクがきっかけとなって
生じる可能性が高いグローバルリスクを最大５つ選
択するよう求めた。その結果は、図1.7に示している。ビ
ジュアル的な結果では、「リスク（円）：リスクの影響度」
は、回答者によって特定されたすべての双方向関係の
単純な集計に基づいている。「リスク連関（線）：リスク
間の相対的な影響度」は、リスクが影響として特定され
た回数の単純な集計に基づいている。ただし、ビジュ
アル的な結果は、すべての連関性を示してはいない。
25％未満の回答者によって特定された相対的に弱い
連関性はリスク連関に含まれていない。

－　 リスクガバナンスでは、最も深刻なリスク（10年間の時
間軸での深刻度スコアが６または７）に関して、今後
10年間にリスク削減と備えに関する行動を促す可能
性が最も高いと予想されるアプローチを特定するよう
回答者に求めた。回答者は次の９つのアプローチから
３つまで回答を選ぶことができた。金融商品等（例：保
険、大災害債券、公的保険）、国および自治体による規
制（例：環境、業務、金融関連の規制・インセンティブ）、
少数国間での条約・協定（例：バーゼル条約、ワッセ
ナー・アレンジメント、地域自由貿易協定）、世界的な条
約・協定（例：UNFCC、パリ協定、モントリオール協定、
NPT、WTO）、開発援助（例：防災対策のための国際援
助）、企業戦略（例：ESG報告、強靭なサプライチェーン、
社会的イニシアチブ、官民パートナーシップ）、研究開
発（例：新しいテクノロジー、早期警報システム、グロー
バルリスクの研究）、国民に対する啓発・教育（例：キャ
ンペーン、学校のカリキュラム、メディア制作物）、多く
のステークホルダーの関与（例：知識の交換、ベストプ
ラクティスの共有、連携のためのプラットフォーム）。リ
スクごとに、アプローチが選ばれた回数を単純集計し
た。結果は図3.5に示している。読みやすさを優先し、図
では、一部のグローバルリスクの名称に短縮形を採用
している。短縮形は正式名称中の太字部分である。

－　 リスクの見通しでは、グローバルリスクランドスケープ
の変遷について、さまざまな要因に基づいて評価する
よう回答者に求めた。まず、地球環境資源の管理にお
ける現在および将来の世界的な取り組みについて、ど
の記述が最も適切かを回答者に尋ねた。回答者には、
現在と将来の時間スケールの両方について同じ７段

階のリッカート尺度に基づく選択肢――（1）「私たちの
ライフスタイルを持続可能なものにするために、地球
の限界を尊重し、天然資源の消費を制限する必要があ
る」から、（7）「科学技術を駆使して地球の限界を変え、
物資の供給を増やして豊かさを生み出す必要がある」
まで――を提示した。７つの選択肢のそれぞれについ
て単純集計を行った。

－　 次に、今後10年間のグローバルリスクに関する協力の
ための国際政治環境を最もよく表していると思われる
記述を選ぶよう回答者に求めた。回答者には以下の４
つの選択肢が用意された。（1）米国主導のルールに基
づく国際秩序が継続または復活する、（2）世界秩序は
多極化または断片化し、その中で中堅国と大国が地域
ごとのルールや規範を争い、設定し、実施する、（3）２
つの超大国間の戦略的競争によって、世界秩序は二極
化または分岐する、（4）別の超大国が主導して、新たな
国際秩序へと再編される。４つの選択肢のそれぞれに
ついて単純集計を行った。結果は、図2.31に示してい
る。

－　 最後に、今後２年間と10年間の世界についての回答
者の展望を最もよく表している記述を選ぶよう求め
た。両方の期間について同じ５つの選択肢を提示し
た。それらの選択肢は次の通りである。（1）平静：ごく小
さい巨大災害リスク、（2）安定：限定的な混乱、低い巨
大災害リスク、（3）不安定：若干の不安定性、中程度の
巨大災害リスク、（4）不穏：動乱と巨大災害リスクの増
大、（5）激変：迫り来る巨大災害リスク。５つの選択肢
のそれぞれについて単純集計を行った。結果は、図1.1
に示している。

有効回答の基準

GRPSに対し、合計1,852件の回答が寄せられた。これらの回
答に対し、「２分以上の回答時間に少なくとも１つの非人
口統計学的回答」を閾値として、さらに、ブラウザーのクッ
キーに基づく複数送信と、IPアドレス番号および人口統計
学的属性に関する回答が、完全に記録された回答（完了率
が100％）と完全一致する部分回答（完了率が40％未満）を
除去した結果、1,490人分の回答を採用した。

－　 現在のリスクランドスケープ：1,490名の回答者が少な
くとも１つのリスクを選択した。

－　 短期・長期のリスクランドスケープ：1,312名の回答者
が１つの時間軸で少なくとも１つのリスクの深刻度を
評価した。

－　 短期的深刻度：1,312名の回答者が少なくとも１つのリ
スクの深刻度を評価した。

－　 長期的深刻度：1,311名の回答者が少なくとも１つのリ
スクの深刻度を評価した。
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調査回答者の構成図 B . 1

出典：
World Economic Forum Global Risks
Perception Survey 2023-2024.
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－　 リスクの影響：1,049名の回答者が少なくとも１つのリ
スクに１つの影響を結びつけた。

－　 リスクガバナンス：952名の回答者が少なくとも１つの
リスクについて少なくとも１つのアプローチを選択し
た。

－　 リスクの見通し：1,001名の回答者が少なくとも１つの
質問に回答した。

－　 世界的な取り組み：984名の回答者が、少なくとも１つ
の時間軸で回答した。

－　 協力のための国際政治環境：981名の回答者が回答し
た。

－　 世界の展望：992名の回答者が、少なくとも１つの時間
軸で回答した。

－　 サンプル分布：非人口統計学的質問の少なくとも１
つに回答した1,490名の回答者を対象に、居住地（地
域）、性別、年齢、専門分野、所属組織の種類別のサン
プル分布を算出した。

図B.1は、調査回答者の構成に関する主な統計データと情
報を示している。
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付録C
エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）：
国別リスク意識

表C.1は、2023年４月から８月にかけて実施された、世界
経済フォーラムの「2023年エグゼクティブ・オピニオン調査

（EOS）」に組み込まれた36のリスクのリストである。これら
のリスクはグローバルリスク意識調査（GRPS）に示された
ものと類似しているが、グローバルリスクの短期的および
国レベルでの発現の可能性を反映するため、より粒度の高

い調査が実施されている。

本表では読みやすさを優先し、一部のグローバルリスクの
名称に短縮形を採用している。短縮形は正式名称中の太字
部分である。

EOSのリスク一覧表 C . 1

出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2023.

資産のバブル崩壊

企業の債務

重要な鉱物資源の不足

景気後退（経済不況・停滞）

エネルギーの供給不足

家計の債務

不法な取引や経済活動

不平等（財産、収入）

インフレーション

人材・労働力の不足

政府の負債

生物多様性の喪失（海洋、淡水、陸上の）

異常気象（洪水、嵐など）

気候変動への適応の失敗

気候変動緩和の失敗

食糧の供給不足

非天候性の自然災害（地震、火山噴火など）

汚染（空気、水、土壌）

水の供給不足

偶発的または意図的な生物、化学、原発兵器の使用

主要なインフラへの攻撃

地経学上の対立（制裁、関税、投資審査）

国家間の武力紛争

国家の衰えと公共サービスの機能不全

テロ攻撃

市民の自由権の弾圧や制限

慢性疾患や健康状態（心臓、がん、糖尿病）

社会的一体性、福祉の侵食

感染症（COVID-19、インフルエンザ、結核、マラリアなど）

非自発的移住

失業

AI技術の有害事象

生物工学技術の有害事象　　　

サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の失敗

デジタル不平等

誤報・偽情報

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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11,000名以上の回答者に「今後２年間で、あなたの国に
とって最も大きな脅威となる可能性が高い５つのリスクは
どれですか」という質問をし、表C.1に記載の36のリスクか
ら回答を選択するよう求めた。

「１位」は、各国で最多の選択がされたリスクを示している。
同点のリスクはアルファベット順に示され、数字で同点が
示される。例えばトルコの場合、２つのリスク（「不平等（富、
所得）」と「社会的結束と幸福の侵食」）が同点で３位となっ
ており、そのため第４位にはリスクが挙げられていない。

本報告書において結果をより直感的に視覚表示するため、
ある国でどの回答者にも選ばれなかったリスクは最下位
の36位で同点とした。国、あるいはG20やEUなどの経済グ
ループの結果を分析するため、国、あるいは経済グループ
に含まれる国ごとにリスクの順位（１位～36位）を単純平
均することで、国別の結果を集計した。

エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

アルジェリア

1 インフレーション

2 感染症

3 非自発的移住

4 失業

5 エネルギーの供給不足

アンゴラ

1 景気後退

2 インフレーション

3 失業

4 不平等（財産、収入）

5 人材・労働力の不足

アルゼンチン

1 インフレーション

2 景気後退

3 政府の負債

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 不平等（財産、収入）

アルメニア

1 国家間の武力紛争

2 人材・労働力の不足

3 地経学上の対立

4 非自発的移住

5 景気後退

オーストラリア

1 景気後退

2 インフレーション

3 家計の債務

4 エネルギーの供給不足

5 異常気象

オーストリア

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 インフレーション

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 社会的一体性、福祉の侵食

バハマ

1 景気後退

2 異常気象

3 エネルギーの供給不足

4 失業

5 気候変動への適応の失敗

バーレーン

1 インフレーション

2 景気後退

3 政府の負債

4 人材・労働力の不足

5 失業

バングラデシュ

1 エネルギーの供給不足

2 インフレーション

3 景気後退

4 不平等（財産、収入）

5 政府の負債

5 失業

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

ベルギー

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 生物、化学、原発兵器の使用 

5 感染症

ベナン

1 生物、化学、原発兵器の使用 

2 社会的一体性、福祉の侵食

3 景気後退

4 エネルギーの供給不足

5 AI技術の有害事象

ボリビア

1 景気後退

2 政府の負債

3 自由権の弾圧や制限

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

ボスニア・ヘルツェゴビナ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 国家の衰え

5 社会的一体性、福祉の侵食

ボツワナ

1 失業

2 インフレーション

3 不平等（財産、収入）

4 家計の債務

5 デジタル不平等

ブラジル

1 景気後退

2 インフレーション

3 政府の負債

4 自由権の弾圧や制限

5 不平等（財産、収入）

ブルガリア

1 景気後退

2 インフレーション

3 エネルギーの供給不足

4 人材・労働力の不足

5 政府の負債

カメルーン

1 失業

2 不法な取引や経済活動

3 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

4 慢性疾患や健康状態

5 不平等（財産、収入）

カナダ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 異常気象

4 インフレーション

5 感染症

チャド

1 エネルギーの供給不足

2 景気後退

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 感染症

5 気候変動への適応の失敗

チリ

1 景気後退

2 社会的一体性、福祉の侵食

3 国家の衰え

4 非自発的移住

5 インフレーション

コロンビア

1 景気後退

2 インフレーション

3 失業

4 政府の負債

5 国家間の武力紛争

コスタリカ

1 景気後退

2 政府の負債

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 失業

5 異常気象

コートジボワール

1 失業

2 インフレーション

3 景気後退

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

クロアチア

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 インフレーション

4 資産のバブル崩壊

5 異常気象

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

キプロス

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 家計の債務

チェコ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 政府の負債

4 インフレーション

5 誤報・偽情報

コンゴ民主共和国

1 国家間の武力紛争

2 失業

3 インフレーション

4 国家の衰え

5 不平等（財産、収入）

デンマーク

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

4 インフレーション

5 主要なインフラへの攻撃

ドミニカ共和国

1 異常気象

2 政府の負債

3 景気後退

4 インフレーション

5 非自発的移住

エクアドル

1 景気後退

2 テロ攻撃

3 国家の衰え

4 不法な取引や経済活動

5 異常気象

エジプト

1 景気後退

2 インフレーション

3 失業

4 政府の負債

5 国家間の武力紛争

エルサルバドル

1 景気後退

2 政府の負債

3 自由権の弾圧や制限

4 誤報・偽情報

5 インフレーション

エストニア

1 景気後退

2 国家間の武力紛争

3 インフレーション

4 人材・労働力の不足

5 エネルギーの供給不足

フィンランド

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 政府の負債

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

フランス

1 景気後退

2 社会的一体性、福祉の侵食

3 政府の負債

4 人材・労働力の不足

5 エネルギーの供給不足

ジョージア

1 国家間の武力紛争

2 生物、化学、原発兵器の使用 

3 非自発的移住

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 エネルギーの供給不足

ドイツ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 エネルギーの供給不足

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

ガーナ

1 失業

2 政府の負債

3 インフレーション

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 景気後退

ギリシャ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 政府の負債

5 国家間の武力紛争

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

グアテマラ

1 国家の衰え

2 人材・労働力の不足

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 異常気象

5 不法な取引や経済活動

ホンジュラス

1 エネルギーの供給不足

2 景気後退

3 異常気象

4 国家の衰え

5 失業

香港

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 地経学上の対立

4 感染症

5 資産のバブル崩壊

ハンガリー

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 人材・労働力の不足

5 国家間の武力紛争

アイスランド

1 景気後退

2 インフレーション

3 人材・労働力の不足

4 非天候性の自然災害

5 異常気象

インド

1 誤報・偽情報

2 感染症

3 不法な取引や経済活動

4 不平等（財産、収入）

5 人材・労働力の不足

インドネシア

1 景気後退

2 異常気象

3 感染症

4 エネルギーの供給不足

5 失業

イラン

1 インフレーション

2 水の供給不足

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 不平等（財産、収入）

5 景気後退

イラク

1 景気後退

2 水の供給不足

3 エネルギーの供給不足

3 国家の衰え

5 国家間の武力紛争

アイルランド

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 エネルギーの供給不足

4 インフレーション

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 誤報・偽情報

イタリア

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 異常気象

4 国家間の武力紛争

5 気候変動への適応の失敗

ジャマイカ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 異常気象

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

日本

1 国家間の武力紛争

2 人材・労働力の不足

3 景気後退

4 非天候性の自然災害

5 異常気象

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

ヨルダン

1 失業

2 政府の負債

3 インフレーション

4 景気後退

5 感染症

カザフスタン

1 インフレーション

2 景気後退

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 水の供給不足

5 国家間の武力紛争

ケニア

1 景気後退

2 政府の負債

3 失業

4 インフレーション

5 食糧の供給不足

クウェート

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 国家の衰え

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

キルギス

1 国家間の武力紛争

2 景気後退

3 非自発的移住

4 政府の負債

5 インフレーション

ラオス

1 感染症

2 インフレーション

3 景気後退

4 エネルギーの供給不足

5 人材・労働力の不足

ラトビア

1 生物、化学、原発兵器の使用 

2 気候変動緩和の失敗

3 汚染（空気、水、土壌）

4 テロ攻撃

5 国家の衰え

レソト

1 景気後退

2 感染症

3 気候変動への適応の失敗

4 異常気象

5 気候変動緩和の失敗

リトアニア

1 景気後退

2 国家間の武力紛争

3 インフレーション

4 人材・労働力の不足

5 生物、化学、原発兵器の使用 

ルクセンブルク

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 エネルギーの供給不足

5 資産のバブル崩壊

マラウイ

1 景気後退

2 政府の負債

3 インフレーション

4 失業

5 異常気象

マレーシア

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 食糧の供給不足

4 インフレーション

5 社会的一体性、福祉の侵食

5 感染症

マリ

1 テロ攻撃

2 失業

3 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

4 国家間の武力紛争

5 エネルギーの供給不足

マルタ

1 景気後退

2 インフレーション

3 人材・労働力の不足

4 資産のバブル崩壊

5 政府の負債

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

モーリシャス

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 政府の負債

4 インフレーション

5 異常気象

メキシコ

1 景気後退

2 国家の衰え

3 エネルギーの供給不足

4 不平等（財産、収入）

5 不法な取引や経済活動

5 社会的一体性、福祉の侵食

モンゴル

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 汚染（空気、水、土壌）

5 エネルギーの供給不足

モロッコ

1 景気後退

2 インフレーション

3 水の供給不足

4 不平等（財産、収入）

5 失業

ネパール

1 景気後退

2 失業

3 不平等（財産、収入）

4 インフレーション

5 人材・労働力の不足

オランダ

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 エネルギーの供給不足

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

ニュージーランド

1 景気後退

2 異常気象

3 インフレーション

4 エネルギーの供給不足

5 人材・労働力の不足

ナイジェリア

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 失業

4 政府の負債

5 インフレーション

北マケドニア

1 景気後退

2 インフレーション

3 汚染（空気、水、土壌）

4 政府の負債

5 失業

オマーン

1 景気後退

2 失業

3 インフレーション

4 政府の負債

5 感染症

パキスタン

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 異常気象

4 インフレーション

5 誤報・偽情報

パナマ

1 政府の負債

2 人材・労働力の不足

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 景気後退

5 不平等（財産、収入）

パラグアイ

1 国家の衰え

2 不法な取引や経済活動

3 政府の負債

4 景気後退

5 不平等（財産、収入）

ペルー

1 景気後退

2 異常気象

3 国家の衰え

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 不法な取引や経済活動

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

フィリピン

1 異常気象

2 景気後退

3 エネルギーの供給不足

4 インフレーション

5 感染症

ポーランド

1 インフレーション

2 景気後退

3 国家間の武力紛争

4 生物、化学、原発兵器の使用 

5 政府の負債

ポルトガル

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 政府の負債

カタール

1 インフレーション

2 デジタル不平等

3 テロ攻撃

4 景気後退

5 人材・労働力の不足

ルーマニア

1 景気後退

2 インフレーション

3 人材・労働力の不足

4 国家間の武力紛争

5 誤報・偽情報

ルワンダ

1 インフレーション

2 異常気象

3 失業

4 食糧の供給不足

5 景気後退

サウジアラビア

1 感染症

2 インフレーション

3 AI技術の有害事象

4 景気後退

5 誤報・偽情報

セネガル

1 景気後退

2 失業

3 インフレーション

4 国家の衰え

5 自由権の弾圧や制限

セルビア

1 人材・労働力の不足

2 インフレーション

3 景気後退

4 国家間の武力紛争

5 自由権の弾圧や制限

シエラレオネ

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 異常気象

シンガポール

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 インフレーション

4 地経学上の対立

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

スロベニア

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 エネルギーの供給不足

4 インフレーション

5 政府の負債

南アフリカ

1 エネルギーの供給不足

2 景気後退

3 失業

4 国家の衰え

5 水の供給不足

韓国

1 景気後退

2 家計の債務

3 資産のバブル崩壊

4 人材・労働力の不足

5 不平等（財産、収入）

5 インフレーション

5 生物、化学、原発兵器の使用 

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表C . 2

スペイン

1 景気後退

2 政府の負債

3 社会的一体性、福祉の侵食

4 人材・労働力の不足

5 インフレーション

スリランカ

1 景気後退

2 人材・労働力の不足

3 エネルギーの供給不足

4 インフレーション

5 政府の負債

スウェーデン

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 非自発的移住

5 気候変動への適応の失敗

スイス

1 人材・労働力の不足

2 エネルギーの供給不足

3 景気後退

4 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

5 社会的一体性、福祉の侵食

5 非自発的移住

台湾

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 地経学上の対立

4 人材・労働力の不足

5 インフレーション

タイ

1 景気後退

2 汚染（空気、水、土壌）

3 人材・労働力の不足

4 家計の債務

5 不平等（財産、収入）

チュニジア

1 景気後退

2 政府の負債

3 水の供給不足

4 国家の衰え

5 インフレーション

トルコ

1 景気後退

2 非自発的移住

3 不平等（財産、収入）

3 社会的一体性、福祉の侵食

5 自由権の弾圧や制限

ウクライナ

1 国家間の武力紛争

2 非自発的移住

3 生物、化学、原発兵器の使用 

4 政府の負債

5 インフレーション

アラブ首長国連邦

1 景気後退

2 インフレーション

3 AI技術の有害事象

4 感染症

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

英国

1 景気後退

2 インフレーション

3 エネルギーの供給不足

4 家計の債務

5 人材・労働力の不足

タンザニア

1 失業

2 慢性疾患や健康状態

3 気候変動への適応の失敗

4 不平等（財産、収入）

5 サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の
失敗

米国

1 景気後退

2 感染症

3 インフレーション

4 生物、化学、原発兵器の使用 

5 エネルギーの供給不足

ウルグアイ

1 人材・労働力の不足

2 景気後退

3 異常気象

4 社会的一体性、福祉の侵食

5 不平等（財産、収入）

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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エグゼクティブ・オピニオン調査（EOS）において特定された上位５つの国別リスク表 C . 2

出典：
World Economic Forum Executive Opinion Survey 2023.

ウズベキスタン

1 エネルギーの供給不足

2 汚染（空気、水、土壌）

3 インフレーション

4 水の供給不足

5 景気後退

ベネズエラ・ボリバル共和国

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 国家の衰え

5 人材・労働力の不足

ベトナム

1 景気後退

2 感染症

3 インフレーション

4 汚染（空気、水、土壌）

5 人材・労働力の不足

イエメン

1 国家間の武力紛争

2 国家の衰え

3 失業

4 エネルギーの供給不足

5 景気後退

ジンバブエ

1 景気後退

2 エネルギーの供給不足

3 インフレーション

4 失業

5 非自発的移住

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー
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付録D
リスクガバナンス

回答者に、今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動
を促すうえで最も可能性が高いと予想するアプローチを選
ぶよう求めた。以下の図は、「第３章：グローバルリスクへの

対応」で取り上げなかったリスク削減と備えのアプローチに
よって対処されるグローバルリスクを示している。

250 50 75 100

回答者の割合（％）

79%

70%

69%

69%

53%

40%

38%

37%

35%

33%

債務

インフレーション

資産バブル崩壊

景気後退

不十分な公共インフラとサービス

失業

重要なインフラへの影響

経済的機会の欠如

慢性疾患と健康状態

システム上重要なサプライチェーンの混乱

金融商品等によって対処されるグローバルリスク図 D . 1

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の9つの選択肢から３つまで回答を選択できた。金融商品等、国および自治体による規
制、少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する
啓発・教育、多くのステークホルダーの関与。

金融商品等（例：保険、大災害債券、公的保険）
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250 50 75 100

回答者の割合（％）

53%

53%

43%

43%

36%

31%

29%

27%

24%

24%

地経学上の対立

国家間の武力紛争

戦略的資源の集中

システム上重要なサプライチェーンの混乱

生物、化学、核の危険

非自発的移住

テロ攻撃

域内暴力

技術力の集中

景気後退 

少数国間での条約・協定によって対処されるグローバルリスク図 D . 2

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選択できた。金融商品等、国および自治体による規制、
少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する啓発・
教育、多くのステークホルダーの関与。

少数国間での条約・協定（例：バーゼル条約、ワッセナー・アレンジメント、地域自由貿易協定）

250 50 75 100

回答者の割合（％）

66%

57%

53%

52%

52%

46%

45%

44%

43%

42%

非自発的移住

不十分な公共インフラとサービス

経済的機会の欠如

天然資源不足

非天候性自然災害

感染症の広がり

慢性疾患と健康状態

重要なインフラへの影響

異常気象

失業

開発援助によって対処されるグローバルリスク図 D . 3

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選択できた。金融商品等、国および自治体による規制、
少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する啓発・
教育、多くのステークホルダーの関与。

開発援助（例：防災対策のための国際援助）
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250 50 75 100

回答者の割合（％）

86%

83%

70%

61%

60%

60%

58%

54%

50%

49%

誤報と偽情報

社会の二極化

人権の侵害

慢性疾患と健康状態

検閲と監視

感染症の広がり

AI技術がもたらす悪影響

域内暴力

労働力不足

汚染

国民に対する啓発・教育によって対処される上位グローバルリスク図 D . 4

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選択できた。金融商品等、国および自治体による規制、
少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する啓発・
教育、多くのステークホルダーの関与。

国民に対する啓発・教育（例：キャンペーン、学校のカリキュラム、メディア制作物）

250 50 75 100

回答者の割合（％）

社会の二極化

誤報と偽情報

域内暴力

労働力不足

慢性疾患と健康状態

生物、化学、核の危険

人権の侵害

技術力の集中

AI技術がもたらす悪影響

フロンティア技術がもたらす悪影響

66%

54%

53%

53%

52%

48%

47%

46%

46%

45%

多くのステークホルダーの関与によって対処されるグローバルリスク図 D . 5

出典：
World Economic Forum Global Risks 
Perception Survey 2023-2024.

「今後10年間にリスクの削減と備えに向けた行動を促すには、どのアプローチが最も可能性が高いと予想しますか」

リスク分類 経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

注
回答者は次の９つの選択肢から３つまで回答を選択できた。金融商品等、国および自治体による規制、
少数国間での条約・協定、世界的な条約・協定、開発援助、企業戦略、研究開発、国民に対する啓発・
教育、多くのステークホルダーの関与。

多くのステークホルダーの関与（例：知識の交換、ベストプラクティスの共有、連携のためのプラットフォーム）
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世界経済フォーラムのニューエコノミーとソサエティは、以下のパートナー機関に感謝の
意を表します。

Albania
Institute for Contemporary Studies, Tirana 
Business University and College
Helton Cevi, Project Coordinator 
Artan Hoxha, President of ISB and Administrator of 
TBU 
Oltjon Valisi, Assistant Project Coordinator

Algeria
Centre de Recherche En Economie Appliquée 
Pour Le Développement - CREAD
Yacine Belarbi, Director 
Khaled Menna, Director of Macroeconomics and 
Economic Integration

Angola
Jobartis
João Freitas, Country Manager 
Luis Verdeja, Director

Argentina
IAE Business School, Universidad Austral
Eduardo Fracchia, Director of Academic 
Department of Economics 
Martin Calveira, Research Economist

Armenia
Economy and Values Research Center
Sevak Hovhannisyan, Board Member and Senior 
Associate

Australia, Belgium, Canada, Indonesia, Italy, 
Sweden, United Kingdom, United States of 
America 
Dynata
Thomas Huff, Senior Project Manager  
Steffen Bott, Vice President, Sales  
Valentyna Chuikina, Associate Account Director 

Austria
Austrian Institute of Economic Research - WIFO 
Gabriel Felbermayr, Director 
Michael Peneder, Project Lead 
Alexandros Charos, Survey Expert

Bahamas
The Government and Public Policy Institute, 
University of the Bahamas
Zhivargo Laing, Executive Director 
Jeannie D. Gibson, Policy Assistant

Bahrain
Bahrain Economic Development Board
Khalid Humaidan, Chief Executive 
Nada Al-Saeed, Executive Director 
Rima AlKilani, Executive Director 
Fatema Alatbi, Senior Executive  
Sara Ishaq, Senior Executive

Bangladesh
Centre for Policy Dialogue - CPD 
Dr Fahmida Khatun, Executive Director 
Dr Khondaker Golam Moazzem, Research Director 
Ms Jebunnesa, Programme Associate 
Nishat Tasnim Anika, Programme Associate

Barbados 
University of West Indies 
Jonathan G. Lashley, Senior Fellow 
Don Marshall, Professor 
Kenisha Chase, Research Assistant

Benin
Institut de Recherche Empirique en Economie 
Politique - IREEP 
Leonard Wantchekon, President 
Stéphania Houngan, Research Associate

Bolivia (Plurinational State of), Costa Rica, 
Dominican Republic, El Salvador, Honduras, 
Panama
INCAE Business School
Ronald Arce, Director 
Enrique Bolaños, President

Bosnia and Herzegovina
School of Economics and Business, University 
of Sarajevo
Jasmina Selimovic, Dean 
Zlatko Lagumdzija, Professor 
Amra Kapo, Associate Professor

Botswana
Botswana National Productivity Centre
Letsogile Batsetswe, Research Consultant and 
Statistician 
Zelda Okatch, Information and Research Services 
Manager 
Jacob Mmola, Executive Director

パートナー機関
Global Risks Report 2024January 2024
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Brazil
Fundação Dom Cabral 
Carlos Arruda, Professor of Innovation and 
Competitiveness 
Hugo Tadeu, Professor of Innovation 
Miguel Costa, Research Assistant 
Rodrigo Morado, Research Assistant

Bulgaria
Center for Economic Development
Maria Prohaska, Director 
Ivalina Simeonova, Project Manager

Cameroon
Compétitivité Cameroon
Hermann Fotie Ii, Permanent Secretary 
Tanankem Belmondo Voufo, Expert Investment 
Climate 
Jean Baptiste Nsoe Nkouli, Competitiveness 
Observatory Expert

Cape Verde 
INOVE Research
Frantz Tavares, Chief Executive Officer 
Jerónimo Freire, Project Manager 
Júlio Delgado, Director

Chad 
Groupe de Recherches Alternatives Et de 
Monitoring Du Projet Pétrole-Tchad-Cameroun
Simael Mbairassem, Economist in charge of 
Research and Public Policies 
Maoundonodji Gilbert, Managing Director

Chile
University Adolfo Ibañez Business School
Rodrigo Wagner, Associate Professor of Finance

China
Dataway Horizon
Lingling Qiao, General Manager 
Yuming Zhi, Research Director 
Zhuyu Yao, Senior Project Manager

Colombia
National Planning Department of Colombia
Jorge Ivan Gonzalez, General Director, Department 
of National Planning 
Monica Lorena Ortiz Medina, Technical Director, 
Innovation and Private Sector Development 
Sara Patricia Rivera, Adviser, Innovation and Private 
Sector Development

Congo, Democratic Republic of the
Congo-Invest Consulting 
Teza Bila Minlangu, Administrator 
Faila Tabu Ngandi, Managing Director 
Bertin Muderhwa, Head of Service in charge 
of Studies and Statistics at the Federation of 
Businesses of Congo 

Côte d’Ivoire
Centre de Promotion des Investissements en 
Côte D’ivoire - CEPICI 
Solange Amichia, CEO 
Ramatou Fall, Director of Business Climate 

Simon Meledje, Head of Planning and Monitoring 
Bernadine Yeble N’Guessan, Research officer

Cyprus
Cyprus Employers and Industry Confederation 
- OEB
Antonis Frangoudis, Director Business Development 
and Economic Affairs Department 
Bank of Cyprus 
Kyriacos Antoniou, Governance Officer 
Andreas Alexandrou, Manager Strategy and 
Customer Insights

Czechia 
CMC Graduate School of Business
Tomáš Janča, Executive Director

Denmark
Danish Technological Institute
Stig Yding Sørensen, Senior Specialist 
Andreas Bjerre Lunkeit, Consultant

Ecuador
ESPAE Graduate School of Management - 
ESPOL
Sara Wong, Professor 
Tania Tenesaca, Project Coordinator 
Xavier Ordeñana, Dean

Egypt
Egyptian Center for Economic Studies - ECES
Abla Abdel Latif, Executive Director, and Director of 
Research 
Salma Bahaa El Din, Senior Economist  
Ahmed Maged, Research Assistant 
Hossam Khater, Research Assistant 
Mohamed Khater, Research Assistant

Estonia
Estonian Institute of Economic Research -EKI
Marje Josing, Director

Finland
ETLA Research Institute of the Finnish 
Economy
Aki Kangasharju, Managing Director 
Päivi Puonti, Head of Forecasting 
Ville Kaitila, Researcher

France
Business France
Cassagnes Louise, Economist 
Marcias Manuel, Head of Service: Economic studies

Georgia
Grigol Robakidze University
Vakhtang Charaia, Deputy Rector 
Tengiz Taktakishvili, Expert 
Giorgi Tsutskiridze, Expert 
Mariam Lashkhi, Project Manager 
TSU Center for Analysis and Forecasting 
Otar Anguridze, Head of the Board

グローバルリスク報告書2024年版 116



Germany
Institute for Innovation and Technology within 
the VDI/VDE Innovation + Technik GmbH
Michael Nerger, Project Leader

Ghana
Association of Ghana Industries 
Yaw Adu-Gyamfi, President 
Seth Twum-Akwaboah, Chief Executive Officer 
John Defor, Direcctor, Policy and Research

Greece
SEV Hellenic Federation of Enterprises
Michael Mitsopoulos, Director - Business 
Environment and Regulatory Affairs 
Athanasios Printsipas, Senior Advisor - SEV 
Business Council for Sustainable Development

Guatemala
FUNDESA
Juan Carlos Paiz, President of the Board of 
Directors 
Juan Carlos Zapata, Chief Executive Officer 
Fernando Spross, Associate Researcher 
Priscilla González, Corporate Affairs Coordinator

Hong Kong SAR, China 
Hong Kong General Chamber of Commerce
Simon Ngan, Director, Policy and Research 
Wilson Chong, Senior Economist

Hungary
KOPINT-TÁRKI Economic Research Ltd
Peter Vakhal, Senior Research Associate 
Éva Palócz, CEO

Iceland
The Icelandic Centre for Future Studies
Karl Friðriksson, Manager Director

India
LeadCap Knowledge Solutions Pvt Ltd - 
LeadCap Ventures
Sangeeth Varghese, Managing Director and CEO 
Vidyadhar Prabhudesai, Director and COO

Iran (Islamic Republic of)
Iran Chamber of Commerce, Industries, Mines 
and Agriculture - Deputy of Economic Affairs
Zahra Naseri, Director of Statistics & Economical 
information Centre 
Hanie Ziadlou, Senior Research Analyst

Iraq
Baghdad Economic Forum
Faris Raheem Aal-Salman, Chairman of the Board 
of Directors 
Thabit Kadhim Khudhur, Vice Chairman of the 
Board of Directors

Ireland
Irish Business and Employers Confederation - 
IBEC 
Geraldine Anderson, Head of Research

Israel
Manufacturers’ Association of Israel - MAI
Ron Tomer, President 
Ruby Ginel, CEO 
Dan Catarivas, General Manager, Foreign Trade and 
International Relations Division 
Itai Nakash, Deputy General Manager, Foreign 
Trade and International Relations Division

Jamaica
Mona School of Business and Management - 
MSBM, The University of the West Indies, Mona 
David McBean, Executive Director  
Franklin Johnston, Director  
Yvette Cameron-Harris, Project Administrator 
Jamaica Promotions Corporation - JAMPRO 
Shulette Cox, Vice President, Research, Advocacy, 
and Project Implementation 
National Competitiveness Council Jamaica 
Sharifa Powell, Consultant Project Manager

Japan
Waseda University
Jusuke Ikegami, Professor 
Mitsuyo Tsubayama, Coordinator 
Shoko Miya, Coordinator

Jordan
Ministry of Planning and International 
Cooperation
Hadram Al Fayez, Director 
Mira Mango, Head of Competitiveness and 
Business Environment Division

Kazakhstan
Center for Strategic Initiatives LPP
Olzhas Khudaibergenov, Senior Partner 
Yerbol Tulegenov, Associate Partner 
Symbat Aliaskarova, Consultant

Kenya
University of Nairobi
Karuti Kanyinga, Research Professor and Director, 
IDS 
Vincent Mugo, Project Assistant IDS 
Paul Kamau, Associate Research Professor, IDS

Kosovo, North Macedonia
Economic Chamber of North-West Macedonia
Drilon Iseni, Executive Director  
Durim Zekiri, Operations Manager 
Miranda Ajdini, Legal associate

Kuwait
Kuwait University
Fahad Al-Rashid, Committee Chair 
Adel Al-Husainan, Committee Member 
Majed Jamal Al-Deen, Committee Member

Kyrgyzstan
Economic Policy Institute
Marat Tazabekov, Chairman
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Lao PDR
Enterprise and Development Consultants Co. 
Ltd - EDC
Buakhai Phimmavong, Managing Partner 
Thipphasone Inthachack, Office administrator

Latvia
Stockholm School of Economics in Riga
Arnis Sauka, Head of the Centre for Sustainable 
Development

Lesotho
Private Sector Foundation of Lesotho - PSFL
Thabo Qhesi, CEO 
Bokang Tsoanamatsie, Public Relations Officer 
Qothoase Khofane, Researcher

Liberia, Sierra Leone 
GQRDOTCOM Limited - GQR
Omodele Jones, Chief Executive Officer

Lithuania
Innovation Agency Lithuania
Jone Kalendiene, Head of Research and Analysis 
Division 
Irena Karelina, Analyst

Luxembourg
Luxembourg Chamber of Commerce
Christel Chatelain, Head of Economic Affairs 
Sidonie Paris, Economist 
Anthony Villeneuve, Economist

Malawi
Malawi Confederation of Chambers of 
Commerce and Industry
Chancellor Kaferapanjira, Chief Executive 
Madalitso Kazembe, Director, Business Environment 
and Policy Advocacy 
Manfred Maguru, Economic Analyst 
Chancy Mkandawire, Economic Analyst

Malaysia
Malaysia Productivity Corporation 
Zahid Ismail, Director General 
Wan Fazlin Nadia Wan Osman, Director Productivity 
& Competitiveness Development Division

Mali
Mali Applied and Theoretical Economics 
Research Group - GREAT
Massa Coulibaly, Executive Director  
Wélé Fatoumata Binta Sow, Researcher 
Badiégué Diallo, Administrative and Financial 
Assistant

Malta
Competitive Malta - Foundation for National 
Competitiveness
Adrian Said, Associate 
Matthew Castillo, Associate

Mauritius
Economic Development Board
Sanroy Seechurn, Head of Department  
Ken Poonoosamy, CEO 

Dooshala Ramjutun-Ramlaul, Manager

Mexico
Instituto Mexicano para la Competitividad - 
IMCO
Valeria Moy, General Director 
Ivania Mazari, Program Manager 
Ministry of the Economy 
Jorge Eduardo Arreola Cavazos, General Director 
for Competitiveness and Competition 
Carlos Rubén Altamirano Márquez, Director 
Fernando Tonatiuh Parra Calvo, Underdirector for 
Competitiveness

Mongolia
Open Society Forum - OSF
Erdenejargal Perenlei, Executive Director 
Oyunbadam Davaakhuu, Program Manager

Montenegro
The Institute for Strategic Studies and 
Prognoses - ISSP
Maja Drakic Grgur, Project Coordinator 
Veselin Vukotic, President

Morocco
The Policy Centre for the New South 
Dr Karim El Aynaoui, Executive President  
Asmaa Tahraoui, Senior Knoweldge Manager 
Abdelaaziz Ait Ali, Head Economics Research 
Department

Namibia
Institute for Public Policy Research - IPPR
Ndapunikwa Fikameni, Research Associate 
Salmi Shigwedha, Research Associate 
Graham Hopwood, Director

Nepal
Competitiveness and Development Institute - 
CODE
Dr Ramesh C. Chitrakar, Project Director/ Country 
Coordinator 
Abhinandan Baniya, Associate Team Member 
Menaka Shrestha, Team Member

Netherlands
Amsterdam Centre for Business Innovation, 
University of Amsterdam
Henk Volberda, Director and Professor 
Rick Hollen, Senior Research Associate 
Roos Exterkate, Research Assistant

Nigeria
Nigerian Economic Summit Group - NESG
Laoye Jaiyeola, Chief Executive Officer 
Dr Olusegun Omisakin, Director of Research and 
Development 
Sodik Olofin, Economist

Oman
National Competitiveness Office - NCO
Dr Salim Abdullah Al Shaikh, Acting Chief of NCO 
Juhaina Saleh Al Balushi, Economic Researcher 
Jawaher Sultan Al Habsi, Business Analyst
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Pakistan
Mishal Pakistan
Amir Jahangir, Chief Executive Officer 
Puruesh Chaudhary, Director 
Amna Sabahat Bhutta, Director

Paraguay
Paraguayan Foundation for Cooperation and 
Development
Martin Burt, CEO 
Luis Fernando Sanabria, CEO 
Sol Urbieta, Management Assistant

Peru
Industrial Development Center of the National 
Society of Industries
Luis Tenorio, Executive Director 
Maria Elena Baraybar, Project Assistant 
Benoni Sanchez, Head of Systems

Philippines
Makati Business Club - MBC
Roxanne Lu, Programs Director 
Trisha Teope, Foreign Programs Officer

Poland
National Bank of Poland
Piotr Boguszewski, Economic Advisor 
Piotr Szpunar, Director

Portugal
Business Administrators Forum - FAE
Paulo Carmona, President 
Mariana Marques dos Santos, Member of the 
Board 
PROFORUM Association for the Development 
of Engineering 
Ilidio De Ayala Serôdio, Vice-President 
Helena Roquette, Secretary

Qatar
Qatari Businessmen Association - QBA 
Faisal Bin Qassim Al Thani, Chairman 
Issa Abdull Salam Abu Issa, Secretary General 
Sarah Abdallah, Deputy General Manager 
Maria Jusay, Executive Secretary

Romania
Association for Women Entrepreneurship 
Development - ADAF 
The Chamber of Commerce and Industry of 
Romania
Rotaru Cornelia, President 
Rotaru Gela, Business Analyst 
Savu Cristina, Communication Expert

Rwanda
Rwanda Development Board
Delphine Uwase, Ag. Head of Strategy and 
Competitiveness Department 
Kennedy Kalisa, Strategy Analyst 
Richard Kayibanda, Ag. Chief Strategy and 
Compliance Officer

Saudi Arabia
Alfaisal University
Mohammed Kafaji, Vice Dean for Quality Assurance 
and Accreditation 
National Competitiveness Centre  
Eiman Habbas Al-Mutairi, CEO of the National 
Competitiveness Centre 
Waleed Al-Rudaian, Deputy CEO of the National 
Competitiveness Centre 
Salman Al-Tukhaifi, General manager 
Abdulrahman M. Al-Ghamdi, Project Manager

Senegal
Université Cheikh Anta Diop of Dakar
Thierno Thioune, Directeur du Centre de 
Recherches Economiques Appliquées 

Serbia
Foundation for the Advancement of Economics 
- FREN 
Aleksandar Radivojević, Coordinator 
Dejan Molnar, Director

Singapore
Singapore Economic Development Board
Cheng Wai San, Director and Head 
Teo Xinyu, Executive Officer, Senior

Slovakia
Business Alliance of Slovakia - PAS
Peter Serina, Executive Director 
Robert Kičina, Member of the Board

Slovenia
Institute for Economic Research
Peter Stanovnik, Professor 
Sonja Uršič, Senior Research Assistant 
University of Ljubljana, Faculty of Economics 
Mateja Drnovšek, Full Professor

South Africa
Business Unity South Africa
Tyson Thamsanqa Sibanda, Economic Policy 
Manager 
Olivier Serrao, Economic Policy Executive Director 
Cas Coovadia, Chief Executive Officer

South Korea
Korea Development Institute
Inho Song, Executive Director, Economic 
Information and Education Center 
Joohee Cho, Head, Public Opinion Analysis Unit 
Boyoung Han, Senior Reseach Associate, Public 
Opinion Analysis Unit

Spain 
IESE Business School 
Pascual Berrone, Professor, Director of the 
International Center for Competitiveness 
María Luisa Blázquez, Research Associate

Sri Lanka
Institute of Policy Studies of Sri Lanka - IPS
Kithmina Hewage, Research Economist 
Tharindu Udayanga, Research Assistant
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Switzerland
University of St.Gallen, Center for Financial 
Services Innovation
Tobias Trütsch, Managing Director

Taiwan, China 
Taiwan Institute of Economic Research
Chen, Yi-Man, Research Fellow 
Tsuo, I-Chun, Assistant Research Fellow

Tanzania, United Republic of
REPOA Ltd
Donald Mmari, Executive Director 
Lucas Katera, Director of Collaborations and 
Capacity Building 
Cornel Jahari, Researcher and Field Manager

Thailand
Chulalongkorn Business School
Kanyarat (Lek) Sanoran, Associate Professor and 
Assistant Dean for Administration of Dean’s Office 
Wilert Puriwat, Professor and Dean 
Nat Kulvanich, Assistant Professor and Assistant 
Dean for Planning & Development Affairs

Trinidad and Tobago
Arthur Lok Jack Global School of Business 
Raynardo Hassanally, Alumni Relations Coordinator 
Balraj Kistow, Programme Director 
Ron Sookram, Academic Coordinator

Tunisia
Institut Arabe des Chefs d’Entreprises
Majdi Hassen, Executive Director  
Hager KARAA, Head of Studies Department

Türkiye
TÜSIAD, Sabanci University Competitivness 
Forum - REF
Esra Durceylan Kaygusuz, Director 
Sezen Uğurlu Sum, Project Specialist

Ukraine
CASE Ukraine, Center for Social and Economic 
Research
Dmytro Boyarchuk, Executive Director 
Vladimir Dubrovskiy, Leading Economist 
Oksana Kuziakiv, Senior Adviser

United Arab Emirates
Federal Competitiveness and Statistics Centre
Hanan Ahli, Director General of Federal 
Competitiveness and Statistics Centre 
Rashed Abdulkarim Al Blooshi, Undersecretary of 
Department of Economic Development, Abu Dhabi

Uruguay
Universidad ORT Uruguay
Isidoro Hodara, Professor 
Bruno Gili, Professor 
Federico Monetti, Professor

Venezuela, Bolivarian Republic of
Venezuelan Council for Investment Promotion 
Jennyn Osorio, Economics Affairs Manager 
Jorge García, Business Intelligence Manager

Viet Nam
Ho Chi Minh City Institute for Development 
Studies - HIDS
Tran Hoang Ngan, Director 
Trieu Thanh Son, Head of Research Management 
Nguyen Manh Quan, Researcher

Yemen
Yemeni Business Club - YBC
Fathi Abdulwase Hayel Saeed, Chairman 
Ghadeer Ahmed Almaqhafi, Executive Director 
Safa Abdullah Alsayaghi, Projects Manager

Zambia
University of Zambia
Joseph Simbaya, Director 
Chitalu Chama Chiliba, Assistant Director and 
Senior Research Fellow 
Patricia Funjika, Research Fellow

Zimbabwe
National Competitiveness Commission
Phillip Phiri, Executive Director 
Brighton Shayanewako, Director, Competitiveness 
Douglas Muzimba, Chief Economist, International 
Competitiveness 
Elizabeth Magwaza, Economist
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